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1.設置の目的

本県の工業は、昭和 30年代後半から新規工場立地の進展に伴い大きく発展 し、従来は繊維工業が中

心でしたが、一般機器、輸送用機器、電気機器等の加工組立型産業が中心を占めるようになり、産業構

造は大きく変化 してきました。

こうした状況の中にあつて、本県進出企業と在来中小企業間では技術水準の格差が大きく、また、企

業間の連携・協力体制が十分でないこともあり、中小企業の技術力向上、支援体制整備の要請は、急激

な技術の進歩に伴い、ますます重要な課題 となつてきました。

これまで、地場産業の発展を支える機関はあつても、県内工業の全般的課題に深 くかかわり、基盤的

役割を果たす機関は未整備でした。

また、本県産業の主要な部分が高度で先端・先進的な技術を必要 とする電子、機械、精密加工等の業

種に転換してきたことや、これ ら業種や複合技術に関連する協力企業群の技術水準の向上が不可欠 とな

り、これ らへの技術力向上支援体制を充実することが大切 となってきました。

さらに、こうした時代背景の中で、企業相互、産 。学・官の連携により、各分野に分散・個別に蓄積

されてきた技術ポテンシャルを結集するなどの適切な対応が必要 となってきました。

産業界からの強い要請もあり、このような課題に応えるため、電子、機械、化学、食品、材料、デザ

インなど、広範な分野を射象 とする総合的な試験研究指導・研修機関として、また本県工業技術振興の

拠点として、滋賀県工業技術センターは昭和 60年 4月 に栗東町 (現在栗東市)に設置されました。

また、急速な技術革新に対応 し、今後技術立県としての地位を確立するため、総合的な試験研究機関

としての工業技術センターの整備に伴い、人材育成、技術 。人的交流、情報の収集・提供 といつたソフ

ト部門を受け持つ (財)滋賀県工業技術振興協会 (現在 (財)滋賀県産業支援プラザ)が昭和 60年 3

月に設立されました。

他方、信楽町には古く明治 36年創設の「信楽陶器同業組合」の模範工場を前進 とする「滋賀県立信

楽窯業試験場」が昭和 2年に創設されて以来、県内窯業の拠点 となつて研究開発や技術支援等を行つて

きました。

近年、時代の要請や本県の特性を踏まえた行政課題に即応 した試験研究を進めるとともに、他の試験

研究機関や大学、地場産業をはじめとする産業界 との連携、交流を推進 し、簡素で効率的な中にも質の

高い組織のあり方が求められるようになりました。こうした社会情勢の中、研究成果を行政施策へ効果

的に反映できるよう努め、他の試験研究機関や大学、地場産業等 との役割分担、機能連携を検討すると

ともに、産学官交流を推進 し、地場産業等への技術の普及に努めることを目的 として、平成 9年 4月 1

日、行政改革の一環としてこれまでの滋賀県工業技術センターと滋賀県立信楽窯業試験場が整備統合さ

れ、滋賀県工業技術総合センターとして新たにスター トし今 日に至っています。



2.沿  革

平成 9年 4月

平成 9年 6月

平成 10年 3月

平成 10年 3月

平成 11年 2月

平成 11年 4月

平成■年 4月

平成 12年 4月

平成 12年 8月

工業技術センターと信楽窯業試験場を統合 し、工業技術総合センターと改称

知的所有権センターを併設

IS014001規 格審査登録取得

信楽窯業技術試験場 福祉環境整備工事により身障者用便所等新築 (総工費10,395,000円 )

「企業化支援棟」竣工

企業化支援棟技術開発室の入居開始

(財 )滋賀県工業技術振興協会が統合、 (財)滋賀県産業支援プラザと改称

グループ制導入

産業支援情報メール配送サービス開始

付記

*工業技術センター

昭和55年 9月   草津商工会議所会頭から「県立工業技術センターの設置について」の要望書の提出

昭和57年 2月   県立工業技術センター設計 。調査予算計上

昭和57年 5月   滋賀県工業技術センター基本計画県東部内ワーキンググループの設置

昭和57年 5月   「滋賀県工業技術センター基本計画検討会議」の設置および第 1回検討会議開催

昭和57年 6月  第 2回検討会議

昭和57年 7月   第 3回検討会議

昭和57年 8月  第 4回検討会議

昭和58年 2月  工業技術センターの施設、規模、用地面積等の方針および予算を内定

昭和58年 3月   「滋賀県工業技術試験研究所施設整備基金条例」制定

昭和59年 1月  栗東町「県立工業技術センター建設用地の造成工事」起工

昭和59年 4月   「工業技術センター開設準備室」設置 (室長以下 6名 )

昭和59年 7月  栗東町「県立工業技術センター建設用地の造成工事」完工

昭和59年 7月   「県立工業技術センター建物建設工事」着工

昭和60年 3月   (財 )滋賀県工業技術振興協会設立

昭和60年 3月   「滋賀県工業技術振興基金条例」制定

昭和60年 3月   「県立工業技術センター建物建設工事」完工

昭和60年 4月  工業技術センターおよび (財)滋賀県工業技術振興協会業務開始

平成 2年 1月  融合化開放試験室設置

平成 2年 1月  融合化センター設置

平成 4年■月  別館「工業技術振興会館」竣工

平成 6年 1月  インターネット (SINET)接続

平成 6年 8月  ホームページ開設

*信楽窯業試験場

大正15年    県議会において滋賀県窯業試験場 甲賀郡信楽町設置の件決議され、昭和 2年度予算

(      に経常費 13,022円  臨時建設費 51,223円 を計上

昭和 2年 4月  商工大臣により設置の件認可

2



昭和 2年 5月

昭和 3年 5月

昭和21年 10月

昭和22年 12月

昭和25年 4月

昭和33年 7月

昭和37年 3月

昭和38年 3月

昭和39年 9月

昭和42年 2月

昭和46年 3月

昭和48年 4月

昭和50年 3月

昭和54年 3月

昭和55年 9月

平成 7年 12月

平成 9年 1月

平成 9年 3月

滋賀県告示 175号 をもって信楽町長野に位置を決定

新築竣工

信楽窯業工補導所を併設

信楽窯業工補導所を滋賀県信楽窯業工公共職業補導所 と改称

滋賀県窯業試験場を滋賀県立信楽窯業試験場 と改称

滋賀県信楽窯業工公共職業補導所を滋賀県信楽職業訓練所 と改称

固形鋳込成形室新築

併設の滋賀県信楽職業訓練所廃止

乾燥試験室新築

本館改築 (総工費18,360,000円  RC造 2階建 )

開放試験室ならびに試作成形室新築 (総工費28,562,000円  RC造 2階建 )

滋賀県窯業技術者養成制度制定 (昭和 48年告示第 129号 )

調土棟、物品倉庫および車庫新築 (総工費69,430,000円 )

第 1・ 第 2焼成開放試験棟新築

第 1焼成開放試験棟 2階増築 (総工費2,950,000円 )

調土棟、物品 1・ 2階改修 (総工費 8,137,000円 )

本館相談室改修 (総工費 8,858,000円 )

渡廊下新築 (総工費 4,635,000円 )

3
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3.敷地および建物

所在地  〒5203004 滋賀県栗東市上砥山 232番 地

土 地  35,350。 14m2(登記面積) (実 測面積 36,610,88m2)

建 物   8,822 m

研 究 管 理 棟    (鉄 筋コンクリー ト造 2階建 。一部 5階建 )

実  験  棟    (鉄 筋ヨンクリー ト造平屋建 。日本 自転車振興会補助 )

別棟 (開放試験室) (鉄筋コンクリー ト造平屋建 ,国庫補助 )

別館 (工業技術振興会館)(鉄筋コンクリー ト造 3階建 )

企業化支援棟    (鉄 筋ヨンクリート造 2階建 `国庫補助 )

そ  の  他    (渡 廊下、自動車庫、廃水処理機械室等 )

。信楽窯業技術試験場

所在地  〒529-1851 滋賀県甲賀郡信楽町長野498番地

土 地  7,561.23m2

建 物  3,244 m2

4,296rn 2

693rn 2

1541n2

2,483rn 2

8871n2

3591n2

608rn 2

5761n2

91.n2

63m2

6981n2

612m2

2011n2

3951n2

本      館

開放試験室並びに試作成形室棟

固形鋳込成形室棟

肉厚大物乾燥室棟

調 土 室 棟 棟

第 一 焼 成 室 棟

第 二 焼 成 室 棟

そ   の  他

(鉄筋コンクリー ト2階建 )

(鉄筋コンクリー ト2階建 )

(鉄筋コンクリー ト平屋建 )

(鉄骨スレー ト平屋建 )

(鉄筋コンクリー ト2階建 )

(鉄骨スレー ト平屋建 :国庫補助 )

(鉄骨スレー ト平屋建 :国庫補助 )
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4.組織および業務内容

(1)機能と事業

(平成14年4月 1日 現在)

企 画 調 整 (1)工業技術振興施策の企画。研究の調整

(2)工業技術関係調査の実施

技 術 相 談 指 導

(1)職員による技術相談支援

(2)技術相談役制度

(3)技術普及講習会の実施

(4)専門家派遣事業の実施

(5)人材育成事業

試 験 ・ 分 析

(1)開放試験機器の提供

(2)原材料。製品等の依頼試験

(3)試験分析機器の整備

工

業

技

術

総

合

セ

ン

タ
ー

研 究 開 発

(1)研究活動の推進

(2)ジ サーチ・カウンセラー制度

(3)コンピュータの利用促進

情 報 提 供 等

(1)情報誌の発行

(2)産業技術連携推進会議の開催

(3)図書の整備・開放利用

(4)ホームページの運用・産業支援情報メー

ル配送サービス
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(2)機構および業務 内容

工業技術総合センターは総合的な試験研究、指導、研修等を実施するために、管理担当、機械

電子担当、機能材料担当、陶磁器デザイン担当およびセラミック材料担当を設けています。そし

て、(財 )滋賀県産業支援プラザ技術支援課と連携を図りながら、効果的な活動を推進しています。

(平成 14年 4月 1日 現在 )

管 理 担 当

機 能 材 料 担 当

<信楽窯業技術試験場>

セラモノ布科期阻当

機 械 電 子 担 当

|

デサ・イオフ・ク・プトフ
°

一一 ①CADおよび産業デザインに関する研究および技術支援

①センターの庶務および予算・経理

②試験研究の企画調整および企業化支援棟に関すること9

③工業技術情報および調査研究

④(財)滋賀県産業支援プラザおよび(社)発明協会滋賀県

支部に関すること。

①電気・電子技術に関する試験研究および技術支援

②機械技術に関する試験研究および技術支援

①無機材料・高分子材料に関する試験研究及び施術支援

②有機材料・食品に関する試験研究および技術支援

①試験場の管理運営

②技術支援。人材育成に関すること。

③デザインおよび新製品の開発

④陶磁器成形および力日飾技術の研究

①生産技術の確立研究

②新素材・新技術の開発研究

③依頼試験・分析

所長

次 長

参 事

参 事

(場長)
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(3)職 員

所 長

奥山博信

職員数

事務

技術

現業

管理担当

グループ長

主 幹 青木繁治

機械電子担当

グループ長

(兼)参事

中村吉紀

デザインサブグループ

グループ長

専門員 月瀬寛二

機能材料担当

グループ長

主任専門員

前川 昭

グループ長

専門員

川 口雄司

セラミック材料担当

グループ長

主任専門員  宮代雅夫

(平成 14年4月 1日 現在 )

副 主 幹

主  査

主任主事

(兼 )主査

主

主

技

主

主

主

主

査 小 サII栄 司

任技師 山 本 典 央

師 平  野  真

電子情報

機械システム

I

I

子

樹

子

則

淳

芳

祐

義

江

橋

林

西

横

高

小

小

久

志

徳

典

高

利

尾

道

井

深

今

藤

査

査

師任 技

臣

亮

也

隆

宏

哲

尾

畑

谷

西

高

大

査

師

師

任 技

主任技

主

主

蔵

美

司

孝
澄 一

島

黄

横

川

中

員

査

査

査

日

主

Ｆ

任

専

主

主

主

L
彦

児

雅

誠

上

下

野

山

査

師主任技

無機材料

有機材料

′Чオ・食品

デザイン

王

工

工
主任主査

主任技師

主任技師

主任技師 坂 山 邦 彦

主任技師 佐 々 木 宗 生

主任技師 中 田 邦 彦

主任主査

主任技師

技  師

敏

一
嗣

仁

浩

啓

中

尾

島

山

平

中

松  本  正

自 井 伸 明

岡 田 俊 樹

<信楽窯業技術試験場> 場長 (本・参事)高 井隆三

陶磁器テ・サ・イン担当

庶  務

工

主任主査

主  査

業 務 員

爛 唄

伊 藤 公 一

小 西 義 則

村 田友 技 子

月 瀬 寛 二

瀬 栄

井川 正

39名

6名

32名

1名

丹部 哲

参 事

中村吉紀

高井隆三

場長

次 長

参 事
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5 決 算  (平成 13年度 )

(1)事業別決算 (単位 :円 )

決 算 額概 要

353,546,450職   員   費

10,135,778企業化支援棟推進費

12,518,600庁舎整備事業費

1,417,000無体財産維持管理費

72,916,312庁舎管理運営費

96,987,690

運

　

営

　

費
/1ヽ 計

63,388,500開放機器整備推進事業

2,897,221技術相談指導事業費

8,222,700地域バイオマス利用開発事業

4,431,000産業技術研究事業

478,000共同研究プロジェク ト (研究連携推進事業 )

4,685,000共同研究プロジェク ト (薄膜による新素材研究事業 )

2,601,600共同研究プロジェク ト (微生物酵素高性能化事業 )

8,959,500共同研究プロジェク ト (画像処理装置開発事業)

1,908,000多孔質セラミックスの水質浄化の実証化研究

10,799,000窯業技術研究事業 (乗境調和セラミックス)

220,000窯業技術研究事業 (セ ラミックス系複合材料 )

1,549,500窯業技術研究事業 (窯業系廃棄物再生技術)

5,433,925窯業技術研究事業 (新分野創造に向けた開発研究)

8,313,000IS014001推 進事業費

954,500窯業技術者養成事業費

16,117,078技術情報サービス事業費

28,179,024開放機器維持管理事業費

234,000全国会議・地方部会開催事業

861,899学会連携事業

9,395,000一般研究事業費

3,398,000地域産業育成指導事業費

183,025,347

試

験

研

究

指

導

費

/Jヽ 計

633,559,487

工

業

技

術

総

合

セ

ン

タ

費

工業技術総合センター費計

549,420技術ア ドバイザー派遣事業

1,674,141デザイン連携事業

バイオ技術フォーラム 412,372

2,970,448知的所有権センター事業費

9,292,259

そ
　
の

他

費
その他事業

そ
　
の

他

費

648,458,127合 計
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(2)科 目別決算

歳 入

歳  出

(単位 :円 )

(単位 :円 )

款 項 目 収入額 要摘

使 用 料 商工使月料 37,427,780
料 (霜囀

帥
技術開発室使用料

29,177,660
1,770,120
6,480,000

商工手数料 1,992,930 試験等手数料 (栗東 )

試験等手数料 (信楽)

544,870
1,448,060

使用料およ

び 手 数 料
手 数 料

国庫支出金 国庫補助金 商

助
工業 国庫 補
金

23,662,971 地域ものづくり封策事業費補助金
的

951,471
22,711,500

財 産 収 入 財産売払収入 生産 物 売 払 収
入

114,195 生産物売払収入 (栗東 )

生産物売払収入 (信楽 )

65,000
49,195

繰 入 金 基金繰入金 別
入

特
繰

用
金

雇
基

急
策

緊
対
金

8,008,000

諸 収 入 雑    入 雑   入 23,215,419
自転車等機械工業振興事業補助
NEDO産業技術研究助成事業間接経費
技術開発室電気料金
複写サー ビス

18,343,500
4,431,000

397,289
43,630

94,421,295計
▲

支 出額款 喚 日

672.000酬

184.767.216給

111.305,841廂 棄手当
57.234。 253共

242,836夢

3,231,425
5,016,446

67.629,071
8,122,778

79,788,925
1,447,714

工 9,660,000
7,235,279

93,305,104
3,615,399

ノ

ど 47,200

中小企業費 工業技術総合センター費

238,000
633.5591487

677,300
798・ 984所

儒 851,628
5,002,220

一ヨ 1,249,000
114001526
2,184,000工

6541000

商工業費 工業振興費

121817,658

商工費

93,332旅 :

93,332総務費
/1ヽ

4001050再
一夕
〓 149,100
工 1,438,500

建築費 建築総務費

1.987.650

土木費

648.458.127
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(3)年度別決算

年度別歳入一覧表

.財産収入……工業技術振興基金運用収入他

.繰 入 金……工業技術センター施設整備基金取崩 し

,諸 収 入……日本自転車振興会補助金他

寄付金 5,100,000円 を含む。

寄付金 9,000,000用 、県債 270,000,000円 を含む。

寄付金  360,000円 を含む。

平成 9年度分には平成 9年繰越分を含むと

平成 9年度以降は信楽窯業技術試験場との合計額

(単位 :円 )

*2寄付金 700,000円 を含む。

*4寄付金 5,100,000円 を含む。

*6寄付金  360,000円 、県債 90,000,000円 を含む。

*8緊急雇用特別対策基金繰入金

１

２

３

■

弼

弱

Ｗ

増

注

-12-

歳 入

諸 収 入 一 般 財 源 計財 産 収 入 繰 入 金

年

　

度
使用料及び

手 数 料
国 庫 支 出 金

2,695,2402,695,24057

43,967,00043,967,00058

58,585,000 2,120,427,000 2,543,098,35013,897,000 350,189,35059

40,845,000 196,987,904 493,533,33412,950,000 241,35β ,33060 1,397,100

218,562,326 535,851,28916,012,633 261,292,980 33,165,00061 6,818,350

350,268,92199,886,246 226,806,2936,919,850 16,656,53262

401,310,30020,597,000 249,350,6015,709,000 17,884,599 97,444,00063 10,325,100

*1   563,805,758 763,711,85547,035,361 112,937,776 14,910
死 12,599,050 27,319,000

512,865,074106,709,703 33,267,995 262,587,85215,298,300 7,750,000 87,251,2242

759,074,39855,874 *2   553,087,11910,400,000 72,563,529 109,026,7763 13,941,100

*3   760,733,237 945,959,21381,776,284 28,183,2604 15,552,050 20,125,000 39,589,382

456,073,98155,940 *4   349,292,41423,470,114 65,932,4635 17,323,050

*5   362,601,330 483,374,31818,502,868 50,815,200 17,878,27020,293,650 13,283,000

608,880,66814,567,266 *6   546,326,8638,273,082 9,986,50716,278,950 13,448,000

620,168,916 666,698,31218,200,650 21,485,000 6,843,7468

*9 1,217,090,17030,694,760 *7   859,608,099161,5819 25,480,780 *7 301,144,950

811,938,575211,498,523 546,685,08728,336,300 273,70510 25,144,960

658,484,80518,290,240 552,321,896178,999 *8   3,000,00011 35,901,920 48,791,750

679,709,51436,668,871 547,965,23847,688,890 196,125 *8   8,033,00012 39,157,390

633,559,487539,138,192114,195 *8   8,008,000 23,215,41913 39.420,710 23,662.971



年度別歳出一覧表

建 設 費……調査等事務費を含む

平成 9年度分には、平成 9年度繰越分を含む

平成 9年度以降は、新産業振興課執行

平成 9年度以降は、信楽窯業技術試験場との合計額

(単位 :円 )

１

２

４

柁

注

歳 出年
　
　
度 建  設  費 施設整備費 普及指導費 研究開発費

振興協会

助 成
運  営  費 職 員 費 計

57 2,695,240 2,695,240

58 43,967,000 43,967,000

2,188,909,000 350,189,350 4,000,00059 2,543,098,350

60 295,149,000 22,757,930 4,086,000 29,580,481 493,533,33449,491,557 92,468,366

61 301,307,984 34,221,520 9,020,000 30,770,881 50,503,872 110,027,032 535,851,289

62 109,987,607 30,549,100 9,192,500 28,807,124 54,414,818 117,317,772 350,268,921

63 123,231,000 45,049,000 11,734,000 29,366,778 54,756,318 137,173,204 401,310,300

一九 109,991,759 73,718,000 ll,780,000 30,812,163 390,510,761 146,899,172 763,711,855

2 2,953,440 110,473,684 84,235,516 14,423,000 30,128,061 108,521,610 162,129,863 512,865,074

292,064,790 82,728,956 76,017,591 13,231,000 91,674,784 759,074,39831,524,168 171,833,109

4 448,900,754 96,191,391 83,229,609 12,441,000 36,760,705 81,326,940 187,108,814 945,959,213

5 36,520,813 87,319,210 13,155,000 37,205,434 85,540,268 196,333,256 456,073,981

6 64,452,632 81,478,987 15,005,000 37,797,950 85,589,872 199,049,877 483,374,318

7 123,502,270 45,212,721 69,313,996 38,249,726 38,282,681 83,255,664 211,063,610 608,880,668

8 131,527,781 129,260,652 53,954,499 47,225,504 83,429,093 221,300,783 666,698,312

9 451,360,350 242,841,391 63,188,639 37,000,533 *1 93,946,369 328,752,888 *2 1,217,090,170

10 290,327,728 52,822,893 45,611,212 90,433,773 332,742,969 811,938,575

11 142,975,492 54,514,531 25,366,277 91,243,661 344,384,844 658,484,805

12 145,175,564 58,272,588 31,453,835 98,023,064 346,784,463 679】 709,514

13 91,676,504 62,640,618 28,708,225 96,987,690 353,546,450 633,559,487
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6.設備 B機器

平成 13年度に取得 した主要機器等は次のとお りです。

試験研究機器類

取得 日 摘  要金  額規   格機  器  名

H14. 1,21 地域産業集積活性化対

策事業費補助金
19,425,000タハ

゛
イエスヘ

°
ック爛

TBL-3HA4PAC rtL
電気材料測定システム

地域産業集積活性化対

策事業費補助金
10,867,500 H13.12.11ナノテック鶴

マイクロスクラッチテスターMST
スクラッチ試験機

日本 自転車振興会補助H14. 8. 121,000,000島津メクテム俯
VHLgr20/20/20

真空熱処理炉

日本 自転車振興会補助7,234,500 H14. 2.13黒田精工僻
GS-52PF

平面研削盤

日本 自転車振興会補助8,452,500 H13.12.25Innoveda Visual

Elite HI)L Entry
ア
°
ロク・ラマダルロシ・ックテ・ハ・

イス開発支援システム

H14. 2.18348,600司二不ロテクエカ ファインカットセフ

ティ31W
万能小型切断機

115,290 H14, 3. 7ニコン C00LPIX5000

栗

東

デジタルカメラ

H14. 1.11 地域産業集積活性化対

策事業費補助金
4,861,500KT-1500Sロータリーキルン

地域産業集積活性化対

策事業費補助金
H13。 12.2610,269,000QUANTACHROME製

ホ
°
アーマスター60

気孔径分布測定装置

H14. 3.25703,500MHT-60S循環式粘土再生機

357,000 H14, 3.25F-150小型粉砕器

H13. 8,3037,000NANAO FlexScan17
T565

計測値読取テ
゛
ィスフ

°
レイ

30,975 H13. 7.16UV-340テ
゛
シ
゛
タル紫外線強度計

H13. 6.1549,801FYSHKS03

信

楽

除湿器用コントロいル盤
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その他備品

図 書

品   名 規   格 金  額 取得 日 適  用

研修用コンピュータ エフ
°
ノンタ

゛
イレクト停轡

Endeavor M T-4500
2,160,900 H14. 3.14

遠隔研修用ネットワークシステム レイヤ3スイッチ
Alcate10mniAccess512

1,491,000 H13.10.29

びわこ情報ハイウエイ
情報提供システム

Dell POwerEdge500sc 885,150 H14. 1.31

封絨機 ライオン封太1000 239,400 H13. 5.24

レス トラン備品
冷凍冷蔵庫
製氷器
フライヤー

業務用コンロ
コーヒーメーカー

炊飯器

福 島 工 業 EXD-21PM-5
サンヨー SIM― S47
MGF-13G
OZ90-60K
ナショナル NC-1105
ハ
°
ロマ PR-4100S

243,600
260,400
96,164
98,700
66,150
34,230

H13.
H13.
H14.
H14.

H14.
H13.

7.30

7.30

2.26

2.26

3.29

8,10

栗

東

庁用備品
TV会議室机
別館用掃除機
カメラ

フイオン KT1575 KT1860
ナショナル MC―G330S
フン

さ
カルテ

゛
ィアミニティアラス―゙ム

90,300
38,640
34,230

H13.11。 4

H13,9.7
H13. 8,10

研修用機器

電動ロクロ (2台 ) 単層100V 300¢ テーフ
゛
ル 331,800 H13. 9。 12信

　

　

楽

庁用備品

シュレンダ~
流 し台

kps-65X
り・ ラく」SM 3180JB

49,875

98,450

H14。 3.8
H13.3.1

図 書  名 著者名 発  行  所 取 得  日

栗

東 生化学実験法 (東京化学同人)等 174冊

微粒子工学大系第 I巻 柳田博明 フジテクノシステム H14. 1.22

微粒子工学大系第Ⅱ巻 柳田博明 フジテクノシステム H14. 3.20

現代陶芸の造形思考 金子賢治 阿部出版 H14. 3. 5

原色日本群苔類図鑑 服部新佐 保育社 H14. 3. 5

日本人の人体計測データ 人間生活工学

研究センター
人間生活工学研究センター H14. 2.14

新 日本分県地図 今井 勤 国際地学協会 H14. 2,25

信

楽

日本の野生植物
‐
(コ ケ) 岩月善之助 平凡社 H14, 3. 5
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業 務 概 要

1.技術相談支援

2,試 験 口分 析

3.研 究開発 a産 学宮連携

4.人 材 育 成

5.情 報提供等

6,そ の他



1.技術相談支援

新製品開発や新技術の導入など県内企業が抱える技術課題等に対し、当センター職員が各専門分野におい

て随時きめ細かな技術相談に応じています。さらに、より専門的な課題については、当センターが技術相談

役として依頼している大学教授等による技術相談・指導を実施しています。また、製造現場でのより実際的

な技術改善や品質管理技術等については、豊富な知識と長年の経験を有する技術ア ドバイザー制度により対

応しています。

また、県内企業の技術者に対し、当センター設置試験研究機器の利用を促進するため、技術講習会も実施

しています。

平成 13年度の実績は次のとお りです。

(1)技術相談役制度の利用

事   業   名 実 施 件 数 等

職員による技術相談 5,017   イ牛

技術相談役制度の利用 43   T牛   (27 日)

技術ア ドバイザー制度の利用 5   イ牛  (32 日)

技術普及講習会 (講義・実習) 10 コース (62名 )

氏  名 職 名 指 導 分 野
相談

件数

相談

日数

石 原 好 之
同志社大学工学部教授

(工 学 博 士)

電気工学

ハ
°
ワーエレクトロニクスおよび電気機器磁界解析

山 口 勝 美
名古屋大学名誉教授

(工 学 博 士)

機械工学

精密加工・切削加工・塑性加工および特殊加工

赤 松 勝 也
関西大学工学部教授

(工 学 博 士)

金属工学

金属材料、機能材料、焼結材料および熱処理

安 本 教 博
京都大学名誉教授

(農 学 博 士)

食品工学

食品学、栄養学 (機能性食品)および食品加工

平 澤  逸
創造社デザイン専門学校

(専 任 講 師)

産業デザイン

エ業製品のデザインおよびCI商標作成

43 27
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備 考

技術相談役制度について

1.目 的

技術革新の進展に対応 して県内企業の技術開発力を高め本県の工業振興を図るため、大学等との連

携のもとに各分野で権威のある大学の教授陣を技術相談役 として依頼 し、県内中小企業の新技術開発

等高度な技術問題について直接相談に応 じ、問題の解決を図るとともに産学の技術交流を推進します。

2.相談コーナーの設置

上記 目的を達成するため当センターに技術相談役による「技術相談コーナー」を開設 しています。

3.対象者

技術相談の対象者は、原則 として中小企業者 となります。

4.技術相談

相談内容は、概ね次の分野が対象となります。

Oエ レク トロニクス関連

(パ ワーエレク トロニクス、電気機器磁界解析、マイクロコンピュータ応用技術など)

Oメ カ トロニクス関連

(ロ ボット関連、自動制御技術マン・マシンエ学、知識工学など)

○先端加工技術関連

(精密加工、切削加工、塑性加工、特殊加工など)

○新素材・複合材料関連

(高分子複合材料 (FRP等 )、 金属材料、熱処理、材料試験など)

O食品関連

(食品製造技術、醸造技術、バイオテクノロジー関連など)

Oデザイン関連

(イ ングス トリアルデザイン、CIデザイン、VIデザインなど)

5,相談の申し込み

相談の申し込みは、センター機械電子担当および機能材料担当の職員が随時受け付け、相談同時に

ついては協議の上決定します。

6.相談料

相談料は、無料です。
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(2)技術アドバイザー制度の利用

(3)技術普及講習会 (講義口実習 )

指   導   斑業 種

分 類

実施

日数

企 業

数
地  域

外  部 内  部
指 導 事 項

機 械 4 日 野 町 青木 正昭 藤井 利徳 燃料燃焼時の状況把握と効率化

化 学 7 1 栗 東 市 杉山 善明 山本 典央 商取引の電子化

金 属 1 高 月 町 人木 永治
寒程 富雲 表面処理技術の改善。改良

繊 維 守 山 市 植嶋 宏元 山下 誠児 産業資材分野の新商品開発

その他 19 大 津 市 出井 豊二 野上 雅彦 商品開発におけるデサ・イン指導

合 計 32 5

講 習 会 名 称 実 施 日 内 容 参加者

放射妨害波測定技術 13.10.19 電子部品から放出される電磁波ノイズの規制と測定技
術

5

電子部品。材料のインピーダ
ンス評価技術

13.12, 7 インピーダンスアナライザおよびメータを用いた電子部
品。材料の電気的特性の評価技術

9

非接触二次元測定技術 13.10,23 CCDカメラによる画像およびレーザーを利用する機械
・電子部品などの非接触による寸法・形状測定技術

6

真円度。円筒形状測定技術 13.10.16 機械加工部品などの真円度や円筒形状の評価を行う
ための測定技術

4

フオトカウンティングカメラを
使つた超高感度画像撮影

13.12.12 ルミノール反応などの化学発光反応を超高感度のカメ
ラを使い迅速・定量評価する測定技術

6

エツプノメータによる薄膜の

光学特性評価技術

13,12. 6 エヅプツメータを使用し、薄膜等の屈折率、膜圧を測定
する実習

7

有機物の微少・薄膜分析技
術

13.12. 5 薄膜材料の表面分析と微少有機物質の定性分析の
実習および評価技術

3

ガスクロマトグラフ質量分析
装置による微量有機物の分
析技術

13.10.18 ヘッドスペース法を用いたガスクロマトグラフ質量分析
装置による微量有機物の定性分析

11

材料の元素分析技術 (定性・

定量)

13。 11.30 様々な材料の元素分析が可能な波長分散型およびエ
ネルギー分散型蛍光離 分析装置の原理と測定技術

6

栗

東

熱物性測定技術 13.11. 9 プラスチック等の材料の熱的物性 (融点、熱膨張率、
熟重量変化等)の測定技術

5

信

楽
気孔径分布測定技術 14. 1.15 水銀圧入式気孔径分布測定装置の説明と素材開発

におけるその役割
16
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(4)主な技術相談事例

◆課題 【透明導電膜の光学測定】

成膜温度が異なる透明導電膜の光学測定を行いたい。

対応  透明導電膜の光学測定では、一般的には可視光領域の透過率を測定 している。これ らの測定

は分光光度計で測定を行 うことが可能である。ただし用途によつては、赤外領域近くの反射な

どを測定する必要もあり、当センターでは、紫外光から近紫外光 (190nm～ 2500mmま で)の測

定が可能である。また、薄膜の届折率、吸収係数、膜厚などの光学定数を測定する場合もあり、

当センターではエ リプツメータによる測定が可能である。

◆課題 【フィルムヘの成膜について】

フィルム上へ酸化アルミニウム薄膜の成膜を行いたい。

対応  成膜方法 としては、大きく分けて気相法と湿式法がある。現在では、食品包装などでは、高

周波加熱やヒーターを用いた真空蒸着法やスパッタリング法が主に用いられている。当センタ

ーでは、スパ ッタリング法、真空蒸着法が可能である。また湿式法に関してもゾルグル法など

が当センターでは可能である。

◇課題 【フィルムのはつ水性について】

表面処理したフイルムのはつ水性を調べたい。

対応 はつ水性の測定としては、接触角の測定が考えられる。標準試料 と共に測定することにより、

フィルムのはつ水性に関係のある表面自由エネルギーを求めることもある。当センターでは接

触角を用いることにより水に対する接触角を測定し、はつ水性の比較を行 うことができる。

◆課題 【樹脂の割れの原因について】

樹脂製品にひび割れが起き、その原因を調べたい。

対 応 樹脂製品のひび割れの原因は、樹脂 自身の劣化、成形の際の内部残存応力、樹脂自身の耐薬

品性・耐熱衝撃性等が考えられる。製品の割れが生じた際の使用状況から、劣化または内部応

力によるものと推測 し、熱重量測定および示差走査熱量測定を行つたが正常部 との違いは見ら

れなかつた。その後、割れ部分を顕微鏡観察 し、予想 される原因について検討 した。

◆課題 【異物について】

医薬品錠剤上に繊維状の異物があつた。紙の繊維であると思われるが、その特定を行いたい。

異物混入の原因については、原材料 自身、生産ライン中に使用 している物質の付着、人体の

老廃物、衣服・紙などの繊維である場合が非常に多い。また異物を特定する際には、異物の成

分の定性が重要であるとともに、見落とされがちであるが、その異物の形状、色、発見された

対 応
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状態などが大きなヒントとなる。このケースでは異物の形状は日視観察からも紙等の繊維に比

べ太く、また実体顕微鏡観察により断面に角があることがわかり、紙等の繊維ではないと考え

られた。FT―IRで定性分析を行つた結果、タンパク質のスペクトルが得られたことから、原材

料に含まれるゼラチンが打錠成形の型に付着したのではないかと推定した。

◆課題 【ガラスのよごれについて】

自動車用ガラスとゴムの接する部分に白い跡が残る。原因を調べたい。

対応  ゴム製品には加硫剤、可塑剤、補強剤など多くの添加剤が含まれてお り、使用環境 。時間に

よリゴム表面に添加斉1の一部が侵出することがある。今回の原因としては劣化 したゴム自身も

しくは添加剤の付着によるものと予想 された。FT―IR分析により白色物質を測定 した結果、製

品中に含まれる可塑剤であることがわかつた。

◆課題 【可食性インクについて】

食品の付加価値を高めるために、表面に漫画等の絵を描きたいと考えている。食べることの

できるインクは、市販されているか。市販されていれば、それはどのようなものか。

対応  可食性のインクは、市販 されている。インターネットホームページに掲載 されている、T社

を紹介 した。着色料 としては、天然系 (合成系以外)では赤ビー ト、モナスカス、アン トシア

ニン、クチナシ、アナ トー、フラボノイ ド、 クチナシ青、メラニン等が用いられてお り、合

成系では食用赤色 2号、 3号、40号、緑色 3号、黄色 4号、 5号、青色 1号、 2号等が用い

られている。インクの担体 としては、食品用シュラック樹脂や多糖類、乳化剤等が用いられ、

溶媒 としては水やエチルアルコール、プロピレングリコール、食用油脂等が用いられている。

最近では、プルランやカラギーナン等の天然多糖類を原料 とした可食性フィルムが開発 されて

いるので、インクジェットプリンタに可食性インクを用いて可食性フィルムに印刷すれば、食

べられる写真も作成できる。

◆課題 【和菓子の常温保存方法について】

常温で長期間保存できるような和菓子を開発したいので、その手法を指導願いたい。

対応  食品が腐敗・変敗する主な原因は、食品中に存在 した り、保存中に食品に落下混入 した微生

物が増殖することに起因する。微生物はその死滅する温度までは、一般的に温度が高いほど速

く増殖するので、食品中に微生物が混入 している場合は、常温保存は冷蔵保存よりも難 しい。

しかし、微生物の増殖は、食品の水分活性を調整することにより制御することが可能であるの

で、糖濃度や塩濃度を上げることにより水分活性を低 くすれば、常温で保存可能な和菓子も開

発が可能である。また、最初から食品中に微生物が混入 していなければ、増殖による腐敗は起

こらないので、無菌的に製品を製造することでも対応できる。また(加熱が可能な商品であれ

ば、包装後 レトル ト処理をすれば、常温で保存が可能である。水分活性について詳しく説明す

るとともに無菌化包装食品の原理について説明した。また、実際の製品を真空包装後、オー ト

クレープにて加熱処理を施 し、経時変化を検討 した。
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◆課題 【食品に混入した植物様の異物について】

製品として販売している食品中に異物が混入していたとの苦情があつた。何であるかわかるか。

対応  混入 していた異物を実体顕微鏡を用いて観察 したところ、植物の一部 と推定された。そこで、

F大学の雑車学専門の教授を紹介 したところ、ある種の雑車の一部であることが判明した。

◆課題 【ナイロン成型物の異物について】

ナイロンの射出成形で電子部品を製造しているが成型品に茶色の異物が含まれておりその原

因について調査 したい。

対応  異物はFTIRの 分析結果、通常のナイロンの吸収ピーク以外にカルポキシル基のピークが

見られた。これは成形機内に長い間ナイロンが残留 し、熱などにより酸化 されたものがでてき

たのではないかと判断 し、成型器の清掃等を検討することとした。

◆課題 【電源接点の異物分析について】

電源スイッチ接点に存在する異物により接触異常を起こしたので、その異物について分析し

たい。

対応  FTIRで 分析 したところ、異物は酢酸セルロースもしくはポリアクリル酸エステル系の物

質であり、それ らを使用 しているものについて調査するようア ドバイスした。後 日接点の洗浄

用に使用 している有機溶剤の残留物からこの物質ができ、洗浄用有機溶媒に異物が混入し製品

の汚染が引き起こされたと考えられた。

◆課題 【テフロン製品の変色について】

テフロンを使用しメカニカルシールを製造しているが成型物に粒状の変色が見受けられるこ

の原因について

対応  FTIRに よる分析結果、変色部はテフロンの添加剤の酸化物であることがわかり、高温で

成形するテフロン製品における添加剤の耐熱性を検討することとした。

◆課題 【プラスチック製品のクラックの発生原因について】

電気スイッチの外装のABSケースに割れが生じた原因について

対応  破壊状況の観察等により、オイル等のス トレスクラッキングと想像 され、その原因になつた

物質の検証 として製品からの抽出方法等をア ドバイスした。抽出物のFTIR分 析の結果シリ

コン系オイルが確認できた

◆課題 【静電気放電試験対策について】

静電気放電試験によつてプリンタのモータが故障する。対策方法等教えて欲しい。なお、静

電気印加点は、FC(フ レームグラン ド)である。
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対応 FGと 同電位である筐体から基板や端子に放電 している可能性が考えられるので、筐体に一

番近い距離にある基板や端子を絶縁テープ等で覆つて静電気放電試験 し、放電箇所を特定する

ことが第一段階である。放電箇所が特定できれば、絶縁物で放電箇所を覆 うか、スペースがあ

れば放電 しないように距離を確保する。

◆課題 【電磁妨害波 (EMI)測定について】

電磁妨害波 (EMI)測 定における、尖頭値 (ピーク値)と 準尖頭値 (QP値 )の違いについ

て教えて欲しい。

対応  ピーク値は、発生するノイズの最大強度が二定であれば、そのノイズの発生頻度に関係なく

常に一定の値を取る。これに対 して QP値は、発生するノイズの最大強度が同じであつても、

そのノイズの発生する頻度が低ければ低いほど、観測 される QP値は小 さくなる。従つて、DC
モータのブラシから発生するノイズ等は、周波数的に見ればランダムに発生 しているので、固

定周波数で測定すれば、発生頻度は低い。一方、CPU等のクロックや発信回路の周波数成分

およびその高調波成分は、発生頻度が高い (常に発生 している)ため、QP値での検波 (測定)

をしてもピーク値 と値がほとんど変わらない。このような発生頻度の高い信号が伝送されるラ

インは、設計段階からノイズの放出が少なくなるように、特に考慮 しなければならない。

◆課題 【雷サージ試験について】

従来行われてきた JEC規格の雷サージ試験と、国際規格である EC規格の雷サージ試験の

違いについて教えてほしい。

対応  肥C規格の雷サージ試験 とEC規格の雷サージ試験の大きな違いは、サージ発生器に対する

要求事項が異なることである。EC規 格の試験機では、コンビネーション・モー ドとい う電圧

・電流発生器が求められている。発生器の能力として、出力端が開放時には 4kVの電圧サー

ジが発生する場合、その出力端を短絡させたときには、2kVの電流サージが発生できるような

ことが求められている。要するに、発生器の実効インピーダンスが 2Ω と定義 されている。そ

のため、短絡時には非常に大きな電流が流れることになる。一方、JEC規格の試験では、この

ようなことは求められていない。一般的に、EC規 格の試験機における電圧サージモー ド時の

短絡電流は、EC規格試験機のものより、桁違いに小さい。 したがつて、配C規格の試験法で

は、バ ジスタやアレスタ等のサージ保護素子が有効に作用していたとしても、EC試 験法で実

施 した際には、サージ保護素子が破損するケースも少なくないため、使用するサージ保護素子

を耐サージ容量の大きなものに変更 しなければならないこともあるので、注意が必要である。

◆課題 【スピーカ振動板の二次元形状測定】

直径約 5mmで薄板のスピィカ振動板の平面度を評価するため、二次元の測定を行いたい。

対応  小径で柔軟なため接触によつて計測することは困難である。また、二次元形状を測定するに

は微小なスポントでの二次元座標値を求める必要がある。これについて、当センターの非接触

二次元測定機のレーザープローブを用いる方法について説明した。
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◆課題 【プレス打抜金型の形状評価】

二次元測定機で測定した輪郭形状データを社内の CADに入力して設計図面との照合を行い

たい。      ‐

対応  相談者の使用 している CADは、標準的な形状フォーマットの一つである DXFデータによ

る入力が可能 とのことであつたので、測定データを DXFフ ォーマットに変換することとした。

二次元測定機から直接 DXFデータを出力することはできないので、テキス トデータとして出

力 した後整形 し、当センターの CADを用いてデータ変換を行つた。

◆課題 〔建物の壁材の材質】

建物の壁材であるが、アスベストでないか調べて欲しい。

対応  乳鉢で粉砕 した試料をX線回折で結晶構造の同定をした。また、 SEM― EDXで 元素分析

をした。 X線回折から炭酸カルシウムが主成分であり、僅かにクリツタイル (ア スベス トの一

種)が確認 された。また、SEM…EDX一 画像観察で、球状および針状結晶が確認 された。球状

結晶のみの元素分析をおこなつたところ、炭酸カルシウムの構成元素しか確認できなかつたの

に対 して、針状結晶にスポットをあてて行つた元素分析では、クリツタイルを構成するMgが

確認 された。以上の結果から、僅かではあるがアスベス トが含まれていると考えられる。

◆課題 【食品パッケージの異物】

食品のパッケージの中から、金属片が発見された。これは、何であるか。金属検出器を通し

たが、発見されなかつた。

対応  SEM―EPMAで構成元素を調べた。その結果 Cr、 cOと Niが主成分であつた。相談者の金属

検出器は、鉄とステンレスしか反応しないものであり、発見できなかつたことは当然である。

また、パッケージの工程ではこのような元素を使用した金属はないと言うことであるので、外

部から混入した可能性が高いと考えられる。

◆課題 【プラスチック膜の結品化度】

PE膜、PP膜および各々の配合比を変えて作製した膜の結品化度を測定したい。

対応  X線 回折装置での測定が考えられるが、結品化度の解析データを絶対値として扱うには、様

々な補正が必要になるため非常に困難である。今回は種々の試料を比較すればよいということ

であったので、X線回折装置を利用した。結品化度を解析する応用ソフトは、試料が膜である

ので、多重ピーク分離法で行った。この方法では、非干渉性散乱や格子の乱れ等の補正ができ

ないので種々の試料に対してどの様な影響があるかは定かでないが、解析結果には大きな差が

みられなかつた。
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◆課題 【製造清酒のアミノ酸について】

自社の清酒は、雑味が多い時があり、アミノ酸が多いと考えられる。アミノ酸を抑制する条
件や対策を知りたい。

対応  味を決める一つにアミノ酸の要因も大きい。問い合わせでは、アミノ酸を押さえる条件なの

で、考えられる一般的な生成要因と抑制条件等を伝えた。清酒でのアミノ酸の生成要因は、原

料米、その精米歩合、麹菌の種類、製麹品温経過、麹歩合、麹の酵素力価、酵母の種類、惨の

品温経過、アル添と上槽時期などが考えられる。アミノ酸を低 くするには、使用する原料米の

蛋白質含量の低い品種 (産地)を用い精米歩合を低 く (高度精白)する。また、製麹では、仲

仕事以降の品温経過で 40℃までなるべく速 くすすめ ACP活性を抑えた品温経過 (文献等より)

をとる。酵母では、アルコール耐性が弱く、膠末期で弱 りあるいは死滅 してアミノ酸が増える

ものもあり、また、膠での品温経過が高温で長期発酵のものでは高くなる。 さらに、アルコー

ル添加後、上槽までの時間が長いと酵母の死滅によリアミノ酸が増加する。また、上槽のタイ

ミングが遅れるとアミノ酸が増えるので、アミノ酸の経過分析値に気を配る。

◆課題 【食品での微生物の抑制方法について】

自社では、農水産物を原料に加工して水煮や総菜等の製品を製造販売している。しかし、と

きおり時間経過とともに注入液の濁りが発生する場合があるがどうしてか。

対応  時間経過 とともに濁 りが生 じてくることから、保存条件の変動により製造品からの何 らかの

成分の析出や結品化、あるいは加工現場での衛生状況や加工条件のむ らによる微生物汚染が考

えられる。今後の対策 として、製造過程中の管理 としての分析項 目や加熱殺菌の条件 とその履

歴、完成品の微生物検査や成分分析等の品質管理項 目等について説朔 した。

◆課題 【陶器製品の 3DCADに よる試作品】

陶器製のお重を作るのに 3DCADを使って試作品をつくり、それをもとに製品型の作製まで

行いたい。

対応  3DCADの 修得もかねてモデ リングをしてもらうことにした。試作品や型の製造は、加エメ

ーカーに依頼する方法が一般的であるが、今回はラピッドプロ トタイプ装置でプレゼンテーシ

ョン用の試作品を作製することを勧め、京都市工業試験場を紹介 した。

◆課題 【部品の強度解析について】

メカニカルシールの部品ベローズ (蛇腹)が運転中にどの程度変形するかを調べたい。実験
でもできるが、解析で検討できないか。

対応  ベローズには、回転摩擦による温度上昇、および内部流体の内圧がかかる。解析を簡素化す

るために、解析モデルは 2次元断面形状とした。解析モデル、温度上昇 と内圧を境界条件 とし

て定義 し、解析を行つた結果、ベロースの変形は許容範囲内であることが確認できた。
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◆課題 【溶接部分の破損原因】

破砕機械において、溶接部分で部品が破損した。その原因は何か。

対応  部品を見たところ、溶接部分に未溶接部 らしきものがあつたので、溶接欠陥が原因で応力集

中が起こつたのではないかとい うことを説明した。溶接部分の鋳込み深 さを検査するために、

切断 して観察することを勧めた。

◆課題 【素地の呈色異常について】

とっくり型ロクロ成型品 焼成後の呈色が不安定である。対策を教えてほしい。

対応  製品の厚みが均―でなく、肉厚な所ほど変色 している。製品をカッターで切断し観察したと

ころ、肉厚部の内部に残留炭素の存在がみられた。焼成時素地中の炭素分が酸化 されないまま

残 りこれが素地表面の呈色に変化を与えているのが判る。

肉厚部分を薄 くするか、焼成過程で素地中の炭素分が酸化 される温度帯 (600℃～ 800

℃)に時間をかける様ア ドバイスし解決 された。

◆課題 【冷却還元の焼成方法について】

陶器の窯変生成法の一種、冷却還元焼成法について相談があつた。

対 応 冷却還元焼成方法は最高温度到達後、冷却中の炉内雰囲気を還元状態に保ち炉内温度 900

℃で還元を終了する。このことにより素地や釉薬に含まれる鉄等金属分の発色に変化がおこる。

◆課題 【タイル断熱性の評価について】

中空状に押出し成形したタイルの断熱性能について従来品と比較したい。

対応 ホットプレー ト上に砂を敷き詰めたサンドバスに比較タイルを置き、赤外線温度分布測定装

置によつて、表面温度の経時変化を観察測定するよう指導した。

◆課題 【花瓶の水漏れ防止について】

花瓶の製造業者より、現在荒い素地肌を特徴とした花瓶がよく売れているが水漏れがあり、

問屋からのクレームが多く困つている。信楽焼の持ち味である荒い素地を残しながらも、水漏

れを防ぐ方法について相談があつた。

対応  荒い素地を使用 した場合多孔質となりやす く水漏れが発生することが多い。これまでの対応

策 としては、米のとぎ汁やシリコンを入れて日止めしているが、完全に水漏れを止めることは

難 しい状況にある。そこで今回は、鋳込成形における二層鋳込み方法によつて、水漏れを止め

る指導をおこなつた。内容は次のとお りです。まず一層 目 (表面になる)に荒い石の入つた素

地を鋳込み、二層 目 (内壁になる)に吸水性のない細かな素地を鋳込む、この二層構造により、

信楽焼の持ち味である荒い素地の感 じを残 しながら、水漏れを防ぐとい う課題に対し問題解決

をおこなつた。
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2.試験・分析

(1)開放試験機器の提供

企業が新製品の開発、品質の向上、生産技術の改善等を目的として、試験機器を利用 して試験 。研究
を実施 しようとするときは、可能な限 リセンターの設備機器を開放 しています。平成 14年 4月 1日 現
在で、 500点余 りの設備機器を開放 しています。

<平成13年度設備機器利用状況 >

使用機器件数 5,324 件

延使用時間数 28,025 時間

実 企 業 数 394  4t

使用目的別件数

主な利用機器

用

的

使

目
礎
究

基

研
口ｍ
歳死

製新
開

生産技術
開  発

製品改良 品質管理 品質証明 苦情処理 その他 合 計

件 数
1,155
(21.7%)

1,062
(19.9%)

156
(2.9%)

499
(9.49h)

688

(12.9%)

1,214
(22.8%)

481

(9.0%)

69
(1.3%)

5,324

平 成 13年 度 昭和60年度度～平成13年度

胤 機  器  名 件数 機  器  名 件数

走査型電子顕微鏡 609 走査型電子顕微鏡 4,466

2 顕微赤外ATR測定装置 323 イオンコーティング装置 2,632

イオンコーティング装置 298 小型万能材料試験機 2,232

4 X線テレビ検査システム 228 振動試験機 2,018

5 小型万能試験機 161 二次元測定機 1,916

6 IC P発光分析装置 149 顕微フージエ変換赤外分光光度計 1,561

7 画像解析装置 147 IC P発光分析装置 1,467

8 エネルギー分散型X線分析システム 141 万能材料試験機 1,091

9 振動試験機 139 熱分析装置 1,003

10 二次元測定機 126 表面粗さ測定機 879

11 熱分析装置 123 金属顕微鏡 830

12 蛍光X線分析装置 122 試料研磨機 825

13 微フー ジエ変換赤外分光光度計 93 蛍光X線分析装置 821

14 耐ノイズ性総合評価システム 91 恒温恒湿槽 774

15 万能材料試験機 86 疲労試験機 (油圧式) 767

16 試料研磨機 85 顕微赤外ATR測 定装置 714

16 上皿電子天秤 85 ビデオマイクロスコープ 704

18 大型マクロ写真装置 83 X線回折装置 669

19 ビデオマイクロスコープ 80 X線光電子分光分析装置 633

20 X線光電子分光分析装置 76 自記分光光度計 615
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*信 楽窯業技術試験場

平成 13年度設備機器利用状況

企業等の設備利用

研修生の設備利用

企業等の設備利用内訳

総数 2 44 件

02 件

42 件

４

４

０2

機  器  名 件数 単位 機  器  名 件数 単位
クラッシャー 7 7 粒度分析装置 25 39

デシンター 2 ９
申 画像処理装置 6 15

スタンプ ミル スクリーン印刷装置 3 17

ア トライター 熱風定温乾燥機 4

トロンミル (300キ ログラム) 蛍光X線分析装置 19 47

トロンミル ( 50キ ログラム) 4 11 自動高出力X線回折装置 19 37

振動 ミル 2 4 小型環境試験器 3 28
二段ポットミル 13 23 赤外線温度分布測定装置) 2 3

振動フルイ 2 2 万能試験機 (5KN) 13 29
ハイスピー ドミキサー SEMマイクロアナライサ

さ― 11 25
フィルタープレス 3 7 平面研削機 7 15

真空土練機 8 13 精密切断機

攪拌播潰機 2 8 カンテイングプロッター 5 12

ラクネール 2 3 電気炉 9kw素 焼 29 30

混練機 16 17 電気炉  9kw本 焼 41 41
セ ラロー ラ 18 19 電気炉 20kw素 焼 5 5

石膏真空攪拌機 5 5 電気炉 20kw本 焼

サン ドブラスター 2 ９
留 電気炉 45kw素 焼

硬質物切断機 電気炉 45kw本 焼 5 5
プレー トコンパクター 2 2 シ リコニ ッ ト電気炉 5 5

造粒機 8 3 脱脂付電気炉

電子天秤 4 8 ガス窯 0,4立方メートル素焼 5 5

塩分計 5 10 ガス窯 0.4立方メートル本焼 12 13

非接触温度計 8 ガス窯 2立方メートル素焼

万能試験機 (1000kn/1oOkn) 3 6 ガス窯 2立方メートル本焼 5 5

摩耗試験機 2 5 ガス窯0.02立方メートル素焼 3 3

デジタル粘度計 5 5 ガス窯0.02立方メートル本焼 11 12

熱伝導率計 高温用電気炉 18 16

熱分析装置 3 32 雰囲気式高速昇温電気炉 3 14

走査型電子顕微鏡 23 41 合   計 402 679
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(2)依頼試験分析

材料や製品などの成分分析や各種試験について、特に公的機関の証明が必要な場合等に対応するため、企

業や団体から依頼を受け分析や測定を行っています。これらの業務に迅速的確に対応できるよう試験機器の

整備を図るとともに、試験方法について新 しい技術の習得に努めています。

<平成 13年度依頼試験分析実施状況 >

参考 年度別依頼試験分析実施件数・単位

件数 (単位数)

件 数 単位数 単位名区  分 項   目

試 料強度試験 32 197材料試験

2 時 間環境試験 振動試験

成 分定量分析 15 82化学分析

時 間デザイン指導 デザイン指導

282合  計 49

テ
゛
サ
゛
イン

指 導
その他 合 計

環 境

試 験

性

験

物

試
化学分析 普坊

験

食
微
試

年

度

電  気

電子試験

料

験

材
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*信楽窯業技術試験場

平成 13年度依頼試験分析実施状況 総数 259 単位

件数 単位数 単位名 試験名 件数 単位数 単位名試験名

7 17 全成分 オー トクレーブ試験 4 9 件定性分析

定量分析 7 46 成分 凍害試験 14 40 試料

耐火度試験 2 2 試料 熱衝撃試験 試料

摩耗試験 6 12 試料 pH測定 試料

件 比重測定 試 料呈色試験

焼成収縮試験 試料 か さ比重測定 6 15 試料

試料全収縮試験 件 真比重測定

試 料耐薬品試験 6 31 件 粒度分析 4 4

耐圧試験 6 11 件 曲げ強度試験 13 23 試料

5 通吸水率試験 11 41 件 成績書複本 (和文 )

1 件 成績書の複本 (英文 ) 通熱膨張測定

合   計 90 259
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3.研究開発日産学官連携

(1)研究概要

当センターでは、県施策の基本方針である「活力に満ちた新 しい産業の振興を図る」ことを目的に各

種の研究開発を実施 してお り、特に産学官の連携に基づく新事業創出を主眼とする共同研究をすすめて

います。これまでも環境分野における部局重点事業や、技術開発室 (レ ンタルラボ)入居企業との共同

研究、地域コンツーシアム研究事業等にも積極的に取 り組んできました。

平成 13年度は新たにバイオ産業の創出を目指 した共同研究事業 (国庫補助事業)を実施 しました。

① 研究テーマ

13年度は、次の20テーマについてジサーチカウンセラーの指導を得ながら研究を実施しました。

研  究  者研    究   テ マ

酒井一昭 他非円形歯車を用いた機械装置への応用技術の開発

小川栄司 川崎雅生画像処理検査装置開発支援システムの開発 (第 1報 )

深尾典久産業用ロボットの標準化の現状と動向に関する調査研究

今道高志薄膜による新素材開発に関する研究

藤井利徳ダイヤモンド研磨用砥石の開発

山本典央マイクロ波技術の高度利用に関する研究

前サII 昭 岡田俊樹

坂 山邦彦

多孔質セラミックスの環境浄化利用への実証化研究 (第 2報 )

松本 正 白井伸明

岡田俊樹

地域バイオマスの資源の有効利用による地域エネルギーおよび工業

原材料の開発に関する研究 (第 1報 )

山中仁敏非対称ダイマー液晶物質の開発とその応用利用に関する研究

野上雅彦 大谷哲也信楽陶器CGシミュレーションシステムのラピットプロトタイピングヘの応

用 (第2報 )

山下誠児 他シャワーキャリーの開発研究

白井仲明 岡田俊樹

松本 正

微生物酵素の高性能化および未利用タンパク質の高度利用化に関

する研究(第 3報 )

坂山邦彦 佐々木宗生 他薄膜による新素材開発に関する研究

岡田俊樹 白井仲明

松本 正

清酒醸造用酵母の開発 (第 1報 )

中島啓嗣可逆的プルーグル転移のコントロールに関する研究

宮代雅夫他環境調和セラミックスの開発研究

横井川正美セラミック系複合材料の研究

黄瀬栄蔵 大谷哲也窯業系廃棄物の再利用に関する研究

高井隆三 中島 孝セラミックスによる水質浄化実証化研究

高井隆三他デサ'イ ン担当G新分野創造陶製品の開発研究 (第 1報 )
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② 研究要旨

非 円形歯車 を用 いた機械装置へ の応用技 術の開発

試 作 歯 車 の コ ン プ レッサ に お け る適 用 効 果 の実 証 に つ い て

機 械 電 子 担 当  酒 井

(有 )ア ル カム  柳 本

熊 本 県立 技 術 短 期 大 学 校  大 坪

一 昭

和 司

武 廣

1.目 的

コ ンプ レ ッサ (空 気圧 縮 機 )の ピス トン・ ク ラ ン ク機 構 部 は 、 モ ー タ側 駆 動軸

の 回転 が ピス トンの 直線 往 復 運 動 に変 換 され て い るが 、 そ の伝 達 機 構 が圧 縮 機 の

必 要 な行 程 に合 致 し、効 果 的 に連 動 して い るか ど うか は 明 らか で な い。 本 研 究 で

は、空 気 の圧 縮 特 性 等 が考 慮 され た損 失 の少 な い駆 動 伝 達機 構 を想 定 した非 円形

歯 車 を提 案 した。 本 実 験 で は 、試 作 した歯 車 対 のユ ニ ッ トを圧 縮 機 に搭 載 して非

円形 歯 車 対 の適 用 効 果 を調 べ た。

2.内 容

図 1に 試 作 した歯 車 対 を示 した。 このユ ニ ッ トを、

既 存 の圧 縮 機 に搭 載 した場 合 とそ うで な い場 合 との

運転時 の省 エネ効果 を調べ る実験 を行 った。       図 1 試 作歯 車対

先ず 、 タンクの圧力 を設 定 し、設 定圧 力 に達 した

後 l min.間 の消 費 電 力 を測 定 した。

なお 、圧 力 は無負 荷 時 お よび 0.05MPa

毎 に 4段 階 設 定 した 。 ま た 、 効 果 度

は図 2に 示 した。

3.結 果

試 作 した 歯 車 ユ ニ ッ トを圧 縮 機 に

附 属 させ 、 附 属 後 の 効 果 を確 認 す る

た め圧 縮 機 の駆 動 実 験 を行 つ た と こ

ろ、以 下 の よ うな 良好 な結 果 を得 た。

図 2試 作 歯 車 の圧 縮 機 へ の適 用 効 果

(1)試 作 歯 車 を附 属 した圧 縮 機 で は 、

設 定圧 力 が大 き くな る に従 い 、 歯 車 適 用 の効 果 が よ り顕 著 に大 き くな る こ とが

分 か つた。

(2)歯 車 を搭 載 しな い 場 合 に比 べ て 消 費 電 力 が約 2割 低 減 で き る こ とが 明 らか

に な っ た。 但 し、低 圧 力 状 態 の 時 は 、歯 車 附属 の初 期 負 荷 の 関係 か ら、幾 分 、

消 費 電 力 値 が 高 めで あ っ た。

4.今 後 の課 題

今 回 の試 作 歯 車 を、連 続 運 転 す る低 真 空 ポ ンプ に応 用 で きれ ば 、 よ り大 きな効

果 が期 待 され るで あ ろ うが 、 この方 面へ の実 用 化 研 究 は今 後 の課 題 で あ る。

2

175

R
碑
燃
饗
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125

005        01        o15
タンクの設定圧力 MPa

02

▲ 圧縮機 (試作歯車附属 )
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画像処理検査装置開発支援システムの開発 (第 1報 )

機械電子担当  小川 栄司

新産業振興課  サ|1崎 雅生

1.目 的

多種多様な検査ニーズヘの対応が求められ る画像処理検査装置の開発に対 し、開発資産

の再利用を進めるための 「汎用化」 と他社製品 との差別化を図るための 「専用化」 とい う

相矛盾す る課題 を同時に克服す るための新 しいシステム技術による 「画像処理検査装置開

発支援システム」を開発・提供することによつて、県内中小企業における画像処理検査装

置の開発効率の向上 と製品の高付加価値化 を支援することを目的 とする。

2.内容

今年度は、「画像処理検査装置開発支援システム」の開発に向けた第一段階 として、(株 )

日立製作所製の RISCマ イクロプロセ ッサである SH3-DSP(SH7727)の 搭載 された評価ボ

ー ドヘの NTSCビデオ入出力回路や ビデオメモ リ回路の拡張、gcCを 中心 としたクロスノ

フ トウェア開発環境の構築、お よび TOPPERSプ ロジェク トの開発するμ TRON4.0準拠の

カーネルである JSPの 同評価ボー ドヘの移植 を行つた。

3。 結果

開発 を行つた試作評価用シるテムに対 し、JSPに 付属のサンプルプログラムをベースに、

評価ボー ド上の 7セ グメン ト LEDお よび ビデオメモ ジ内の全画素データを周期的に操作

するテス トプログラムを開発 し、ハー ドウェアおよび ソフ トウェアが 目的通 りに動作する

ことを確認 した。

4。 今後の課題

今後、各種 ミドル ウェアの開発 とともに、対話型画像処理検査装置開発支援プログラム

と本プログラマプル画像処理検査装置プラッ トフォームを有機的に結びつけるためのハー

ドウェアおよび ノフ トクェアの実装を進め

てい く予定である。

機 磨儘テータ

ゝ

k鍮Ⅷ
蝉一

中期” ”嚇”

I碑牌比 剛

甥 :|― ;

図 1 システム開発風景
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産業用ロボットの標準化の現状と動向に関する調査研究

機械電子担当 深尾 典久

1.目 的

従来産業用ロボットは、基本設計から個別アプリケーション対応に至るまで、ロボットベン

グが独自の仕様に従い開発することが多かった。しかし、運用、保守、資産活用などの観点か

ら標準化は重要である。また、標準化によリユーザがシステムの各階層に関わることが可能と

なり、さらにはユーザ/ベンダとは異なるサー ドパーティによるより柔軟なアプリケーションの

開発も期待できる。こうした観点に立ち、本報告では産業用ロボットの標準化の現状と動向に

ついての調査研究を行つた。

2.内容

産業用ロボットは工作機械と同様、メカニズム、センサ、コン トローラなどからなるFAシ
ステムであるが、利用分野が多様であり工作機械とは異なつた標準化のアプローチが必要とな

る。そこで本報告においては、ロボットの標準化についての調査をおこなうため、まずロボッ

トの構成について考察するとともに、ЛS/1SOな ど工業規格について整理し、その後、オープ

ンシステムを目指すプロジェクトについての調査を行つた。

ここで取り扱ったのは標準規格として、」IS/1SOにおける規格化の現状、JISで規定された

ロボット言語 SLIM/STROLIC、 日本ロボットエ業会において標準化活動が行われている標準

インターフェース ORiNな どを取 り扱った。また、ロボットメーカによるオープンシステム化

の取り組みとして 2社の例を取り上げた。

3.結果

本研究では、中立機関による規格制定作業の他、メーカにおける仕様公開という形でのロボ

ットのオープン化の動向についてみてきた。その結果、標準化の重点が置かれているのは、通

信、動作・運動制御などのコントローラ指令階層であり、逆にメカニズムとコン トローラの間

のインターフェースについては関心が薄いように感 じられた。例えば、NC工作機械において

はコントローラメーカと工作機メーカに別れているが、ロボットはそうはなつていないことか

らも、ロボットにおいてメカニズムとコントローラを分離するニーズはそれほど多くないよう

に思われる。

また、産業用ロボットのみを対象としたが、ロボットの応用分野は、今後娯楽や福祉介護な

どより人間と接近した分野に広がると考えられる。そのような分野においては、これまで以上

にきめ細かなアプリケーション開発が必要であり、それをロボットメーカが一手に行 うことは

困難であろう。́そうした観点から、ロボットのインターフェースが標準化し様々なレベルでの

アプリケーション開発が可能となる環境の整備が今後ますます求められるものと思われる。

-34-



薄膜 による新素材 開発に関する研究

一LIGAプ ロセスを利用した超微細加工技術の開発―

機械電子担当  今道 高志

1.目 的

放射光 (SR)の利用技術はマイクロ加工・分析 。新素材の開発など多 くの分野で注 目さ

れ る有望な新技術で、利用技術の一つ として期待 されている超微細加工技術のLIGAプ ロセ

ス (リ ツグラフィ、電鋳および成形技術)について研究を進めている。本年度は応用化 と

して微細な歯車形状の構造物などを作製 し、LIGAプ ロセスの確立を目指す。

2.内容

直進性・解像度・透過性などに優れ る SR光 を利用 した LICAプ ロセスは、図 1に示す

よう1こ SR光で得 られ るX線 を使 つた リツグラフイと電鋳で微細なパ ターンを有す る金型

を製作 し、成形によつて各種材料の微細部品等が製作する技術である。SR光 で、微細な

パターンを厚 さ数百 μmの感光性樹脂 (PLIMAな ど)の レジス トに転写 し、現像す るこ

とによリアスペク ト比の大きい構造体を作製する。 これに金属メッキを行い精密金属部品

を作る。 さらに、この金属メッキ層 を型 とし、セラミックス、プラスチ ック等を成形 して

超小型部品 (歯 車、コネクター等)の作製を行 う。

3。 結果

LIGAプ ロセスのX線 を使った ジツグラフィおよび電鋳で微細なパターンを有する金型

が製作可能であることが確かめ、最終工程である成形技術について実験を実施 し、数十μm

のセラミックスの微細な構造物の作製を行つた (図 2)。 しかし、構造物表面には焼成時

に付着 したと思われる異物が確認でき、さらに凹凸が認められた。

4。 今後の課題

セ ラミックスの構造物 を作製 したが実験結果に示 したように、成形 。焼成時の課題を解

決す る必要がある。今後 さらに実験を行い、これ ら課題 を解決す るとともに、応用化物 (微

細部品)の製作を行 う。
X燎 (SR光 )

,ェ駐.…紀 |‥虫1守協″Xはマスク

犀 爾 爾 rT《＼翻

徴小部品____導
麗 懸 甕

H鶴金属

セラミックス、プラス
'1ン

ク零

金型

(a)十字型          (b)歯 車型

図2成 形・焼成したA1203成形品
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ダイヤモンド研磨用砥石の開発

機械電子担当  藤井 利徳

1.目 的

ダイヤモン ドは高硬度であることか ら、切削工具や耐磨部材 に利用 されている。 さらに

最近では、ダイヤモン ドを半導体 などの電子材料 に応用するための研究が行われている。

しか しなが ら、ダイヤモ ンドを加工する場合、その硬 さのために加工が非常 に難 しい。

そこで本研究では、ダイヤモ ン ドを効率 よく加工で きる砥石の開発 を行 っている。

2。 内容

SUS304を 母材 としてセラミック粒子 を分散 させた金属製砥石 を作製 し、単結晶ダイヤ

モ ン ドの研磨特性 を検討 した。 まず、SUS304溶 製材 を用いて、種々の周速度 (砥石回転

数)お よび押 しつけ荷重で研磨実験 を行い (図 1)、 試験条件 を砥石回転数 4000rpm、 押

しつけ荷重 5K8、 研磨時間 10分 に決定 した。砥石は、原料粉末をメカニカルアロイング

処理 したあと、放電プラズマ焼結装置を用いて作製 した。

3.結果

作製 した砥石は、ステンレス母相 にセラミック粒子が分散 した組織であった。研磨実験

の結果、本実験で作製 した砥石で、ダイヤモ ン ドが研磨で きた (図 2)。 これまでに、SUS304

を砥石 として用いることでダイヤモ ンドが研磨で きることが報告 されているが、それより

も効率 よく研磨可能であることを確認 した。

4.今後の課題

本実験で作製 した砥石でダイヤモン ドを研磨 した場合、効率 よく研磨可能であるが、研

磨後の表面が粗 くなる。 したがって、表面粗 さを改善する必要があるが、現時点では、本

砥石を用いた粗研磨 と、最終仕上げ研磨にダイヤモ ン ド粒子 を用いる従来の方法 とを組み

合わせることが有効であると考えられる。

人工単結 晶ダイヤモンド (100)面

輯
ステージ

砥 石

※砥石取 り付 けの際

切肖1(芯 だし)

研磨 (4320)

砥石回転数 4000
押しつけ荷重 5kg

研磨時間  600s

rpm

O SUS304 20vol%TiC
fro m Fc、 Cr,Ni

② SUS304‐ 20vol%TiC
from Fc,Cr,Ni

900℃ 15h

③ SUS304 20vol%TiC
from SUS

④ SUS304■ Ovol%TiC
Ffom Fe,CT,Ni

950° C-3h

⑤ SUS304溶 製材

Ⅷ

阿

翻

100 150

%

図 2 各砥石の研磨実験結果

(SUS304の 研磨量 を 100と して )

図 1 研磨実験方法
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マイクロ波技術の高度利用に関する研究
―マイクロ波の能動的制御について一

機械電子担当  山本典央

1.目 的

防犯対策や高齢者の安全対策、より安全で快適な秦境 を求める消費者ニーズの高ま りか

ら、高性能で簡便に利用できる電波セ ンサーが求められている。本研究では、電波センサ

ーの高機能化への有効な手段 として注 目されているフェイズ ド・ ア レイアンテナシステム

のキーデバイスのひ とつである移相器 を安価に実現することを目的に、移相器の試作 と評

価 を行った。

2.内 容

まず、電波方式以外の各種センサに対する電波方式センサの特長を記 した。次に、電波

センサーの高機能化への有効な手段 となるフェイズ ド・ ア レイ・ アンテナシステムについ

て、概要を説明 した。そ して、このシステムのキーデバイスのひ とつである移相器の試作

と評価を行つた。

3.結果

試作 した移相器は、マイクロス トリップライン (MSL)お よびコプ レナー ウェーブガイ

ド (CPW)の 伝送ライン上に配置 した別の誘電体基板を上下 させ ることで、伝送ラインの

実効誘電率 g。″を変化 させて位相 を変化 させ る仕組みである。伝送信号の電気力線が、空

気中に多 く存在する CPW型移相器の方が、MSL型移相器に比べて大きな移相量が得 られ

た。

4.今後の課題

本研究で試作および評価を行つた移相器は、圧電アクチュエータで誘電体基板を駆動す

る準機械的な構造であるために、振動が強 く加わるよ うな場所の設置には、現状の構造で

は向かない。そのため、ダイオー ド等の電子デバイスを用いたあらたな電子的移相器の検

討 もすすめていく。
マイクロストリップ機路
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多孔質セラミックスの環境浄化利用への実証化研究 (第 2報 )

機能材料担当 前川 昭、坂山 邦彦、岡田 俊樹

1.目 的

琵琶湖の水質保全のためには、濁水発生時に多量に流入する汚濁物質の除去能力が大きい除去材

料が必要になってきている。

一方、大量に発生する石材カロエ屑 (天然ゼオライ ト)と 琵琶湖浚渫汚泥はほとんど産業廃棄物と
して処理されているが、当所の研究からこれ らの原料から接触酸化用のゼオライ ト多孔質セラミッ
クスが製造できることが分かつてきた。また、有機性廃棄物から作成 した活性炭から水質浄化に有

効な炭素系水質浄化材料も製造できることが分かってきた。このため、これらの材料が実際の琵琶

湖への汚濁物質を除去できるかについて検討 した。

2.内容

今回は、ゼオライ ト多孔質セラミックス 。フローティングプランターと炭素系水質浄化材料を琵

琶湖・淀サ|1水質浄化共同実験センターの河サ|1水路 (0,7m*lm*24m)に おいて、水質の浮遊物質 (SS)、

有機物質 (COD)、 リンなどについて、その浄化能力の評価を行った。

3.結果

SS、 COD、 リンなどの除去効果があると認められた。さらに、汚濁物質のうち粒子状物質の除去

効果が高く、ゼオライ ト多孔質セラミックスや炭素系水質浄化材料 (担体)での浮遊物質の除去が

大きいと考えられる。また CODの減少などから接触酸化作用が機能していると考えられる。このた
め、ゼオライ ト多孔質セラミックスや炭素系水質浄化材料を使った施設は琵琶湖に流入する汚濁物

質を浄化する効果が大きいと考えられる。
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図1 多孔資セラミックス等によるT― Pの推移

4.今後の課題・展望

現在、本研究で得られた無機多孔質セラミックスや炭素系材料の製造技術を県内企業に移転 し、

種々の用途への展開を図つている。

有機性廃棄物を利用 した活性炭は、椰子殻活性炭などに比較 して、溶存性の有機物の吸着力など

の機能性が低く、機能性の向上が今後の課題である。

また、今後の課題は製造コス トに見合 うだけの付加価値のある製品分野を開拓することである。

図2炭素系水質浄化材料によるT― Pの推移
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地域バイオマス資源の有効利用による地域エネルギー

および工業原材料の開発に関する研究 (第 1報 )

一酵素法による植物油のバイオディーゼル燃料への変換技術に関する実用化研究―

機能材料担当  松本 正、 白井伸明、 同国俊樹

1.目 的

環境問題や石油資源の枯渇に対応するため、軽油の代替燃料 として植物油 (廃食油)を

原料 としたバイオディーゼル燃料 (BDF)が 注 目されている。本研究では、BDFの 環境に

優 しい新規製造方法 として、酵素を触媒 とする手法の実用化を図ることを目的 とする。

2.内 容

過年度、 10mL規 模の実験 において、 リパーゼを触媒 とした酵素反応により、植物油

を BDFへ と変換できることが判明 した。そこで、図 1に示す 10L規 模 の ミニプラン ト

の設計・製作を行い、実用化に向けた製造試験 と問題点の抽出等の検討 を実施 した。

3.結果

触媒 として Candi」a anttrcttca起 源の固定化 ジパーゼを用いた場合、 ミニプラン トを用い

た 10L規 模の実験においても、図 2に示す ように植物油を 9079以 上の効率で BDFに 変

換できることがわかった。 しか し、酵素の繰 り返 し利用やグ リセ リンと酵素の分離に手間

と時間を要す ること、酵素が装置や器具の壁面に付着 してロスが発生すること等、さらに

大きなプラン トによる実用化に踏み切るには克服すべき問題点 も多いことが判明した。

4.今後の課題

本研究により明 らかになつた問題点を克服 し、実用化プラン トとしての完成度を高めて

い くためには、酵素を取 り出さずに BDFのみを取 り出す方法の考案、酵素に絡まつたグ

リセ リンの分離手法の考案、脂肪酸の不飽和化技術の開発等を実施す ることが必要である。

また、BDFの製造 コス トの低減のためには、より安価な リパーゼを見出す必要がある。
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非対称ダイマー液晶物質の開発とその応用利用に関する研究
―非対称メソゲン基を有する液晶物質の開発―

機能材料担当  山中 仁敏
1, 目的

液晶物質は液品ディスプレーなどその機能的特質を

利用 し幅広い分野で使用 されているが、液品形成温度

の広範囲化・応答速度の高速化などに問題を残 してい    1置 換液畠駐来の鵜 )

る。そこで新規の構造を有する非対称ダイマー液品を

合成 し、より高機能・高性能の液品開発を行 う。 非対称ダイマー液品

非対称ダイマーは、一般の液晶ように剛直な棒状の

分子 (メ ノゲン)に柔軟なメチレン鎖がついた構造と   O  tメ ッケン選
| |

違い、メチレン鎖の両端に違ったメングンを 2種類持    ム
～
子 :メテレ理

つている新 しい構造の液品です。、

2.内容 図 1 液品の形態

昨年度までの研究結果から非射称ダイマー液品は同じメツグン基を有 している 1置換液
晶および対称ダイマー液品よりも広い温度範囲で液晶を有 していることを確認 してお り、

今年度は非対称ダイマー液晶の特性評価のため、メチレン鎖を数を変化させたコルステロ

ール基とベンゾオキノビフェニル基を持つ非対称液晶ダイマーを合成 し、液晶形成能力の

違いを比較検討 しました。

3.結果

メチレン鎖数が偶数系列のほうが奇数系列の液晶より広い範囲温度で液品形成能力を有
し、透明点は炭素数が多くなるほど低 くした。 しかし奇数系列の液晶でも炭素数が多いも
の (9以上)は偶数系列のものと同じように広い温度範囲で液品を形成 した。これは、分

子の形状やメチレン鎖が長いによる分子の柔軟性により起こったと考えられる。
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表 1 液品の相転移挙動

4。 今後の課題

図 2 液晶形成のメチレン鎖数依存性

他のメノグン基を有する非対称ダイマー液品の液晶形成能力および非対称ダイマー液晶
の応答速度について、今後研究を推進 していく。
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信楽陶器CGシミュレーションシステムの
ラピッドプロトタイピングヘの応用(第2報)

機能材料担当 野上 雅彦

信楽窯業技術試験場/陶磁器デザイン担当 大谷 哲也

1.目 的

平成9年度から11年度にかけて、信楽陶器産業の商品開発支援を目的に、簡単な操作性とリアルな表現力を持っ

た「信楽陶器CGシ ミュレーションシステム(信楽CGシステム)」 の開発を行なった。このシステムは、CGシ ミュ

レーションや図面出力により陶磁器製品のデザイン開発プロセスを支援するシステムであった。

今回の研究では、このシステムをラピッドプロトタイピング装置(RP装置)と 組み合わせることで、陶磁器の

生産用の石膏型の作成を容易に行えるように機能を拡張し、開発プロセスだけにとどまらず生産プロセスも含

めた支援を行うことを目的にしている。

2.内容

今年度は、ケース型をRP装置で直接出力するための機能設計および、信楽CGシステムヘの組込み仕様検討を

行うとともに、RP装置によリケース型を試作し、その評価を行った。

3.結果

これまでは、図面を元に石膏型の作成を行ってきた。そのプロセスをRP装置によって自動化することによっ

て、2日 から1週間程度の開発期間短縮が可能になる。

石膏でケース型を作る場合、強度を得るために20～40mm程度の厚みで石膏ケース型を作成する。これはかさ

ばる上に重く、その保管場所に困るというのが現状である。RP装置から出力されたものは薄くて丈夫で、保管

時に積み重ねて置いても欠けたりする心配もない。重量は、約10分の1、 直径も5cm～7cm小 さくなる。

4.,後の課題

(1)CGシステムヘの機能の実装。

(2)材料コス トの削減と出力時間の短縮のための、RPモデル設計ノウハウの取得。

(3)RP装 置に入り切らない大きなものを作る場合、どのように分割出力すればよいのかを検討する必要がある。

また、壷の様の形の場合、自動で分割する方法を考える必要がある。

(4)煩雑イとしていくCGシステムのインターフェースの整理。

図4 RP装置で試作したケース型
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図5 作成した使用型



シヤワーキヤリーの開発研究

デザイングループ    山下誠児

(財)滋翼県産業支援プラザ 篠 原 弘 美

(株)示Wilプラスチック  利サ|1 暉

篤台センター技術相談役  平 澤  逸

(財)滋賀県産業支提プラザ 中 山勝 之

(有)ア ,レカム     柳 本 和 司

1.目的

近年、住宅を例にすると、段差解消のためのフラットフロァ化、階段や廊下、トイレやバスに手す
りを付けるなど一般にバリアフリーの理解が浸透 してきている。将来は、バリアフリー的な住宅が一
般化し、自立した生活ができる環境が整うと考えられる。同様に、介助型が中心だったものが介助者
を必要としない自立型へ変化する福祉用具・機器があると予想される。本研究では、このような予想
の基に自走式のシャワーキャリーの開発を試みた。
2.内容

まず、衛生面についてと段差や傾斜への移動で駆動力の確保についてを解決するためのスタイリン
グを提案し、第 1次スタイリングモデルの試作を行った。次に、第 1次スタイリングモデルの試作と
検討によって出てきたハンドルの操作量と移動距離の関係、ハンドル操作の力加減、ハンドルと座面
の位置、前輸駆動と後輪駆動の違いによる操作性と走行性という4つ の問題点を解決するための評価
用モデルの試作を行った。さらに、評価用モデルの検討によって得た結果を基に、より商品に近い第
2次スタイリングモデルの試作を行った。
3.結果

第 1次スタイリングモデルと評価用モデルを試作 し、評価検討 した結果、自走式 SCの仕様を次の
ようにまとめることができた。(1)現在の住宅事情では段差乗 り越えが簡単な4輪が望ましい。(2)
衛生面の対策として操作ハンドルと駆動輪は分けることで対応できた。また、車輪を小さくできるの
で全長力Mヽ さくなる利点もあった。(3)ハ ンドルの操作量に対 してユ倍から1.2倍の移動ができる
比率が感覚的に良いことが分かった。また、力加減についても、ハンドル操作量と移動距離を1.2倍
に設定しても違和感なく操作できることも分かつた。(4)走行などの操作性と洗体時の使用性を考え
ると、操作位置は座面より40mm高 く、座面中心より前方に100mmが 良いことが分かった。(5)
駆動輪は後輪を選択するのが望ましいことが分かった。

そこで第 2次スタイリングモデルは全長 500mm、 全幅 520mm、 全高 570mm、 座面高 4
50mm、 座面直径 340mm、 操作ハンドル直径 350mm、 駆動輪直径 200mm、 座面と操作
位置の距離+30mm(座 面中心より前方 110mm)の 仕様で試作 した (試作のイメージ図を下に
示す)。

4.今後の課題

今後、市販することを日標にシャワーキャリーの研究開発を継続するが、市販に至るまでには素材
の選択や加工、販売ルー トの確保など、解決すべき様々な課題が残っている。
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微生物酵素 の高性能化および未利用タンパク質の高度利用化に関する研究 (第 3報 )

一好熱菌の酵素によるタンパク資を分解処理と機能性一

機能材料担当  白井伸明、 岡田俊樹、松本 正

1.目 的

酵素は、産業の環境負荷の低減や、未利用資源の活用に貢献するよう利用範囲が広がるこ

とが期待される。しかし酵素の弱点は、生物由来のため熱や宥機溶媒などに弱いものが多いこ

とである。そこで、温泉のような高温環境から好熱菌を分離け、難分解の未利用タンパク質を高

温で分解し、有用なペプチドやアミノ酸に変換する、つまり再生産可能な資源の利用技術に貢

献する"丈 夫な酵素 "を開発することを目的とした。

2.内 容

これまでに温泉などの高温環境から多数の好熱菌を分離し、この中から高温で作用するタン

パク質分解酵素を生産し工業的な培養にも適する肋θ石阿″司冨の菌株を得た。そこで、"浜ちりめ

ん "と して知られる県内の絹織物産地で排出される廃絹タンパク質を分解することが可能か、分

解物に機能性があるかを評価した。

3.結果

励θπ廟″ε属の菌株の塔甕液を廃縄タンパク質に添加し60℃で反応させ、タンパク質の分解が

どの程度進行しているかを電気泳動により調べた。高温で作用させ続け12時 間後でもタンパク

賢の分解が進んでいることから、非常に丈夫な酵素が含まれることが確認できた。分解物の機

能性を調べたところ、酵素処理前よりも抗酸化性が高くなつていることが判明した。

4.今後の課題

90℃ 以上で増殖可能な菌株なども多数得ており、より"丈 夫な酵素"の 開発、あるいは、タン

パク質分解以外に丈夫な特性を生かして酵素センサーヘの利用など、有効な用途開発を行う必

要がある。

図珂 熱に強いタンパク質分解酵素を作る好熱菌

右はプレート上でタンパク質を分解している様子

左は位相差光学頭徽鏡での観察

図2 廃絹タンパク質の分解試験

Mはマーカー、0-12の 数字は反応時間

黒い帯状はタンパク質の存在を示す
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薄膜による新素材開発に関する研究

一薄膜技術を用いたものづくリモデル研究開発(第 3報 )一

機能材料担当 坂山 邦彦 佐々木 宗生

立命館大学  花元克巳 培内千尋 中山康之

龍谷大学   青井 芳史 上條榮治

1.目 的

工具などの高硬度 a高強度材料を必要とする製品への高硬度表面処理材料として、窒化

炭素薄膜が注目されている。窒化炭素膜は理論的に計算された材料で実用化されていない。

この膜を開発することにより、バルブや金型などの表面処理材料として応用することを目

的とする。

2.内容

これまでの研究の結果、通常の成膜法のみでは窒化炭素膜は作製できないことがわかっ

てきた。そこで、窒化炭素膜の結合を促進 し、目的とする高硬度窒化炭素膜を作製するた

めの後処理として、過年度酸化物薄膜で実績のある放射光照射を行つた。

放射光
レーザー

熱

！
４
望
ヤ
ー
ー
十

鮎 Ⅷ
結品化

結合の促遼

|

放射光照射効果の概念図

成膜のイメージ図

3.結果

高硬度窒化炭素膜の膜中窒素比および結

晶構造を持つ窒化炭素膜の作製には至らな

かつた。 しかし、放射光照射により高硬度

窒化炭素膜の結合状態を示す窒素―炭素結

合状態が増加することがわかり、照射によ

る高硬度窒化炭素膜作製の可能性を示すこ

とができた。

Dose(mA hrl

4。 今後の課題                  高硬度窒化炭素の結合の増加
。放射光照射による膜中の窒素/炭素比の

減少が起 こらないように照射条件を更に検討する必要がある。

・高額機器である放射光を用いない光照射 (レーザー)等への応用

Ｂ

ね

■

２

雪

四
Ｌ
＼
、
Ｈ
∝

窒化炭素膜
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清酒醸造用酵母の開発 (第 1報 )

醸造用酵母の分離と酵母の特性試験

機能材料担当 岡田 俊樹、白井 伸明、松本 正

1.目 的

滋賀県には、約 60社の清酒醸造企業があり、今後、差別化、個性化が求められている

時代にあつて滋賀県独自の酵母の開発に期待が寄せ られている。県内酒造業界の活性化策

の一環で、香 りや味に特徴を持たせた清酒造 りが可能な酵母の取得を目的に、清酒醸造用

酵母の開発を実施 した。

2ま

写偲、 膠 ゃ酒母から酵母菌株の分離を行い、収集 した各株の発酵性、香気生成、酸

生成等の特性について調べた。

3。 結果

その結果、膠から 372株、酒母から 34株の特徴的な異なる酵母菌株を得た。それぞれ

分離菌を麹 坪培地を用いて培養をおこない、発酵力 (Tablel)、 各種香気成分 (Tれ le2)、 総

酸量 (Table3)を調べたところ、既存の醸造用酵母より高い発酵力や香気生成能を示すもの

が存在 した。

Tabに l C02の 減少量 Table 2香 気成分分析結果

>&Ю g  
ωttimum島 .23gl

3.00-3.09g      26
2.50 - 2.99 g           89
< 2.49 g 86

総菌株数 206

TaЫe 3総酸の分析結果

菌株 NO. 滴定量

(田 1)

菌株 No i―AmOAc    CaOEt   i―AmOH

SY-023

SY-045

SY-051

SY-057

SY-060

SYA-008

SYA-015

SYA-037

SYC-008

SYC-032

SYC-038-2SYA-020

SYA-045

SYC-019

8YGユ035

SYAC-024

SYZ-007

1.8

2.2

41
1.7

1.8

2.5

18
1.4

2,7

2.6

2.6

09
0.9

1.7

1.2

0.9

4.1

12
1.5

1.2

13
13

64 3

62.9

66 2

60.3

56.4

77 1

87 2

516
88.8

103.5

102.4

(ppm)
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８
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4。 今後の課題 (今後の方針 )

今後は、分離 した酵母菌株を用い、県内清酒醸造企業の要望 (①アルコール生成と耐性

があり香気生成が程良くある酵母。②アルコール生成と耐性があり高酸度生成酵母。③発

酵力が高い酵母等)をふまえ酵母開発を実施 していく。

０

０

５

９

８

３
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可逆的ゾルーゲル転移のコントロールに関する研究
―天然高分子の力学物性に関する研究一

機能材料担当 中島 啓嗣

1.目 的

一般に高分子溶液は、溶媒に高分子が均―に存在した粘調な溶液(プル)状態をとる。天然高分子溶液の

中には温度変化などの諸条件により分子間でネットワークを形成し、溶媒を含んだ柔らかい圏体(ゲル)状態を

とるものがある。本研究はこのような天然高分子溶液のプル Hゲルの状態変化(プルーゲル転移)に注目し、温

度可逆的なプルーゲル転移のコントロールを目的とする。

2.内容

天然高分子として微生物由来の多糖であるジェランを用いた。この系はジェラン分子同士の凝集により架橋

点を形成し、低温でゲル化する。凝集体の形成にはカチオンが大きな影響を与えることが知られている。本研

究でfよ 、水中で水和し表面電荷を示す金属酸化物の水溶液の物性に及ぼす影響について調べた。

3.結果

水溶液にアルミナ粒子を添加することにより沈殿物が生成した。沈殿物の熱重員変化測定 (図 1)により、沈

殿物中にはジェラン分子とアルミナ粒子がともに存在することがわかつた。このことから沈殿物はジェラン分子

とアルミナ粒子が相互作用により凝集体を形成し、その凝集体が一定の大きさに成長し沈降したと考えられる。

また、アルミナを添加したジェラン水溶液をゲル化温度(TG)以上の温度で保持することにより、ゲルの動的粘

弾性率の値はともに低下し(図 2)、 また Tcは低温側ヘシフトした。これはジェランを含む凝集体の形成により、

架橋に関与するジェラン量が減少したためと考えられる。

4.今後の課題

本年度の結果から、沈殿が生じた場合の上澄み液中にはジェラン分子およびアルミナ粒子が分散しているこ

とがわかり、凝集体を形成していると予想される。今後はその上澄み液について詳しく調べる。
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図 1.沈殿物の熱重量変化曲線  曲線付近にジェラ

ン濃度を示す。

0    500   1000   1500  2000  2500  30に

time / s

図 2.G'、 GTの時間依存性曲線 凡例中括

弧内の数字は40℃における保持時間。
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電 磁 波 吸 収 材 料 の 開 発

セラミック材料担当 宮代 雅夫

1.目 的

移動体通信やデジタル医療機器の普及に伴い、多重反射による符号誤 りや誤動作などの問題

が顕在化 しつつある。その対策の一つとして電磁波吸収材の利用が考えれる。陶磁器素材の特徴

である安価で不燃性の電磁波吸収材料の開発を行い、 実用レベルの-2 0dbを 目標 とする。

2.内容

以下のコンセプ トに基づいて材料設計と開発を行つた。

①電磁波は電気特性の異なるものに当たると反射される性質を持っている。出来るだけ空気に近

い材料 (比重が小さ亙誘電率が 1に近いもの)によつて電磁波を反射させずに取り込んでやる。

②次ぎに徐々に材料の誘電損失を大きくして入射してきた電磁波を減衰させる。

③減衰しきれない電磁波は材料裏面で入射方向へ反射させる (透過させない)。

裏面で反射した電磁波は表面に出るまでには100%減衰していることが望ましい。

品

亀

反

期

層

力 100

入射電力 通過電
ベ マスキンク・板  多孔質陶板

,レ

図1電波吸収壁模式団 図21.多孔質陶板の片面燻化

多子と質軽量セラミックを片面から燻化 して電気的に傾斜させた材料を作成した。

多孔質セラミックスを燻化すると燻化面は炭素膜が厚く形成され内部に行 くに従って炭素膜は薄

くなる。結果的に一つの材料中で誘電損失の大きい状態から小さな状態へと変化させることがで

きた。

8。 結果

昨年までは灯油による燻化を行つていたが、安定性に疑間を生じた。 13年度からはLPGに よ

る燻化を行い、安定性の確認 と燻化の条件 (ガス圧ならびに時間)について試験を行った。その

結果、今回使用した多孔質材料 (耐火断熱煉瓦)については燻化ガス圧力2KPa、 15分の条件が最

も適正で、-16dbの電磁波吸収特性値が得られた。

4.今後の課題

①多孔質素材 (孔径)の違いによる析出カーボンの傾斜度合いとの関連について研究する。

②一度で焼結と燻化が可能な多孔質大型セラミック板を開発する。

空 間伝播

反射面

表

面

電渡吸収壁

取  吸

込  収

層  層

レ

反射
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セラミックス系複合材料の研究 (重量セラミックスの開発)

セラミック材料担当  横井川 正美

1.は じめに

最近は軽薄短小の時代と言われ、軽い素材が種々の用途にも用いられている。当場でも発泡軽量セラ

ミックスなどの開発 し、一部で製品化もされている。このように、外観のデザインの改良だけではなく、

「重さのデザイン」をテーマに製品開発すれば、新たな需要を喚起させることが可能である。

ただ、今後は軽い素材だけでなく、重い素材、さらには軽いものと重いものコンポジットに対するニ

ーズが増えるのではないかと思われる。

そこで、安価な重量骨材 として黒浜に注目し、それを主体とした素地の特性について試験を行った。

2.実験方法

重量骨材 としての黒浜は、キンセイマテック (株)の磁砂鉄#200を用いた。鉱物組成は、Magnctiteが

主成分であり、4umcni俺 とわずかなQuartZを含む。なお、焼結材 としてたネフェリン(Canadian Nefclinc

Sycnitt A-270)、 可塑材 としての本山水ヒ粘土 (愛知県瀬戸市産)を用いた。

調合範囲はネフェリンを0～ 30%、 本山水ヒ粘上を20～ 40%と し、その残部を黒浜とした。 (下図)

成形は調合物を自動乳鉢で混合後、8%程度加水 し、28Hnl φの金型でプレス成形 した。 (成形圧300kg/cm2)

また、焼成は電気炉で50℃刻みで1100～ 1250℃ までとし、最高温度では30分保持 した。なお、焼成体の

評価は、焼成収縮率、かさ比重、吸水率、曲げ強さで行つた。

黒浜 5

80 4

60

40

20

ネフェリン  80 60 40   20 本山水ヒ粘土

0

9 10 11 12

試料番号

3.結果と考察

黒浜―ネフェリンー本山水ヒ粘土系の調合で、重量セラミックス (高比重)について検討 した結果、

以下の知見が得られた。

・比重 3～ 4の高比重セラミンクスがこの系の調合で容易に作製可能である。

・黒浜の多い組成では、曲げ強さが100Mpaに 達する高強度素材 となる。

。ネフェリンを含まない調合でも、吸水率が 1%未満の緻密な素材を作製できる。

・焼成温度は1150～ 1200℃ くらいが適当であり、そのより高温ではやや発泡気味になる。

・粘上を含んでいるので、従来の可塑成形が可能であり、新規の設備投資を必要としない。

今後は、重さを生かした用途の開発や軽量材 との複合化などについて検討 したい。
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窯業系廃棄物の再利用に関する研究
セラミック材料担当

陶磁器デザイン担当

黄瀬

大谷

栄蔵

哲也

1.目 的

食器、タイル等に代表 される陶磁器類の不要品は燃えないため焼却処分が困難で、製造

時に発生する不良品、使用時の破損品の処分は不燃物 として埋め立て処理 されているが、

将来の処分地確保の問題、資源の枯渇化による原料の確保の問題から、不用になった陶磁

器製品を使用 した陶器を作る試験を行い、不用陶磁器の使用率 70%以 上を目的とした。

2.内容

一度焼成 した粘土は粉砕 して水を加えても可塑性が無 く成形が困難なため、不用陶器を

クラッシャー等で粉砕 した粉砕品に可塑性付与材 としてスメクタイ ト系粘土を添加 して郷

土を作 り、従来の湿式成形法による成形試験を作つた。

3。 結果

不用陶器製品の粉砕品に可塑性付与材 としてスメクタイ ト系粘土を添加 して作った邦土

を、従来 と同様のロクロ成形、押 し出し成形、鋳込み成形の方法で成形を行い、焼成温度

は従来より 100℃～ 200℃低 目の焼成温度で製品を作ることが出来、不用陶磁器の廃棄物

の使用率も機械ロクロ成形による植木鉢で 75%、 鋳込み成形による陶酒瓶では 97%使

用可能であつた。

4。 今後の課題

陶磁器製品は種類 も多く廃棄物の素材の耐火度、色等が多種 とな リー定 しないため、再

利用時に分別するか、焼成温度 と色の調整が必要になる。

5。 廃棄物を再利用した陶製品

一
　

一
韓

O使 用済み碍子を97%
使用した陶酒瓶

○ 不用植木鉢を75%
使用 した植木鉢
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多孔質陶器による水質浄化資材の研究 (第3報 )

県内産原料の有効利用と実用化水路実験について
セラミック材料担当 中島孝、陶磁器デザイン担当 高井隆三

1目 的
珪長石を主体とする滋賀県南部に建設中の大戸川ダムの堆積土を県内産原料として有効利用を図るとともに、富栄

養化問題などを抱える水環境 (河川や琵琶湖)の浄化資材として、それを原料とする多孔質粒状陶器について、実用
化に向けた水路実験を琵琶湖・淀,II水 質浄化共同実験センター (BIYOセ ンター)で行つた。
2内 容

検討浄化資材について

検討資材は、大戸川堆積土を約半分弱の割合で従来の園芸用焼赤玉に混合しロータリーキルンで焼成した図 1の多
孔質粒状陶器 (大戸川焼赤玉)と 図 2の園芸用焼赤玉の表面に脱リンコー ト (水酸化鉄と鉄紛、セメン ト、コンクリ
ー ト廃泥)したものと図 3の発泡材として炭化珪素粉末を添加 し作成した粒状浮遊型担持体の表面に二酸化チタン光
触媒をコー ト処理したものについて図 4～ 6のように設置し、比較検討した。

①図穂奮周も惚版れ 図亀要夢雲簿蛮Iティング図3脚議籍絆

期間

通水量

水質測定

図6 各浄化資材の設置図 (平面図)

平成 13年 5月 24日 ～平成 14年 1月 24日

■00 me/h/水 踏=約 OB3 m3/h× 3水路
*滞留時間 :約 ■6日
SS、 TP、 孤 など17

(38.4h)
種類 1～ 3回/月

図 4 各浄化資材の設置1425～)図 5 浮遊型二酸化チタン光触媒lV18～ )

3結 果

水質測定 。Ss(浮遊物質)

各水路ともSSの除去率で最大 90%以上で、平均で 60%以上の高い値を示 した。また、 2-C水 路の中間地点
の値より、水路前半部分で全体の平均約 80%の SS除去が確認できた。
水質測定・ P(リ ン)

各水路ともTPの除去率は平均値で 40.3～ 47.0%の 高い値を示 している。また、流入水の平均濃度値よりP(ジ
ン)の約 70%以上は粒子態であることがわかった。
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図7 SS除去率変化                      図8 TP除去卒変化
4ま と め

多孔質粒状陶器について
ここでは大戸川焼赤玉の明確な優位性はなかった。しかし、焼赤玉形状の多孔質粒状陶器では、SSお よび粒子態

P(リ ン)の浄化については、高い接触・濾過効果を示した。
脱リン表面コー トについて
2-C水路の中間測定と各水路出国のP04~Pの濃度から鉄系脱 リン表面コー ト部分の除去効果が確認できた。
浮遊型二酸化チタン光触媒について
今回の条件下では、十分で直接的な有機物の分解や菌類に対する効果は確認できなかった。

5今 後 の 課 題
浄化資材として使用した多孔質粒状陶器の再利用化や高機能 。高効率化など挙げられる。

→

曝
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４
舞
崇
露

⑤ ④
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新分野創造陶製品の開発研究 (第 1報 )

陶磁器デザイン担当 高井隆三、福村 哲、川口雄司、伊藤 公一、

西尾隆臣、高畑宏亮、大谷哲也、

嘱託職員 社頭脩史

地球温暖化姑策の一環として、国の「都市緑地保全法」東京都の「自然の保護と回復に関する条例」等、

緑化推進に向けての助成制度の制定などの取 り組みが都市部を中心に広がっています。

ビルの屋上やマンションのベランダ等を利用した「屋上緑化」が大きくクローズアップされている中、

屋上緑化用陶製品はあまり開発されていないのが現状です。

そこで当場が開発 した軽量陶器素材等を使つて屋上庭園、ベラング等の場所で植物との組み合わせを身

近に楽しめる屋上緑化用陶製品を開発提案 した。

また、ユニバーサルデザインの視点から陶器製の食器、および手す り等の試作提案を実施。

「大気冷却用ユニットおよび装置」については特許を申請した。

1屋上緑化用陶製品
。噴水、立水栓

・ 軽量レンガ

。縁石、飛び石

。歩道タイル

・ プランター、花台

2.快適生活提案型製品
。手す り、スツール

。 ビアマグ

・ 食器

(財)陶芸の森信楽産業展示館にて約 lヶ 月間展示発表を行った。期間中、業界関係者、一般見学者

合わせて約 3万人の入館者があり当初の目的を達成した。



期    間 担当者機  関 名 研  究  テ マ

SR光利用によるLIGAプロセスに関する研究

放射光アプレーションによる新機能薄膜の創製

9。 4,1～

9.4.1～

今道高志

佐々木宗生
立命館大学

12. 4, 1-14, 3.31 前川 昭グンゼ (株 )

進咎挙5締為
応用した全燐。全窒素計測機器

前川 昭炭素新材料の生産プロセスとその新産業利用に
関する研究

12.12。  1-14. 3.31(株 )大木工芸

13。  4。  1-14。  3.31 酒井一昭アルカムエンシ
゛
ニア)

ンク・

熊本県立短期
大学

小型空気圧縮機における駆動伝達特性の改良
に関する研究

13. 4。  1-14。  3.31 佐 々木宗生(株 )上山電機
龍谷大学

製獲錦藤
奮轟興甚井解解 各寵療定的

かつ低環境

13. 4. 1-15。  3。 31 坂山邦彦
佐々木宗生

龍谷大学 物理的気相蒸着法 (PVD法 )による超硬質薄膜
の作製

11. 4, 1ハ ツ14。  3.31 白井伸明業工
所

雌
鱒
鞠

大
技
他

生物資源の高度利用化技術の開発に関する研
究

8.4.1～ 宮代雅夫立命館大学 電磁波吸収材の研究

黄瀬栄蔵コンクリートパイル製造過程で発生するレイタン
スの有効利用技術

12.11  ハヤ14.2ノ(重洲コンクリ
ートエ業 (株 )

龍谷大学

三
孝
亮

隆

宏

井
島
畑

一品
中
上
局

12. 4. 1～京都府立大学 発泡飲料用容器の開発と発泡メカニズムの解明
に関する研究

(2)共 同研究口研究委託

① 共同研究

② 研究委託

③ 商工関係試験研究機関技術研究会

商工関係試験研究機関 (工業技術総合センター、東北部工業技術センター)が互いに密接な連携を図り、

県内企業の技術ニーズに適合した試験・研究。指導事業を実施していくため、下記の研究会を設置しています。

平成 13年度の活動状況は次のとおりです。

期   間委 託 先 研  究 テ マ

13. 4. 1-14. 3.31立 命 館 大 学 放射光技術の開発と普及に関する応用化研究

ネ  ッ  ト  ワ ク 研 究 会

13. 9.11 13.10.29～実施 日 13.4.17 13.6.19

商工観光労働部公設試験研究機関
IT化推進 (ネットワーク)委員会へ移行

開催場所 工業技術総合セ

ンター (信楽 )

東北部工業技術
センター (長浜 )

東北部工業技術
センター (彦根 )
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(3)研究発表等

① 学会誌等発表

② 学会等研究発表

発 表 者学会名 学  会  誌発 表 題 名

Katsumi Hanamoto

Muneo Sasaki

他

Nuclear lnstruments and Methods

in Physics Research A 467-468

(2001)1213-1216

EfFect of SR irradiatiOn on ln203 nlm

Chihiro Kaito

Muneo Sasaki

他

Nuclear lnstruments and Methods

in Physics Research A 467-468

(2001)1217-1220

Carbyne formation by synchrotron

radiation

YukI Kimura

Muneo Sasaki

他

Nuclear lnstruments and Methods

in Physics Research A 467-468

(2001)1221-1224

Erects of sR irradiation on

crystallization of amorphouS tin

Oxide Alm

Hidejiro Miki

Muneo Sasaki

他

Diamond and Related Matenals 10

(2001)937-941
Deposition of ttnctional carbon

compound thin ilrns by synchrotrOn

radiation ablation

Yoshittmi Aoi

"Cuneo SasakiKunihiko Sakayama

他

Thin Solid Films 389(2001)

62-67
Erects Of heat treatment on structure of

amorphous CNx thin ilms by pulsed

laser deposition

Katsumi Hanamoto

Muneo Sasaki

他

Nuclear lnstruments and lヽethods

in Physics Research B 184 (2001)

371-377

Erects of carbon implantation on

the electrical properties of anorphous

ln203 thin Fllm

h4uneo Sasaki

Katsuni Hanamoto

他

REWIEヽV OF SCIENTIFIC
INSTRUMENTS,Vol.73,No.3,
1384-1387 (2002)

Erects of synchrotron radiation

rradiation on tin一 doped indium oxide

thin ttlln prepared by rf magnetron

sputtenng

佐々木 宗生工業材料 Vol.49 No.9(2001)
97-101

シンクロトロン放射光による新機能膜の創製

とその応用

Takashi Watanabe

Nobuaki Shiral他
Federation of Eu

ropean Bioche■ 1lc

al Sociedes(欧 州

生化学会連盟 )

E融児 チ 上力bθみ朗 .→ (2001),268,6
114-22

Production and chemiluminescent rree ra

dical reactions of glyoxal in hpid peroxid

ation of linohc acid by the lgniolytic en

zyme, manganese peroxldase

発表者会 場 年月 日主催機関・名称発 表 題 名

13. 6.14 酒井一昭」Aホ ール

(東京都 )

第9回 品質工学研究発表大会SUS部材の面圧負荷状態における摺動

特性の評価

13. 8.24 酒井一昭日本規格協会

セミナーホール

(名 古屋市)

品質工学セミナー・入 F弓 コースSUS部材のかじり実験データによる摺動

の機能性評価

13. 8.22 佐々木宗生

花元克巳

他

アメリカ :マアイ

ツン
The 12th U,S.National

Conference on SynchrOtron

Radiation lnstrumentation

Elbcts of SR irradiation on tin― doped

indiun oxide rilln prepared by rf

magnetron sputteAng
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発 表 題 名 主催機関・名称 会 場 年月日 発表者

非紺称型ダイマー液晶の合成とその相
転移挙動

(Ⅱ )コルステリル基とビフェニァレ基とをメ
ノグン基とした非対称型ダイマー液晶の

熱的挙動

2001年 日本液晶学会討論会

大宮ツニックシ

アイ~
13. 9.26 伊東富由美

花崎知則

中村尚武

山中仁敏

ノルーダル法によるEr(III)含有A120rTa
205薄膜の作製とその光学特性

日本化学会第80秋季年会 千葉大学
(千葉市)

13, 9.20 前田宣子

久録美知代

和田憲幸
小島一男

前川 昭

金微粒子含有多孔質酸化チタン膜の作
製と光触媒性

第8回光触媒シンポジウム 東京大学

(東京)

13.11.21 徳本宏司

高井智生

和田憲幸
甫1)‖   V目

小島一男

Free radicd process controned by ma

nganese peroxidase and lipid― related m

etabolites prOduced by gettp9rttpぉ

よLrbレ者例ヮ″ぉηOra

The lnternational research grou

p on wood preservation Paper

prepared for the 32nd Annual

Meeting

奈 良 13. 5.21 白井仲明

渡邊隆司他

Acyl radical chain reactiOns in en

zymatic and nOn― enzymatic lipid pe
roxldatlon

The SympOsium on Recent Adv
ances in Lignin Biodegradation

and BiOsynthesis(SRALBB)

フィンランド
ヘルシンキ大

学

13.6.3 白井伸明

渡邊隆司他

滋賀県工業技術総合センターにおける
産学官連携の現状

化学工学会関西支部大会 福井繊協ビル 13. 7.27 松本 正

Saccharomyces cere宙 甑ae菌体外1,3-β

―グルカナーゼに関する研究
日本応用糖質科学会
2001年度大会

福山大学 13. 9,13 大西正健

岡田俊樹

松本正 他

Saccharomyces cere宙 Ыae菌体外1,3β
―グルカナーゼに関する研究

日本生物高分子学会
2001年度大会

京都府立大学 13.11.16 大西正健

岡田俊樹

松本正 他

滋賀県工業技術総合センターにおける
バイオ関連研究について

日本生物高分子学会
2001年度大会

京都府立大学 13。 11,17 松本 正

滋賀県におけるバイオマス研究の現状 バイオマス循環利用研究会 京都工芸繊維
大学

13.11.27 松本 正

新規超好熱菌の取得 日本農芸化学会 2002年大会 東北学院大学 14 .3.26 白井仲明

岡田俊樹

松本 正

左子芳彦他

好熱菌スクリーニングにより得られた
Thermus属 および生産されるプロテアー

ゼ

日本農芸化学会 2002年大会 東北学院大学 14. 3.26 白井伸明

岡田俊樹
松本 正

左子芳彦他

-54-



③ 産業技術連携推進会議等発表

発表者会  場 年 月主 催 機 関 。名 称発  表 題 名

13.12.11 山本典央兵庫県立工業技術セ

ンター
情報・電子近畿地域部会 研究交流会設備機器開放事業における

サービス向上への一取り組み

13.9.7 月頑寛二

深尾典久

藤井利徳

滋賀県工業技術総合

センター
機械・金属部会 近畿機械金属研究会CAD/CAM/CAE研 修事

業およびものづくりIT研究会

の設立について

酒井一昭産業技術総合研究所

筑波研究センター

13.10。 18知的基盤部会 第30回計測分科会

(第27回先端評価技術研究会)

SUS部材の面圧負荷状態に

おける摺動特性の評価

14. 2.26 佐々木宗生和歌山県工業技術セ

ンター
物質工学部会 近畿地域部会化学専

門部会
透明導電膜の低温成膜

宮代雅夫13. 5.24熊本厚生年金会館窯業部会 第48回窯業部会発泡飲料用容器の開発

14.2.8奈良県工業技術セン

ター
窯業部会近畿地方部会第5回窯業研

究会
多孔質陶器による水質浄化

資材の研究

中島 孝

横井川正美14. 2.21産業技術総合研究所

中部センター
窯業部会 第36回セラミック技術担当者

会議
カリ長石の結晶系と県南部の

長石資源

飯田健夫

伊坂忠夫

月瀬寛二他

14. 3.19滋賀県草津市

くさつエストピアホテメレ
滋賀ウェルフェアテクノハウス研究会力口齢による日常動作の変化に

関する経年的研究

牧川方昭

飯田健夫

月瀬寛二他

14, 3.19滋賀県草津市

くさつエストピアホテメレ
滋賀ウェアレフェアテクノハウス研究会長期行動。体調モニタシステ

ムの開発

14. 3.19 山下誠児滋賀県草津市

くさつエストピアホテル
シャワーキャリー開発に向け

ての調査研究

白井伸明

岡田俊樹

松本 正

左子芳彦

14. 2.13大阪市立工業研究所中小企業庁

近畿経済産業局

東北経済産業局

大阪市立工業研究所

滋賀県工業技術総合センター他

生物資源の高度利用化技術
の開発に関する研究

(分担課題 :微生物酵素の高

性能化および未利用資源の

高度利用化に関する研究)

松本 正

白井仲明

岡田俊樹

14. 3.22滋賀県大津市

ピアザ淡海
地域から発信する科学技術シンポ

ジウム(科学技術振興事業団等 )

酵素法による植物油のバイオ

ディーゼル燃料への変換

白井仲明

岡田俊樹

松本 正

14. 3.22滋賀県大津市

ピアザ淡海
特殊環境に生息する微生物

がスーパー酵素をつくる

14. 3.22滋賀県大津市

ピアザ淡海
地域から発信する科学技術シンポ

ジウム(科学技術振興事業団等)

前川 昭

岡田俊樹

坂山邦彦

黄瀬栄蔵13.11.14滋賀県坂囲郡

グリーンハ
°
―ク山東

中部近畿鉱山保安監督部 近畿支部

保安技術職員研修

多孔質セラミックスの環境浄

化利用への実証化

信楽焼の廃棄物処理につい

て
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④ 大学への非常勤講師派遣

大 学 名 学部・研究科 講 義 名 期間・回数 講師派遣者

滋賀県立大学 環境科学部 環境監査各論

(前半)

13.10,1か し13.12。  3

8回
前川 昭

滋賀県立大学 大学院工学研究科 生体高分子特論

(前半)

13.10.4-13.10。 29

8回
白井伸明

滋賀県立大学 大学院工学研究科 生体高分子特論
(後 半)

13.12.6ハΨ14. 1.31

6回
松本 正

⑤ 科学技術交流派遣

平成 8年から平成 12年にかけて実施した共同研究 (プ ラジル ジオ・グランデ 。ド・スー
ル州南部地域の活性化のための石炭採掘に伴つて産出する粘土の活用事業)の試作品がRS州
南部で開催される「国際陶磁器見本市」に展示および研究内容が発表されるにあたり、職員の
派遣要請があり、次のとおり派遣しました。

派 遣 先 プラジル国 ジオ・グランデ・ド・スール州寸 (以下RS州 )

派遣職員 主任主査 黄瀬栄蔵、  主査 西尾隆臣

派遣機関 平成 18年 7月 2日 ～平成 13年 7月 12日

用  務 RS州 で開催される国際見本市への参加
RS州カンジオッタ地方の陶器産地の開発の可能性についての技術指導
RS州カンジオンタ鉱山産出粘上のセラミック部門への応用技術についての技
術指導

(4)職員の研修

① 中小企業大学校への派遣

② 大学派遣研修

研   修 コ ス 期 間 派遣者名

中小企業支援担当者研修課程 中小企業技術施策 13. 5.14 かΨ13. 5.18 前川 昭

中小企業支援担当者研修課程 製品開発1(開発プロセス) 13. 5.30 -13. 6.26 小川栄司

中小企業支援担当者研修課程 研究開発マネジメント 13. 7.30 -13。  8. 3 西尾隆臣

中小企業支援担当者研修課程 支援機関トップセミナー 14. 1.15 -14. 1.17 宮代雅夫

研  修  テ マ 派 遣 先 期    間 派遣者名

透明電極用薄膜の光照射による特
性変化の解析

立命館大学理工学部 13. 4。  1～ 14. 3.31 佐々木宗生

微細乾粉の分散法について 龍谷大学理工学部 13. 4, 1ハΨ14. 3.31 黄瀬栄蔵
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③ 独立行政法人産業技術総合研究所派遣研修

研  修  テ マ 期    間 派遣者名

プルゲル法による多孔質ガラスの調湿材料について 13. 9。  25 - 13.12。 24 中島 孝

④ 研究参与事業
信楽窯業技術試験場職員が行 う研究開発業務および指導業務において、部外より専門講師を

招聘し、当面する諸問題に対して適切な解決策を検討し、より高度な指導を受けるための事業
であり平成 18年度は次の指導を受けました。

開 催 日 講 自市 指 導 内 容

平成 13年4月 4口 高橋恵子氏

爛レモンハ・―ム代表取締役

次世代姑応陶製品の開発に対する企画指導

平成13年 6月 1口 高橋恵子氏

出井豊二氏

大谷女子短期大学教授

新分野創造陶製品の開発に対する企画指導

平成 13年 11月 7日 高橋恵子氏

出井豊二氏
新分野創造陶製品の展示開催についてディスプレイ指導

平成 13年 8月 24日 稲岡真理子氏

ライフマネジメント研究所長
新分野創造陶製品の展示品に関する求評および販路開

拓のアドバイス

平成13年 11月 7日 西村清是氏

仰渡辺設計設計技師

屋上緑化用陶製品の開発についてのアドバイス

平成13年 11月 22日 河村 誠氏
サイエンス石膏爛事業開発室長

石膏の特性および廃 石膏型の処分について

平成14年 3月 15日 出井豊二氏 新分野創造陶製品の開発についてのアドバイス

(5)研究企画外部評価

当センターおよび東北部工業技術センターでは商工観光労働部試験研究機関研究推進指針 (平成 11年 3

月制定)に基づき、平成 12年度以降の新規研究テーマについて研究企画評価を行つています。これまで評

価委員会は県の職員により構成されていましたが、より広い視野からの評価を行 うことにより研究計画をよ

りよい内容 とするため、平成 18年度より重点研究については、外部委員による評価も合わせて実施するこ

とになりました。            、

18年度に評価対象となつた提案テーマを別表 1に示 します。また、外部評価委員会を別表 2の とお り開

催 し、その評価結果の概要 (意見、指摘事項等)およびそれに対する提案者側の回答 (検討結果、対応方法

等)を別表 3に記 しました。

なお、当センターおよび提案者は、翌年度からの研究の実施にあたつては、これらの意見等を最大限に考

慮 し、研究の効率および成果を高めることに努めることとしています。
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男可,表 1

研 究 企 画 書

研 究 課 題

(副 題 )

無機系廃棄物の再資源化に関する研究

信楽窯業技術試験場 横井川正美、中島 孝、高畑宏亮研 究 担 当者

(所 内)

平成  14 年度 平成  15 年度  ( 2年 間)研 究 期 間

種  別 ・共同研究研 国補・匠電。その他 (研
究
体

制

上

研 究

(所外

同

者

ケ

目  的 ・企業ニーズ対応・行政ニーズ対応・緊急課題シ ー

段  階 調査研究 。実証研究

対象産業 土石採取業、石材加工業、陶磁器製造業、ほか

研
究

目
的

必 要 性 我が国の産業廃棄物の発生量は年間 8億 トンに達 してお り、その処理はいまや

地球規模の問題 となっている。すでに、埋め立て処分場の新たな建設は困難な状

況である。また、排出抑制、再生資源の活用などゼロ・エ ミッション (埋め立て

廃棄物ゼロ)への取 り組み企業も多く、この問題は 「環境の世紀」 と言われる2

1世紀の最大の関心事でもある。
一方、当場では数年前から軽量発泡素材 (多孔体)の研究に取 り組み、その作

製に関する技術輸な蓄積はある。 (特許も出願) ただ、人工軽量骨材 として市

場に出ているものも多 く、それ らと差別化できる優れた特性を持つ素材を作るに

は、発泡の基本的なメカニズムをもう少 し追求する必要がある。

環境先進県 (環境こだわ り県)である滋賀県においても、廃乗物問題は重要課

題であり、新たな産業の創出や既存企業の持統的発展の面だけでなく、循環型社

会の構成員として、企業と連携を計 りながら取 り組む必要がある。

また、現在では法規制の強化や環境 ジスク回避などもあつて、「環境対応」は

企業の競争力強化 。勝ち残 りへの必要条件であるため、そのニーズも強い。

研究成果 初年度は、Stt02~A1203~Fと ux系の組成における発泡範囲とその気子L状態を主に調
べる。従来は、天然土石類を用いた研究だけであり、発泡メカニズムは酸化鉄の

選元による酸素発生で主であつた。本研究は、マ トリックス (固体部分)と 気孔

を形成するガスの関係を系統的に調べるので、組成、焼成温度、原料の粒度が気

孔の状態にどのように影響するかが明確になる。すなわち、気子L状態が制御でき

るようになる。

2年度は、県内の事業所や機関から排出される無機系廃棄物の分析 とこれ らを

組み合わせた発泡軽量素材 (骨材や建材)を開発することを目標 としている。組

成、発生量さらに成分の安定性などの把握により、市場競争力のある製品への展

開も可能になる。

研
究

目
標

技術移転 (技術移転や特許出願等の見通 しが明らかな場合には、その方法や時期などを記

入 )

陶器祭 (7月 )や講習会 (11月 )に て発表する。また、使用する原料を排出

する企業 と共同で事業化の検討をする。組成 と焼成温度の制御により、特異な

孔の状態なることをすでに確認 している。 (特許の可能性 )
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具体的な

研究内容

(別紙図表等を併用 して具体的に記入 )

発泡体 (骨材、建材)の製造技術
・純度の高い原料による発泡条件 (組成や焼成方法)の検討
。廃棄物の基本特性 (化学組成、鉱物組成、粒度分布)の分析
。廃棄物を用いた発泡条件の検討  ↓

・ロータリーキルンを用いた軽量骨材の製造

・発泡体の特性評価 と機能の改善 ↓

(既存技術に対 して何が新 しいのか、他の類似技術 との違いは何であるか)

人工軽量骨材は、主に軽量コンクリー ト用に多数出回つているが、吸水率が高

く、強度がないものが多い。 本研究では、これ らの特性を大幅に向上させた素材

や気孔の状態の制御により、多用途 (園 芸や水質浄化)に利用できるものを目指

している。

(類似研究や本研究の基礎 となる研究の状況など)

過去に研究 したテーマ
。アル ミ残灰を使つた無機発泡体の開発

・アプライ トを主原料 とした軽量素材の開発

・フライアッシュバルーンを用いた軽量素地の開発

平成 14年度

(副題)発泡体の気孔制御に関する研究

(内 容)こ の 3成分系のある範囲では発泡することは古くから知 られてお り、

そのメカニズムは粘土中に含まれる赤鉄鉱 (Fe203)や黄鉄鉱 (FeS)か ら

遊離 して発生する酸素や S02ガ スとされている。 しかしながら、それらの

気孔の状態に関する報告はあまり見 られない。本年度については、組成 と

焼成条件を変化 させた場合、気孔の状態がどのように変化するかについて

基礎的な検討をする。

平成 15年度

(副題)各種廃棄物を用いた発泡体の開発

(内容)県内で発生する砕石廃泥、石材加工廃泥、浄水汚泥、珪砂・長石水洗

廃泥などの組成を詳 しく調べる。また、それ らの廃棄物を前年度の研究 し

た組成に調整 して軽量素材を作製 し、その特性を評価する。 さらに、ロー

タジーキルンを使つた軽量骨材についても試作研究する。

研
究
内
容

実施計画

そ  の  他
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別 表 2

男可募乙3

研究企画外部評価委員会

外 部 評 価 結 果 (概 要 )

同  時 平成 13年 7月 16日  (月 ) 13:00～ 15:00

場  所 大津合同庁舎 5-B会 議室

委員氏名 三好良夫

大柳満之

亀井旦有

大原雄寛

相羽誠一

西村清司

耳ヒ村1真1吾

尾崎俊彦

神本 正

滋賀県立大学 産学官共同研究センターセンター長

龍谷大学 理工学部教授
立命館大学 理工学部教授

成安造形大学 デザイン科教授

独立行政法人産業技術総合研究所関西センター ク
゛
ルーフ

°
長

高橋金属 (株) 商品開発部長

草津電機 (株) 取締役開発部長

サンオク ト (株) 代表取締役

(財)滋賀県産業支援プラザ サブマネージャー

研究テーマ 無機系廃棄物の再資源化に関する研究

担当者 工業技術総合センター   横井川正美、中島 孝、高畑宏亮

意 見 ・ 指 摘 事 項 等 検 討 結 果 、 対 応 方 法 等

1: 昨年、 1昨年に重点研究が集中し、今年

はその谷間となった。外部評価による意見
・指摘を研究成果の向上に結びつけるよう

努力する。

次回から、OHPや PowerPomな どを

利用 したプレゼンテーションを行 う。

2,3,5,6,7,8:素材研究の初年度、産廃利

用の 2年度、この流れで研究を行 う。

ただ、その比重については、委員の方で

意見が分かれるところであり、当所 として

は両立させるような方向で進めたい。 1年
目は、発泡技術についての基礎的知見 (基

礎データ)の充実を目指 し、 2年 目では企

業との連携による事業化を視野に入れる。

4

1. 平成 13年度の重点研究が 1点でなく

数点にすべきである。形だけの外部評価

にならないように本質的評価が量的にも

質的にも行われるよう希望する。

2. 再資源化 とい うより、新素材 として目

新 しさを求めた研究が望ましい。
3.基 礎研究要素が多い研究であり行政ニ

ーズなどと結びつけるのに苦労するとこ

ろもあるだろうが、窯業技術試験場 とし

て必要な技術蓄積を大事にされたい。

4.発 表方法 (プ レゼンテーション)が悪

く、説明を聞くだけでは理解できない。
5.産 廃を再資源化することに対する研究

は意義がある。
6。  これを事業化するための研究ではない

のでそこをハ ッキリ分けて進めるべき。
7. 実用化研究を考えると、もう少 し的を

絞つて展開すると良い。
8.基 礎研究に終わらず、応用も見据えて

研究に取 り組む必要がある。
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(6)研究会活動の推進

① 滋賀ファインセラミックスフオーラム

当フォーラムはファインセラミックス技術の向上と関連産業の振興等を目的として、ファインセラミックス関連メ

ーカーとユーザー、および大学。公設試等が各種の情報を交換し、相互の連携を図るために産。学・官が一体と

なって運営されている組織です。

平成13年度はつぎの講演会、見学会、研修会、および情報交流会等を実施しました。

出席者数 場所事 業 内 容 (概 要 )実施 日 事 業 名

17イる センターH12・ 13年度事業と決算報告および予算案、役員等第51回運営委員会4月 24日

センター14名H12。 13年度事業と決算報告および予算案、44回例会等第52回運営委員会

センター29名H12年度事業。会計報告、13年度事業。予算計画、規約
。役員の改正等

総   会

センター29名
詢
　
　
　
一男舵

１

　

　

　

　

　

　

２

氏

氏

第44回例会
(講演会 )

6月 4日

センター9名第34回研修 (若手会員による会企画研修会)の企画検討
第8回若手会員に
よるフォーラム活性
化検討会

8月 7周

15名
見学先
及び

龍谷大学

第34回研修会
(若手会員による
企画研修会)9月 日

口

３

４

長浜ドー
ム宿泊研
修館

訂0名

(会員参加

者14名 )

_轟嚢魔霰た猛否老釜肇官の取り組み一
ポスター展示と日頭発表

第45回例会
(FC関連団体連
絡協議会)

11月  1日

センター

龍谷大学
2名11)]27

11月 29
12)] 3

日

日

ロ

第35回研修会
(中級研修)

12舅旨 センター本年度の事業執行中間報告
k多夢辞葦 稚衛Y呼導

こつ

いて、第36回研修会につい
‐第53回運営委員会

センター20名

12月 3日 第46回例会
(技術講演会)

H名 センター第47回例会、第36回研修会について、アンケートについ

て等
第54回運営委員会

37名 センター

第47回例会
(技術講演会)

2月 5日

すョ・ヤドーム

中部センター
15名!継腱 雪≦&嘉ぞ髯ξ名身砕効中ギ郭センター2月 22日 第36回研修会

(県外研修会)
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② 滋賀県品質工学研究会
本研究会は、産学官が連携して品質工学による技術開発の研究およびその普及を図り、滋賀県および周辺

地域産業の振興に寄与することを目的とし、地域企業の技術開発能力の向上、複合要因の絡む技術的課題の

解決、品質の向上とコストの低減、異業種間の技術交流等の事業を実施しています。研究会のキャッチフレーズ

は「実践により深まる品質工学」です。

以下、本年度の事業報告を記載します。

1)定例会 (第 82回～第98回)計 10回  (出席者 216名 )

(1)開 発・改善テーマ発表数 19テーマ

(2)事例紹介・情報提供   10テーマ

2)テーマ指導および講義 (定例会)計 10回

原 和彦氏、矢野 宏氏

3)QE相談室 (企業個別テーマ指導)計 10回

原 和彦氏、矢野 宏氏、研究会幹事

4)記念講演 (公開)Ⅲ ……総会時  (出席者 38名 )

。「合理的な開発促進 と普及のためのサポー ト体制」―公的立場からのコーディネー トー
財団法人テクノマー ト 特許流通ア ドバイザー 松永孝義 氏

。「我が社はこうして技術開発に成功 した」―品質工学導入の経済メジットー
三栄精工株式会社 技術部長 星谷清春 氏

5)第 4回関西地域品質工学合同研究会 (日 本規格協会 関西支部 に於いて) (出 席者 52名 )

主催 :京都品質工学研究会 滋賀県品質工学研究会 関西品質工学研究会
・技術開発の事例発表

1.「 自転車用自動変速機のシミュレーションによる評価方法」 シマノ 石川記尉 氏

2.「スタタパルトの紹介と評価の仕方について」

富士通 櫻井英二 氏、神戸製鋼 原 宣宏 氏

シマノ 太田勝之 氏、富士通テン 濱田行彦 氏

3.「 Liイオン電池の機能性評価方法の検討」

ジーエス。カレコテック 小宮山良典 氏

4.「セラミックスと電極の接着条件のパラメータ設計」

京セラ 潮 義弘 氏、形部浩介 氏

5,「冷陰極蛍光ランプの過渡特性評価における標準条件の値を信号とした解析の検討」
NECライティング 越山 卓 氏、沖村克行 氏

6)会員向け技術研修「実習から学ぶ品質工学入門講座」の開催 (修了者 8名 )

。平成 18年 7月 (4日 間)

研究会単独開催

講師 :廣瀬省三 氏、研究会幹事 (中尾 氏、越山 氏)

7)技術研修「データの解析・評価・活用技術講座」の開催  (修了者 8名 )

主催 :(財 )滋賀県産業支援プラザ

・平成14年 1月 (5日 間コースの後半2日 間(12H〉を品質工学の内容で分担 )

講師 :原 和彦 氏、越山 氏

8)品質工学会における活動

(1)インターネット部会委員参画 (沖村氏)

(2)フォーラム地方連絡委員 (中尾氏)

(3)研究会活動報告 (酒井氏)

(4)研究発表大会 4件……科研製薬(株)(横江氏)、 (株 )ネオス(綿屋氏)

長浜キャノン(株)(福永氏)、 工業技術総合センター (酒井氏他 )
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③ デザインフォーラムSHIGA

工業技術総合センターおよび東北部工業技術センターのデザイン担当者と、成安造形大学・県立大学およ

び県内デザイン関連事業所による相互の交流と技術力の向上を図り、併せて県下のデザイン産業の振興を目

的として、平成8年に組織化しました。

現在の会員数は、個人会員40名 、法人会員14社となつています。

<活動内容 >

1.情報提供事業

デザインセミナー「バジアフリーという名のまちがい探し」

日 時 平成 13年 4月 27日 (金)13:30～ 16:30

場 所 ウイングパレス車津 (草津市)

参加者 25名

2.人材育成事業

コンピュータ研修

(1)「 Ilustrator講 座」

平成13年 7月 18・ 19日

(2)「カラーマネージメント講座」

平成13年9月 26。 27日

(3)「3DCG入門講座」

平成14年 2月 6日

(4)「 ネットワーク講座」

平成14年 2月 7日

④ 滋賀ウエルフエアテクプハウス(V「H)研究会

(財)滋賀県産業支援プラザが事務局として活動してきた滋賀ウエルフェアテクノハウス研究会には6つのワー

キンググループ (WG)があり、それぞれのテーマを基に研究を進めており、当センターも積極的に支援を行つ

てきた。この研究会は平成13年度を持ちまして終了しました。

◆ ワーキンググループ名

ア・ 福祉用具開発スタディWG」

イ・ シャワーキヤリーの開発に向けての調査研究WG
ウ。加齢による日常動作の変化に関する経年的研究WG
工。高齢者の歩行調査 (階段昇降)WG
オ。長期行動・体調モニターシステム開発WG
力。自立移動支援装置の開発WG

上記のWGのうち、センターは イおよび 力のWGに関わつた。

◆研究会の関係機関

ア・ 滋賀県新産業振興課

イ・ 滋賀県レイカディア推進課

ウ。滋賀県工業技術総合センター

エ・ (財 )滋賀県レイカディア振興財団

オ。(財)滋賀県産業支援プラザ (事務局)

力・ 県内関係企業
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⑤ ものづくりIT研究会

当研究会は、ものづくりを担う企業、大学、行政関係者相互のネットワークを形成し、密接な連携の下、製造分野
へのITの導入を推進し、本県製造業の競争力を向上させることを目的として、平成13年 6月 に設立しました。

現在の会員数は、産業界40社、大学20名 、行政関係 17名 となっています。また事務局を工業技術総合センター

と東北部工業技術センターが担当しています。

成18年度はつぎの講
△
7く 、 などを実施しました。

実施 日 事業名 事業概要 場所 参加数

6月 25日 設 立

7月 24日 第1回

運営委員会

事業計画、予算案の審議 設立総会の企画 工業技術総

合センター

委員6名

事務局

総会 規約、役員選出、平成13年度事業計画、平成13年度収支

予算の審議等
「IT時代の製造業」

県立大学 沖野教郎教授

第1回例会

(講演会)

「中堅・中小製造業の 一もの作りのIT化・ネット化・ナ

レッジ化」

フジージャナリスト 野口恒氏

61イ路9月 10日

交流会

つがやま荘

(守 山市)

48努旨
「中堅。中小製造業におけるIT活用のポイント」

中小企業診断士 高島利尚氏

■月 1日 第2回例会

(講演会)

工業技術総

合センター

44第

事例紹介「IT化の成功事例。失敗事例」一和歌山地

場産業の情報化事例 (生活用品製造業)/繊維機器のC
IM化開発事例―

フジマネジメントシステム代表 藤薮賢作氏
「ものづくりを再ぴ 一日本経済の再生をめざして一」

東海大学教授 唐津一 氏

238名11月 28日 第3回例会

(講演会)

事例発表とフロア討議

(1)「ものづくり現場におけるIT活用について」

工業技術総合センター 所長 井上嘉明

(2)事例発表「自社IT実例にみる製造業の正しい情報化

について」

山本精工株式会社 常務取締役 山本昌作氏

(3)事例発表「金型産業のITTヒ」

株式会社ヤマニシ 代表取締役 山西哲司氏

(4)事例発表「ワークフローを実践して」

阪神工業株式会社 代表取締役 衣笠仁浩氏

(5)フ ロア討議 コーディネータ センター所長 井上嘉明

草津エスト

ピアホテル

龍谷大学

(瀬 田)

委員6名

事務局

12月 6日 第2回

運営委員会

。企業コンサルティングの対象企業と指導者について
。第4回例会について
。今後の研究会実施体制について

2月 26日 IT化事例研究 対象企業 :ファスコ鶴、新生化学工業脚
コーディネータ:中小企業診断士 高島利尚氏

フジマネジメントシステム 代表 藤藪賢作氏

ファスコ爛

新生化学工

業爛
「ネットワークセキュジティの現状と動向」

西日本電信電話株式会社 森上秀樹氏

3月 8日 第4回例会

(講演会)

IT化事例研究
「事例研究対象企業の紹介」
「事例研究を行うに当たつての情報化 目的の設定や進め

方などの検討」
コーディネータ 高島利尚氏、藤藪賢作氏

工業技術総

合センター

35´旨
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⑥ 滋賀県酒造技術研究会

県内の清酒製造業者の酒造技術の向上を図るため、平成13年 6月 に設立しました。本会は、清酒製造業者よ

び関連する公設試などの機関で組織し、会員相互の研究、技術交流、市場情報の交換の場として勉強会、技術研

修会、および新製品開発検討会等をおこなっています。

現在の会員数は、企業会員24社、公設試関係者10名 です。

<活動内容>

「技術情報会」…・それぞれ専門の講師を招聘 して講習会を開催 しています。

(年間 1回程度 )

「技術研修会」…酒造関連の機器分析操作や微生物の取 り扱い技術を取得するため各種研修会

を企画し開催 しています。 (年間 2回程度 )

「新製品開発会」…新製品開発のための議論の場を設け新製品づくりを企画しています。

(年間 3回程度 )
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② 滋賀バイオ技術フォーラム
本フォーラムは、バイオテクノロジーに関連する企業および大学、公設試の研究者、技術者で組織し、産学

官相互の研究交流、技術交流、情報交換の場を提供するとともに、講演会、講習会、研究会および見学会等を

行うことにより、滋賀県におけるバイオテクノロジー関連産業の振興や、バイオベンチャー企業の創成、支援

を行 うことを目的として、平成 13年 4月 21日 に設立されました。平成 14年 3月 31日 現在の会員数は、

法人会員 52社、特別会員 (大学関係)36名 、特別会員 (行政関係)19名 です。

設立年度である平成 13年度には、運営委員会、講演会、見学会等次の事業を実施 しました。

実 施 日 事 業 名 事 業 内 容 (祝 要 ) 出席者 開 催 場 所

第 1回運営委員会 20名

総   会 設立総会 68名

第 1回例会 講 演 会

1)バイオ時代 と長浜バイオ大学の設置計画

滋賀バイオ技術フォーラム会長

大阪大学名誉教授    下西康嗣氏

2)バイオの潮流 と日本の対応 。関西の対応

(独)産業技術総合研究所 田口隆久氏

72名

平成13年

7月 4日

交 流 会 59名

つがやま荘

9月 5日 第 2回運営委員会 第 2回例会、第 3回例会の企画 13名 立命館大学

第 3回運営委員会 第 3回例会、第 5回例会の企画 14名10月 12日

第 2回例会 研 修 会

1)微生物由来アミノ酸アミドヒ ドロラーゼの構

造 と機能

立命館大学理工学部   若山 守氏

2)バイオインフォマティクスに基づくベンチャ

ーをめざして

立命館大学理工学部   藤 田典久氏

3)サル ES細胞の樹立と再生医学研究

―発生工学的手法の活用一

滋賀医科大学医学部   鳥居隆三氏

技 術 交 流 会 (ポスター発表 )

1)可溶性 トランスフォー ミンググロースファク

ター (TCF)受 容体を用いた腫瘍関連抗原特異的

細胞障害性Tノ ンパ球の機能の増強

滋賀医科大学医学部   伊藤 靖氏

2)プロテオミクスを用いた新規癌抑制遺伝子drs

の機能解析

滋賀医科大学医学部   井上寛一氏

3)微生物が生産するポ リアミノ酸 (ポ ヅリジ

ン)について

滋賀県立大学工学部   竹原宗範氏

51名

滋賀県

工業技術総

合センター
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開 催 場 所出席者事 業 内 容 (概 要 )事 業 名実 施 日

4)電子顕微鏡による構造解析受託サービス

爛花市電子顕微鏡技術研究所 花市佳明氏

5)PROTEIOSに よる高効率無細胞タンパク質合成

和研薬 (株)山 本昌治氏、朝田晃一氏

6)Ribonuclease Aの 構造安定性に及ばす温度・

圧力効果

立命館大学理工学部   川上泰広氏、

加藤 稔氏、谷 口吉弘氏

7)当社のLED照明装置について

(株)イ マック     澤田喜代一氏

8)ヨ ンの養分吸収能の遺伝的改良

―バイオテクノロジーを利用 した変異作出

技術の開発―

滋賀県農業総合センター  渡辺健三氏

9)遺伝子組み換え食品の検出法

滋賀県工業技術総合センター 白井伸明氏

44名
第 3回例会

35名

立命館大学

交 流 会

12月 14日

琵琶湖ホテ

ル

25名
第 4回例会12月 21日

左記 3機関19名見 学 会

1)財団法人大阪バイオサイエンス研究所

(吹 田市古江台6-24)

2)株式会社生物分子工学研究所

(吹 田市古江台6-23)

3)株式会社サン トリー 山崎蒸留所

(三島郡島本町山崎5-2-1)

第 5回例会平成14年

3月 15日
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(7)工業所有権

平成 18年度の保有状況は次のとおりです。

特 許  12件  (13年 度末保有件数 )

登録番号 登録 日 発 明 者 13年度の異動名 称

1717419 H 4,12.14 池田滋亜、

井上嘉明、

河村安太郎

井上紘一*

コンピュータヘの二次元入力装置

1782489 H 5, 8.13 松本 正、 荒木道郎*

上村一雄*、 平山政生*

大川直士*

水性処理剤の腐敗防上方法

1975561 H 7. 9.27 中村吉紀、 今西康博

上田 章*

切削工具用ダイヤモン ドの接合法

ろう付け方法 1979480 H 7。 10.17 中村吉紀、 松本徘三良

上條榮治*、 大柳満之*

上日 章*、 竹谷芳一*

2984238 Hll.9。 24 井上栄一、 出口 洋*

高畑 実*、 宮下豊勝*

非接触身長測定装置及びその補正方法

子113. 3. 2 河村安太郎、月瀬寛二

桜井 淳、 小)|1栄司

透明体の凹凸マーク読み取 り装置 3163535

取 得

栗

東

生澱粉またはタンパク質を分解 し得る微

生物を利用 したバイオリアクター及び排

水処理システム

3193007 H13. 5,25 前川 昭、 坂山邦彦

岡田俊樹*

蓄光性釉薬及び蓄光蛍光性陶磁器製品 1218840

(カ ナダ)

S62. 3,10 高井隆三、宮代雅夫

蓄光性釉薬及び蓄光蛍光性陶磁器製品 1428043 S63, 2.25 高井隆二、宮代雅夫

高井隆三、宮代雅夫 権利放棄

H14.3.20

蓄光性釉薬及び蓄光蛍光性陶磁器製品 4963441

(アメリカ)

H 2.10.16

1550176 I12. 3.23 宮代雅夫、高井隆三 存続期間満 了

H13.8.13

陶磁器、石膏型等の遠赤外線乾燥装置

1644035 H 4. 2.28 宮代雅夫、横井川正美透水性タイルの製造方法

2837766 H10。 10, 9 高井隆三、中島 孝

伊藤公一、黄瀬栄蔵

松本政明、正木孝樹 *

芳村亜紀子 *、 野田征雄*

エレクトロルミネセンス素子

取 得

信

楽

3273310 H14. 2 1 川澄一司、川 口雄司多孔質軽量陶器素地
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実用新案権   0件  (13年 度末保有件数 )

出願件数  24件

13年度の異動考 案 者登録 日番  号名 称

権利放棄

H13622
松本政甥、宮代雅夫平 6.9212032442セラミック板の成形型信

楽

備  考発  明  者出願 日名 称

前川 昭、松本徘三良、松川 進、

阿部弘幸、横井川正美、 大槻員一、

後藤義昭キ、月ヽ泉光恵*

H7.8.30リン酸イオン吸着特性を有 したゼオラ

イ ト含有物

前川 昭、松川 進、後藤義昭*、

川嶋宗継 *

H8.12.27リン酸イオンの除去剤、除去回収方法

野上雅彦、大谷哲也、小川栄司、

中島 孝、河村安太郎

H ll,3.30陶器 レングリングシステム

山下誠児、深尾典久、河村安太郎H ll.11.17伸縮 自在の中空拝 と操作アーム及びそ

の操作方法ならびに狭持具

佐々木宗生、小林琢磨*、 廣岡岳治*
H ll.9.27クロム遮光層を有するカラーフイルタ

ーガラス基板の再生方法

佐々木宗生、小林琢磨 *、 廣岡岳治*
H ll.9。 27

樹脂遮光層を有するカラーフイルター

ガラス基板の再生方法

川崎雅生、村上浩樹*
H 13 7.26回路基板の部品実装検査方法及びその

システム

取り下げ坪田 年、 今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治*、 青井芳史*

小林琢磨 *、  廣岡岳治*

H13.3.7カラーフイルターの製造方法

取り下げ坪田 年、 今道高志 坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治 *、 青井芳史*

小林琢磨 *、  廣岡岳治*

I1 13.3 7透明導電膜積層基板の製造方法

坪囲 年、今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、小林琢磨 *、 廣岡岳治*
H13.3.7カラーフイルター用ガラスフイルター

基板の再生方法

岡田俊樹斗、月、泉武夫 *

*(財)日 本発酵機構余呉研究所解散

により権利譲渡

H 9 4.23

栗

東

カホ
ヾ
チャシ

苺
ュース、カホ

゛
チャシロッフ

°
あえてバカホ

゛
チヤシュカ

゛

―並びにそれ らの製造方法

河村安太郎、高倉秀行 *、 森本朗祐 *、

小松康廣 *、 高山 茂*、 杉本仲一*、

鵜飼照雄 *、 橋本貴志*

H13,731テ・―夕収集方法並びにその方法の実施に

使用するテ―゙夕収集システム、太陽アレイ及び

蓄電装置

-69-



名 称 出 願 日 発  明  者 備  考

透明導電膜積層基板及びカラーフィル

ターの製造方法

H 143.7 坪田 年、 今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治*、 青井芳史*

小林琢磨 *、  廣岡岳治*

国際 出願

(PCT)

透明導電膜積層基板及びカラーフィル

ターの製造方法

H 14.3.7 坪田 年、 今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治*、 青井芳史*

小林琢磨 *、  廣岡岳治*

国際出願

(台湾)

カラーフィルターの製造方法 H14.37 坪田 年、 今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治 *、 青井芳史*

小林琢磨 *、  廣岡岳治

国内優先権

主張による

再出願

透明導電膜積層基板の製造方法 H 14.3.7 坪田 年、今道高志、坂山邦彦、

佐々木宗生、上條榮治半、青井芳史*

小林琢磨半、廣岡岳治

国内優先権

主張による

再出願

栗

東

画像処理検査装置の開発支援システム

及び開発支援方法

H14.3.29 川崎雅生、小川栄司

多孔質軽量陶器 H9,7_24 宮代雅夫、 西尾隆臣、高畑宏亮、

横井川正美、川 口雄司

無機発泡体の製造方法 I1 11.7.21 横井川正美、高橋洋一 *、 林 清孝 *

神岡毅志 *、 田邊幸雄*

セラミンクフイルター製造方法 H1229 今西康博、藤村喜久夫 *、 松本政明*

電磁波吸収体及びその製造方法 H 12.5.30 北澤敏秀 *、 宮代雅夫、冨増佳晴*

脇野喜久夫*

不焼成複合成形体及びその製造法 H 12.7.27 横井川正美、川 口雄司、高畑宏亮

発泡飲料用容器 H 125.24 高井隆二、中島 孝、高畑宏亮

大谷貴美子 *

信

楽

大気冷却用ユニット装置及び大気冷却

用装置

H13.11.22 今西康博、川 口雄司、中島 孝

*は職員以外
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特許権等の実施許諸 6 件

発 明 の 名 称 実施許諾者 契約 日 実施許諾期間 備  考

回路基板の部品実装検査方法及び

そのシステム

栄立電機 (株 ) H12.11.30 H12121～ H1411.30 出願 中

栗
　
　
東 切削工具用ダイヤモン ドの接合法 (株 )日 新夕・イヤモント・

製作所

I113.3 19 H13.4 1 ハΨ H15.3.31 特許権

多孔質軽量陶器 (株)カネキ製陶所 H12.12.20 H1212.20～ H1412.31 出願 中

発泡飲料用容器 (株)陶光庵 H12.12.25 H13.1.1～ H14.1231 出願 中

発泡飲料用容器 宇日清 H13118 H13. 120-H15。  1.19 出願中

信

楽

発泡飲料用容器 (株 ) 三彩 H13.131 H13 2. 1 -H15. 1.31 出願中
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4.人材育成

(1)窯業技術者養成事業

本事業は、県内窯業技術の振興を図り、陶器業界の経営改善に資するために必要

な窯業技術者の養成を行つています。人材難といわれる中、産地の活性化につなが

るとして、ますます業界の期待が高まっています。

① 平成13年度の修了生

研 修 生 氏 名 専 攻 科 目 進   路

木村  真希子 大物ロクロ

河ヽ考争田 i聞 // 常滑市立陶芸研究所

西尾  竜也 ク 美杉 (株 )

伊藤  栄傑 小物ロクロ 14年度研修生 (釉薬 )

武藤  康子 // 八田窯

高来  令意子 // 白道窯

丹治  久美子 // 連月 (株 )

清水  香 釉    薬 馬酔木窯

中井  信宏 ク 山弁製陶所

首藤  有子 ク 古谷製陶所

笹山  晃 // 釉陶 (株 )

谷   教子 素地焼成 14年度研修生 (釉薬)

藤木 三 園 // 14年度研修生 側ヽ物ロクロ)

保井  可愛 デザイン 陶芸の森嘱託員

② 平成14年度研修生選考について

平成 13年度滋賀県窯業技術者養成研修実施公告平成 13年 12月 3日

平成 14年 1月 28日 (月 )～ 2月 8日 (金)願書受付

2月 14日 (木)選考試験

2月 27日 (水)選考委員会

3月  4日 (月 )合格発表

31名 の応募があり、その中から15人を選考

2人 小物ロクロ成型科 6人大物ロクロ成形科

釉薬科 4人 素地焼成科  1人 デザイン科 2人
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期   間氏  名大 学 名実 習 テ マ

中村 淳 13,8。 27-13。 9,14龍谷大学理工学部鋼材のね じりにおける試験 と有限要素

法解析結果の比較について

須田昇嗣

須田明博

精密計測データの二次元CADへ の入

力 と応用

〃橋爪清人

栗

東

山田 洋次

山藤 一紀

信
　
　
楽

セラミックスの物理特性試験

(2)研究生等の受け入れ

(3)信楽窯業技術試験場研修生OB会

当試験場の研修修了者で構成し、窯業技術の向上と産地の活性化を目的に設立され

ています。

信楽陶器祭に合わせて、「信楽窯業技術試験場研修生③B展」を開催しました。

会場では、出品物を対象にアンケー ト調査を実施し、消費者の好みや購買傾向等に

ついて、年代別 。男女別に集計を行い、各出展者に資料提供しました。

期 間

会 場

出展者

出品数

入場者数

平成 18年 7月 27日 (金)～ 29日 (日 )

信楽伝統産業会館

25 人

37 点

1, 500人
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5.情報提供等

(1)刊行物の発行

①技術情報誌

「テクノネットワーク」

工業技術総合センターの「産学官研究会活動」、「試験研究機器紹介」をはじめ、技術解説

や研究紹介をする「テクプレビュー」、そのほか「研修・セミナーのお知らせ」、「センターニ

ュース」等企業に役立つ情報の提供に努め、県内企業および関係機関、団体等に配布しました。

号 数 発 行 月 発行部数

66

67

68

69

平成 13年  5月
平成 13年  8月
平成 13年 11月

平成 14年  2月

2,500 増部

2,500 常部

2,500 増部

2,500 増郡

「陶」

信楽窯業技術試験場が実施 している事業の成果や様々な窯業関係情報を県内窯業関係企

業、関係機関・団体へ配布 しました。

号 数 発 行 月 発行部数

15 平成 13年 11月 1,000 椙邪

②業務報告審

平成 12年度の工業技術総合センター業務活動の年報として、第 14号を発刊しました。内容

は、業務概要、施設、設備、組織、予算等を中心にまとめたもので、主に行政・試験研究機関、

関係団体等へ配布しました。

号 数 発 行 月 発行部数

15 平成 13年 11月 600 指部

③研究報告書

県内企業への技術移転を目指した応用研究を主軸に、併せて先導的な研究実施を目的とする「工

業技術総合センター研究指針」にもとづき、メカ トロニクス応用の自動計測システムの研究、複

合材料の評価に関する研究等に取り組んでいますが、これら研究成果を広く県内企業に普及する

とともに、技術指導等の基礎資料としての活用を図るため、平成 12年度研究報告としてとりま

とめ、主に行政・試験研究機関・関係団体等へ配布しました。

号数 発行月 発行部数

15 平成 13年  8月 600  常部

④その他の広報関係案内物

当センターの利用促進を図るため、「設備機器使用料・試験分析手数料の案内」を作成 し、セ

ンターに常備して利用者の便宜を図りました。
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(2)研究成果報告会

県内企業に対し、平成 12年度に実施した研究開発の成果を発表しました。

◆平成 13年 11月 17日 (金)13時 30分～ 17時

・会  場

・聴講者数

。発表内容

<研究発表題 目>

1。 次世代対応陶製品の開発研究

2.セ ラミックス系複合材料の研究

3.機能性傾斜材料の研究

4.多孔質陶器による水質浄化機能の研究

5.窯業系廃棄物の再生技術に関する研究

6.発砲飲料容器の開発

◆平成 14年 1月 30日 (水 )

・会  場  工業技術総合センター大研修室

・参 加 者  44名
・発表内容

<研究発表題 目>

1.研究概要について

2.画像処理を応用 した多目的検査システムの開発

3.円形歯車を用いた往復圧縮機の開発

4.極限環境に生息する微生物から得 られた丈夫な酵素

5.酵素法による植物油のバイオデイーゼル燃料への変換

信楽窯業技術試験場 2階会議室

33名  (参加事業所数 16社 )

<発表者 >

西 尾 隆 臣

横井川 正 美

宮 代 雅 夫

中 島  孝

川 澄 一 司 慎北部I業技術センタい)

高 畑 宏 晃

<発表者 >,

河村安太郎

川崎雅生 (新産業振興課)

酒井一昭

白井伸明

松本 正

(3)全国陶磁器試験研究機 関作 品展「陶 &くらしのデザイン展 2001」

全国の公設試験研究機関における多様な研究の中から、主に陶磁器による生活用品のデザイン・

試作研究ならびに技術開発研究の成果を一堂に集め展示公開。それらの成果を手と日で実感し、さ

らに試験研究機関の発信するデザインや技術が生活を潤し、かつ産業の活性に寄与している姿を広

く一般に知らせることを目的として1964年 より毎年開催されています。

後  援 :

参加機関 :

出品作品 :

受  賞 :

(財)日 本産業デザイン振興会、 (財)日 本陶磁器意匠センター、 (社)日 本セラミック

ス協会、日本陶磁器産業振興協会、日本陶磁器工業協同組合連合会、 (財)日 本陶磁器

検査協会、全国モザイクタイルエ業組合、 (財)陶工会、日本陶磁器デザイン協会、名

古屋市

全国の国公立試験研究機関 17機関

「再生植木鉢」「不焼成植木鉢」「ガーデンテーブル&プ ランター」 3種 8点を出品。

「ガーデンテープル&プランター」に対し 日本セラミック協会賞を受けました。

(選評) 地場技術を生かした大物陶器の追求にこだわりかつ、新しい用途開発が評

価できる。
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作品展 信楽窯業技術試験場コーナー

会期 。会場・入場者数

名古屋展  平成

四日市展  平成

信楽展展  平成

瀬 戸 展  平成

岐 阜 展  平成

常 滑 展  平成

北海道展  平成

全会場入場無料

19日 ～  6月 24日

27日 ～  7月 29日
5日 ～  9月 24日

17日 ～ 10月 19日

20日 ～ 10月 22日

3日 ～ 11月  4日
17日 ～ 12月  9日

名古屋市民ギャラリー 8F 568名
ばんこの里会館      876名
信楽伝統産業会館    1607名
瀬戸市民会館       863名
セラ トピア土岐      391名
常滑西小学校屋内運動場  1242名
江男町市セラミックアートセンター     672名

1

1

1

1

1

1

1

3年

3年

3年

3年

3年

3年

3年

6月

7月

9月

10月

10月

11月

11月

(4)講演会の開催

◇平成 13年 11月 22日 (木 )

テーマ  石膏の特性および廃石膏型 の処分について

講 師  河村誠氏 サンエス石膏株式会社事業開発室長

場 所  信楽窯業技術試験場

聴講者  20名

◆平成 14年 1月 30日 (水 )

テーマ  産学官連携 と大学発ベンチャーの立ち上げ

～新産業創出のキーとしてのマイクロ 。ナノマシンテクノロジー～

講 師   杉山 進氏  立命館大学理工学部ロボティクス学科教授

場 所   工業技術総合センター 大研修室

聴講者   44名
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(5)商工観 光労働部公設試験研究機 関IT化推進委員会

商工観光労働部内の試験研究機関 (当 センターおよび東北部工業技術センター)が共同で運用する

「滋賀県中小企業支援情報ネットワーク」および同ネットワーク上で稼働するホームページや業務処

理システムなど各種アプリケーションシステムの適正運用を図るため、平成 13年 10月 よりIT化

推進委員会を設け、システムの運用調整や情報交換を行つています。

(6)ホームページによる情報提供

当センターの事業内容の紹介をはじめ、各種セミナー 。技術講習会等の案内をホームページにて提

供しました。また、情報検索サービスとして、整備 した試験研究用設備機器および技術関係図書のデ

ータベースを随時更新して最新の情報を提供しました。

(7)産業支援情報メール配送サービス

当センター、東北部工業技術センター、 (財)滋賀県産業支援プラザ、 (社)発明協会滋賀県支部

および商工労働部内の関係 3課が共同で、平成 12年 8月 からサービスを開始しています。従来から

県内の企業に対しては、技術情報誌やダイレクトメールにより各種の情報を届けていましたが、この

サービスはこれまでの方法と並行して、セミナー・研修および講習会などのイベント情報や、産業振

興施策に関する情報を、予め登録されたメール配送希望者に電子メールでタイムリーに届けるサービ

スです。随時登録を受け付け、登録人数の拡大に努め、平成 14年 3月 末の登録数は242と なつて

います。

(8)工業技術情報資料等の収集 L提供

工業技術に関する図書、雑誌および資料を備え、県内企業等に広く活用してもらうため、(財 )滋

賀県産業支援プラザに委話して閲覧・貸出・複写サービス業務を実施しました。

所有図書

図    書

雑    誌

日本工業規格 (」 IS)

約 11, 000冊

約   100種 類

全 部 門

利用者

閲覧サービス利用者

貸出サービス利用者

複写サービス利用者

合  計

515名
177名
191名
883名

情報検索

」OIS
PATOLIS

(財)滋賀県産業支援プラザにて運用)

(社)発明協会滋賀県支部にて運用)

(9)見学者 等の対応

開設以来、施設、機器、運営等について、海外を含め、県内外からの技術者、経営者、行政関係

者等の多数の視察、見学があります。

平成 13年度の見学者は、490名 でした。
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(10)報道関係機関への資料提供

掲載紙等 掲載 日資料提供 日 内 容

13. 4.25

13. 4.26

13.  5,  1

13. 5,10

13, 4.24 滋賀バイオフォーラムの会員募集 日経新聞

京都新聞

日刊工業新聞

朝 日新聞

平成 18年度デザイン連携事業の実施およびテーマ

募集

京都新聞

日経新聞

13. 5,10

13. 5,12

13.  5,  9

中日新聞

日刊工業新聞

読売新聞

京都新聞

13. 6.20

13. 6.20

13. 6.22

13. 6。 20

18, 6.13 滋賀県酒造技術研究会

中日新聞

産経新聞

日本経済新聞

13, 6。 19

13, 6.19

13, 6.22

13. 6.18 平成 12年度デザイン連携事業の成果

日刊工業新聞

朝 日新聞

京都新聞

日本経済新聞

13. 6.27

13. 7.11

13. 6.27

13。  6.23

13. 6.25 ものづくりIT研究会の会員募集

13。  9.  5 ものづくりIT研究会平成 18年度総会および設立

記念講演会の開催

13.10. 5 滋賀′ミィォ技術フォーラム第 2回例会の開催

日本経済新聞 13。 12。 1313.12.11 地域産業情報支援システムによる遠隔研修の実施

(IT推進課 。新産業振興課より資料提供)

14. 1. 9朝 日新聞14. 1.21 平成 13年度特別講演および研究成果報告会の開催
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6.その他

(1)技術開発室の管理運営

本県では、たくましい経済県づくりを県政の柱に、活力に満ちた新産業の創出支援に取 り組んでいますが、
その一環 として企業の技術力の向上、新産業分野の開拓、さらにはベンチャー企業等の起業化を促進するため、
平成 11年 2月 に当センターに企業化支援棟を設置しました。

この企業化支援棟には、技術開発室 7室 と電波暗室 (31n法)と があり、県内企業の技術開発 と産業の振興
を目的としています。特に、技術開発室は研究スペースを賃貸することにより、独自技術の開発や新製品開発
に積極的なフロンティア企業や新規開発業者を育成支援するもので、 13年度の入居状況は次のとお りであり
積極的な活用が行われています。

① 技術開発室設備
電 気 設 備

給」F水設備

LPガ ス

電 話 設 備

空 調 設 備

防 犯 設 備

昇 降 装 置

床 荷 重

単相 100V・ 3相 200V

各室内に流 し台設置

各室内に取付口設置

各室内に端子盤 (外線 2、 内線 1回線)設置

個別エアコン設置

警備保証会社連動による防犯方式

機器搬入エ レベータ 1機

1階 9.8kN/m2(1000kgf/m2)
2階 4.9kN/m2(500kgf/m2)

② 使用者の要件

県内において事業を既に行つている者あるいは開業をしようとする者であつて、創業、新分野進出ま
たは新技術開発を志向し、具体的な研究開発計画を有する者および知事が適当と認めた者

③ 使用料

技術開発室 階 面  積 使用料 /月

1 号室 51 m2 91,800 円

2 号室 50 m2 90,000 円

3 号室

1階

50 m 90,000 円

4 号室 51 m2 91,800 円

5 号室 50 m2 90,000 円

6 号室 50 m 90,000 円

7 号室

2階

42 m 75,600 円
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(2)知的所有権センター管理運営

知的所有権センターは、従来特許等の工業所有権情報の閲覧サー ビスを行つていました地方閲覧所につい

て、その機能強化 とともに整理・統合をはか り、各都道府県が主体となって地域の技術開発に活用されるよう

積極的に工業所有権情報を提供する機関として改組 されたものです。

滋賀県では平成 9年 6月 4日 に特許庁より、工業技術総合センターにおいて知的所有権センターの認定を受

け、社団法人発明協会滋賀県支部とともに管理運営しています。工業所有権情報の閲覧サービス等を行つてお

り、平成13年度は次の業務を行いました。

① 公報関覧事業

閲覧件数 。複写枚数

特許電子図書館 紙 媒 体 公 報
種別

専用端末 インターネット

CD一ROM

公 報 特・実 意匠・商標等 索引。抄録等
合  計

閲覧件数 1,031 36 196 4 1,269

複写枚数 41,757 233 2,180 0 0 0 44,174

② 特許情報検索に関する指導。相談事業
一般の利用者が必要な情報をノ、手し、より効率的に活用できるように、工業所有権情報のより有益で

付力日価値のある活用方法や特許情報検索に関する指導相談を行いました。

来 室 電  話 文 書 計相談者数

271件 667  中牛 10件 948件

③ 特許電子図書館普及事業
特許庁がインターネット上で公開している 「特許電子図書館」 を有効活用するために、特許電子図

書館情報検索ア ドバイザーが常駐 し、次の事業を行いました。

事業名 件数・回数 参加者数

来所者検索指導 365 名

説明会の開催 26 回 231 名

訪問相談 28 回 154 名

その他普及事業 ホームページに検索 トピックス掲載

④ 特許流通支援事業
平成 13年度から始めた事業で、特許流通ア ドバイザーが 7月 に着任 し、開放特許をはじめとするラ

イセンス用意のある特許を産業界、特に中小ベンチャー企業に円滑に移転・流通 し、実用化を図るため

の推進支援を行いました。

訪間企業数 123 件

企業ニーズ把握数 25 件

提供シーズ数 16 件

成約件数 2件

-80-



(3)IS014001の 取り組み

① IS014001環境マネジメントシステムの構築

国際標準化機構 (ISO)が 定めた環境保全に関する国際規格である環境マネジメン トシステム ISO
14001の 審査登録を、平成 9年度都道府県レベルで初めて取得 しました。その後、平成 11年度に滋

賀県の環境マネジメン トシステムに統合 しました。概要は次のとお りです。

(ア)取得機関  滋賀県工業技術総合センター

(イ)取 得 日  平成 10年 3月 6日 (金 )

(ウ)認証機関  財団法人 日本品質保証機構

(工)経  緯

環境保全に関する国際的な関心の高まりのなか、 IS014001規 格の審査登録することは国

際的な取引条件の一つとして企業の経営に不可欠な要件 となってお り、県内中小企業にとつてもを

審査登録する必要が高まっていました。

環境こだわり県である滋賀県としても、工業技術総合センター自らが審査登録することによリノ

ウハウを蓄積 し、県内企業の IS014001環 境マネジメン トシステム構築支援に生かすことと

しました。

1)平成 8年 11月
2)平成 9年  7月
3)平成 10年  2月
4)平成 10年  3月
5)平成 11年 11月
6)平成 12年  1月
7)平成 12年  1月

日

日

日

日

日

３

６

７

４

５

１

　

　

１

２

２

システム構築作業開始

システムの運用開始

審査を受ける

審査登録を受ける

滋賀県の環境マネジメン トシステムが運用開始

当センターの環境マネジメン トシステムを廃止

滋賀県の環境マネジメン トシステムに当センターのシステムを統合

② 活 動

滋賀県庁環境マネジメントシステムのもと、滋賀県庁環境マネジメントマニュアルおよび滋賀県工業技

術総合センター環境マネジメン トシステム運営要領により下表の活動を実施 しています。

工業技術総合センターの環境マネジメン トシステム

担  当指示文書 記  録環境管理項 目 内  容

担当者運用要領 會輩言震警
室等使

看警雷褒脅箋籍
実験室等の管理

担当者運用要領
嚢

境関連設備点検
覇要震連機器

の定辱拝電爵ど欝簿
の保

廼擢姿呼霊轟防規担当者 (機能材料G)
警藝線関連機器

の
勝疑縫障害予放射線関連業務

担当者 (機能材料G)
露響轟霜示馨薬品受払簿薬品の取扱、管理

譲
揮
発
蓮
量
務

薬品取扱業務

日常点検簿 委託業者 (管理G)センター」F水の処理 乗厄霊霜ホ讐センター廃水処理

委託業者 (管理G)排水分析記録簿排水の分析、評価 運用要領センタ粥 F水分析

委託業者 (管理G)運用要領 日常点検簿
,ぅチ称響軽転、重油窪属螺諺義動写

~関

抄F力

゛
ス分析記録簿 委託業者 (管理G)運用要領ホ

゛
イラー」Fガスの分析 りF力

゛
スの分析、評価

籐落
。振動測定記委託業者 (管理G)運用要領騒音・振動の測定 甲慕描振動

の測定

委託業者 (管理G)マニュフェス ト産業廃棄物の処理 運用要領産業廃乗物の処理

全員 (管理G)蚕鼻犠撃晃杵攀建評
クリーンオフィス滋賀

,;it;与き芝鑑
'サ

庭

曼

機能材料G
嚢境配慮状況評価

姿霜謀指警携逸麿携多
る柔是驀排研究驀境保全研究

の実

霧森春拝興課(機能
嚢

境配慮状況評価予算書

環
境
目
標

I S 014001の 推進
義鳥皇接

001の認証
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③普及啓発活動

県下企業、特に中小企業のIS014001環 境マネジメントシス>ム を支援するために以下の支援事業
を実施 しています。

(ア)ISOセ ミナー

平成 18年度は環境マネジメン トシステム構築および運営に必要事項別の講義 (専門的な解説)な ど
のセ ミナーを (財)滋賀県産業支援プラザと共催で以下のように実施 しました。

実施内容  : 規格の解説、ライフサイクルアセスメン トなどセ ミナー等 21回開催
参加者数  : 平成 13年度参加者数 :1,130名

(平成 9年魔よりの累計 68回  5,10o名 )

(イ )個別相談

個別の相談業務
。当センター職員による相談業務
・ ISO相 談員による相談業務

(ウ ) IS014001環 境マネジメントシステム構築解説書出版
IS014001環 境マネジメントシステムの構築をめざす中小企業を対象に、滋賀県工業技術総

合センターと松下電器産業株式会社エアコン社は、従来に比べてシステム構築の工数や登録費用を大
幅に軽減するグループ取得法を開発しました。
本書は、 ISo14001の 審査登録をグループ取得した実際の事例を基に、最小限の基本文書で

システムを構築するためのノウハタを簡潔 。明瞭に公開しました。
予備知識なしでもすぐ活用できる、環境マネジメントシステムの構築から審査登録後までの実践書で
す。

本書の特徴
。審査登録費用が大幅に削減できるグループ取得の方法を紹介。
・実際の構築手順にそって解説しているので予備知識なしでも活用できる。
・グループ取得、単独取得いずれでも対応可能な手順を解説。
。すぐ使える「環境マニュアル」「基準書類」(24文書)を全文掲載。

書籍名 :「 IS014001す ぐに使える中小企業の環境 ISO実例」
松下電器産業株式会社エアコン社・滋賀県工業技術総合センター 編
日科技連出版社 B5判  416頁  定価 :4, 300円
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(4)科学技術セミナー日技術研修の支援

(財)滋賀県産業支援プラザが人材育成を目的として実施 している科学技術セ ミナーおよび技術研修は長年

の蓄積により、県内企業に対して大きな成果を上げています。これ らのテーマ設定、カ ジキュラム作成、研修

事前準備および実習については、工業技術総合センターも積極的に支援を行つてきてお り、平成 13年度にお

いてはつぎのとお り支援を行いました。

① 科学技術セミナー

回 開催 日 ア マ

121 13. 5. 5 3次元 CAD/CAMへ の挑 戦

122 13.  8.  1 成功する商品開発の進め方

123 13.10,17 中小企業の IT戦略

新世紀のバイオ技術124 13.11.22

材料・加工技術の変貌 とすノテクノロジーヘの期待125 13.12.19

14. 2.22 ジサイクル社会への対応126

② 技術研修

開催時期 日数 講   座   名NO

1 5月 ヘン6月 9日 C言語プログラミング技術講座

2 5月 ～ 6月 6日 金属材料 と熱処理技術講座

3 6月 6日 二次元CAD/CAM入 門講座 (1)

4 8月 ～ 9月 6日 CAE入 門講座 (1)

5 10月 ～■月 6日 プラスチック射出成形加工技術講座

6 11月 7日 DNCシ ステム構築のための Visual Basicプ ログラ

ミング技術講座

7 8月 ～ 10月 15日 情報ネ ットワーク技術講座

8 2月 4日 CAD/CAM先 端技術講座

9 1月 5日 データの解析・評価 。活用技術講座

10 12月 10日 二次元CAD/CAM入 門講座 (2)

11 1月 3日 CAE入 門講座 (2)

食品技術講座12 3月 3日

-83-



(5)産業技術研究助成事業

(新エネルギーロ産業技術総合研究機構提案公募型事業)

新エネルギー 。産業技術総合研究機構が公募 しました平成 18年度産業技術研究助成事業について

当センター職員が提案 した研究テーマが採択され、助成金の交付を受け研究事業を行っています。平

成 15年度まで 3年間にわたる研究事業であり、その概要等はつぎのとお りです。

① 事業概要

事 業 名 産業技術研究事業

テ ー マ 木材から機能性材料を作るための白色腐朽菌由来ラジカル反応の機構解明と応用

研 究 者 代 表 者

研究分担者

研究分担者

白 井 伸 明

渡 邊 隆 司

岡 田 俊 樹

滋賀県工業技術総合センター主任技師

京都大学木質科学研究所教授

滋賀県工業技術総合センター主任技師

実施機関 滋賀県工業技術総合センター

京都大学本質科学研究所

実施期間 平成 13年 9月 1日 ～平成 16年 3月 81日

研究概要 我々の消費する資源・エネルギーの多 くは石油にたよつているが、今後も継続

可能な産業構造を構築するために、生物資源 (バイオマス)を活用することが望

まれている。生物資源の中でも木材を古来より大規模に栽培、利用 してきた。 し

かし、その利用法にはまだ改善の余地がある。例えば、紙を作るためには重量の

20-30%を 占める接着層 ヅグニンを除くが、このとき大量の薬剤による高温

処理が行われ、しかも排出した リグニンは焼却 されている。 しかし、 ジグニンを

適切に分解するとフェノール成分や抗酸化剤などの機能性材料が得 られると見込

まれ、パルプエ業のエネルギーおよび薬剤使用量の低減 と同時に、再生可能資源

からの化学品の製造が可能となる。

そこで、白色腐朽菌など森の微生物が強力な ラジカル反応によリリグニンを

分解する際の関連物質の同定など分子機構を解明することで、紙や繊維産業での

省エネルギー、環境負荷低減、漂白、本材からの化学品製造技術、有害物質の処

理などに応用できる生物的ラジカル反応の基礎研究を行 う。
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② 助成費決算(平成13年度)

助成金の額

経費区分 直接経費

間接経費

③ 購入機器

19,201,

14, 770,

4,431,

000 円

000 円

000 円

(単位 :円 )

経 費 区 分 決  算  額 適 用

直接経費計 14, 771, 090

受入派遣費 749, 535 研究補助者 3名

機器設備費 191, 950 多検体成分分析装置

微生物 ドラフ ト

その他

旅 費

材料費等

その他経費

1 82 9 605

204, 012

1, 615, 593

10,000

聞接経費 4 43 000 当センタい予算 として執行

助成金合計 19, 201, 000

機  器  名 規   格 金  額 取得 日

多検体成分分析装置 モレキュラーテバ
｀
イス4■

営争ノとマイクロフ
°
レート,―夕―゙

9,795,450円 14.3.14

微生物 ドラフ ト 三洋電機 (株 )

,ヽ

゛
イオアヽサ―゙ド対策用キャドネット

MコI〕-130AJ

1,396,500円 14.3.22
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と
な
る
が
（
酵
素
は
繰

り
退
し
使
用
で
き
る
利
点
Ｊ

あ
る
弓
コ
ス
ト
全
体
で
は
、

あ
ま
り
差
は
な
い
」
と
い
う
。

大
阪
市
立
工
業
研
究
所
な
ど

で
も
研
究
し
て
い
る
が

，
笑

用
佑
は
さ
れ
て
い
な
い
、
一

実
験
用
ミ
ニ
プ
ラ
ン
＋
は

に
完
成
。
す
で
に

Ｂ
Ｄ
Ｆ
を
製
造
し
て
お
り
、

本
正
工
学
博
士
は
・

験
を
重
ね
る
と
と
も
に
、
一ゴ

ス
ト
を
引
き
下
げ
る
研
究
を

続
け
た
い
」
と
話
し
て
い
る
”

韓瞬胤勲競効雌↑鶉つ講
BDF普 及へ設置された実験用ミニ

プラン トと、製造された BDF
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平成 14年 4月 17日  日刊工業新聞

露

鰯

鯵

ｋ

都
心
の
ビ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
化
銹
止
が
大
き
な
政

策
課
題
に
な
り
つ
つ
あ
る
。
自
動
車
の
増
加
や
オ
フ

ィ
ス
ビ
ル
、
マ
ン
シ

ョ
ン
の
増
加
な
ど
で
排
熱
が
増

え
健
康

へ
の
影
讐
も
心
配
さ
れ
る
と
あ

っ
て
、
自
治

体
の
中
に
は
星
上
緑
化

へ
の
取
り
組
み
を
強
化
す
る

動
き
が
目
立
ち
始
め
た
。
兵
藤
県
ほ
屋
上
緑
化
を
義

務
づ
け
た
条
例
を
１０
月
か
ら
施
行
す
る
。
条
例
化
は

東
京
都
に
次
い
で
２
番
目
だ
。

勤
制
度
と
融
資
制
度
。

「
都

０

万
円
を

限
度

に
糖
助

す

市

緑

化

促
逸
事
業

箱
助

」

る
。
要
件
と
し
て
は
利
用
可

は
、
建
築
面
積
１
０
０
０
平
　
能
な
屋
上
面
積
の
２。
％
以
上

方
房
以
上

の
建
築
物
が
対
象
　
を
緑
化
す
る
ケ
ー
ス
と
し
、

新
設
の
建
物
は
公
開
性
を
も

つ
施
設
と
し
た
。

「塞
上
緑

化
信
金
融
資
制
度
」
は
中
小

企
業
者
が
対
象
で
初
年
度
と

兵
庫
県
の
施
策
の
柱
は
補
　
で
経
費
の
３
分
の
１
、
２
０
　
１
、
ヤ
マ
モ
モ
な
ど
２９
種
類
　
“

0上③

億
円
、
２
年
目
以
降
ほ
５
億

円
の
融
資
が
目
標
。
同
時
に

県
施
設
を
モ
デ
ル
的
に
緑
化

す
る
計
画
で
、
本
庁
舎
の
２

号
館
と
生
活
科
華
研
究
所
で

ま
す
実
施
す
る
。

大
阪
府
は
な
日
に
府
庁
本

館
で
屋
上
庭
園
の
モ
デ
ル
事

業
を
開
始
し
た
。
ク
ロ
ー
パ

の
糖

物
が
植

え
ら

れ

て

い

る
。　
一
般
公
開
も
行
い
初
日

は

２
０
０
人
近

く
が

訪
れ
　

ゃ

た
。
栞
境
農
林
水
産
部
縁
墜

綺
室
の
中
尾
俊
也
氏
は

「
ビ

　

・

ル
の
オ
ー
ナ
ー
な
ど
に
見
学

　

・

し
て
も
ら
う
こ
と
で
導
入
の

契
機
に
な
れ
ば
」
と
い
う
。

１０
年
度
ま
で
に
市
街
化
区

域
の
繰
被
率
を
再
％
ま
で
高

め
る
計
画
だ
が
、
都
心
で
は

ス
ペ
ー
ス
が
な
い
た
め
９８
年

度
に
９

，
２
％
だ

っ
た
緯
較

率
を
上
げ
る
一す
穀
と
し
て
屋

上
緑
化
に
大
き
な
期
待
を
寄

せ
て
い
る
。

９４
年
度
か
ら
対

象
事
業
質
の
２
分
の
１

（
上

跛
２
０
０
０
万
円
）
ま
で
の

助
成
事
業
を
始
め
て
お
り
共

縦
は
１６
件
．
こ
こ
２
年
は
４

件
ず

つ
実
施
し
た
。

今
年
度
は
″
睡
上
様
化
促

達
検
討
会
″
を
設
置
し
学
識

着
を
交
え
て
大
阪
に
通
し
た

モ
デ
ル
を
提
案
す
る
．
ビ
ル

の
新
四
な
ど
に
合
わ
せ
た
３

パ
タ
ー
ン
を
考
え
て

「
０３
年

末
ま
で
に
大
阪
ス
タ
ン
ダ
ー

ド
を
開
発
し
た
い
」

（
中
尾

氏
）
と
い
う
。

京
都
市
で
は
古
都

の
環
線

保
護
の
観
点
か
ら
建
築
基
準

に
厳
し
い
制
約
が
諜
せ
ら
れ

て
お
り
、
竪
上
緑
化

（、
の
取

り
組
み
が
運
れ
て
い
る
。
約

１
万
ｂ
０
０
０
紗
の
市
衡
区

域
の
う
ち
Ｓ
割
に
相
当
す
る

約
９
０
０
０
紗
が
景
観
保
護

の
対
象
に
指
定
さ
れ
、
衡
並

み
と
の
調
和
を
図
る

４
勾
配

屋
根
」
を
採
用
す
る
よ
う
義

務
お
け
て
い
る
。
市
建
設
局

緑
政
課
の
小
林
義
樹
課
長
は

「
屋
止
緑
化
よ
り
も
景
観
保

護
を
優
先
す
る
考
え
方
が
強

い
」
と
指
摘
す
る
。

こ
の
た
め
最
観
保
護
を
管

轄
す
る
都
市
計
画
局
と
経
化

雑
遊
を
担
当
す
る
建
設
局
、

環
境
局
の
担
当
者
ら
が
集
ま

り
昨
年
１２
月
に
共
同
の
研
究

部
会
を
発
足
し
た
。
そ
の
成

果
ほ

徐

々

に
現
れ

つ
つ
あ

る
。
４
月
に
開
設
す
る
市
囃

境
保
全
活
動
セ
ン
タ
ー
で
は

躍
上
に
緑
化
ス
ベ
ー
ス
を
設

け
啓
発
活
動
を
行
う
ほ
か
、

７
月
に
新
設
す
る

「
西
京
極

総

会

運

動

公
園

プ

ー

ル
施

設
」
で
は
プ
ー
ル
屋
上
な
ど

約
２

，
７
つ
の
ス
ペ
ー
ス
の

大

半
を
繰

地

に
充

て
る

。

「
今
後
新
設
す
る
公
共
施
設

に
は

で
き
る
限
り
屋
上
緑
化

の

発

想
を

取

り
入
れ

て

い

く
！〓
と
話
す
。

厳
賀
県
の
信
楽
窯
業
技
術

試
験
場
は
Ｌ
Ｉ
ト
ア
イ
ラ
ン

ド
対
策
と
地
元
の
信
楽
焼
の

振
興
か
ら
９．
年
度
か
ら
２
年

計
画

で
展
上
緑
化
の
研
究
を

送
め
て
い
る
。
保
ホ
性
を
持

つ
陶
器
の
植
本
鉢
を
ｒ
ル
の

屋
上
な
ど
に
配
置
し
て
、
屋

上
緑
化
と
屋
上
床
面
の
説
度

上
昇
を
防
止
す
る
も
の
。

昨
年
実
施
し
た
テ
ス
ト
で

は
床
面
温
度
が
４０
数
度
Ｃ
か

ら
拗
数
度
Ｃ

へ
１０
度
も
下
が

っ
た
。
工
重
構
造
を
し
た
補

本
鉢
の
下
部
に
た
ま

っ
た
水

が
鉢
全
体
に
つ
た
わ
り
、
表

面
か
ら
の
気
化
繰
に
よ

っ
て

周
辺
の
温
度
が
下
が
る
と
５

１
６
月
に
か
け
て
試
験
場
の

農
上
を
利
用
、
ス
タ
ン
ド
に

は
い
た
補
本
鉢
で
成
果
を
確

認
す
る
こ
と
に
し
て
い
る
。

― ―
 |｀ 十 111

兵
庫
県
義
務
化
の
条
例

１０
月
施
行

大阪府府庁本館でモデル事業
京都府古都景観 との調和考慮

滋賀県信楽焼振興と併せ移r究
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平成 13年 7月 5日  中日新聞

パ イ オ技 術 の 交流 を 目揺 す滋翼 バ イオ技 術 フ ォー ラ ムの 設立 盤 会 =守 山市で

藤盤
鱗
研
修
や
視
察
し
交
流

県
内
を
中
心
に
し
た
パ
イ

オ
関
連
の
企
業
や
研
究
機
関

な
ど
産
官
学
の
百

一
社

・
人

に
よ
る

「滋
翼
パ
イ
オ
技
術

フ
オ
ー
ラ
ム
」

が
四
国
【
守
山
市
の
つ
が
や

ま
議
で
あ
っ
た
。

県
内
に
は
区
纂
品
や
食
品

な
ど
の
パ
イ
オ
関
連
産
業
が

約
二
百
社
あ
り
、
全
国
で
も

有
数
の
集
穣
地
と
な
っ
て
い

る
。
長
浜
市
で
の
長
浜
パ
イ

オ
大
学
義
備
の
動
き
と
合
わ

せ
、
国
産
業
と
大
学
、
公
設

研
究
機
関
構
重
の
技
術
交
流

を
目
指
し
て
フ
ォ
ー
ラ
ム
を

立
百
二
げ
た
。

盤
会
に
は
約
七
十
人
が
出

席
。
役
員
や
規
約
を
轟
語

し
、
会
長
に
は
長
浜
パ
イ
オ

大
学
長
に
予
定
さ
れ
て
い
る

下
西
藤
謡

。
大
阪
大
学
名
警

教
授
を
選
ん
だ
。
ま
た
、
本

年
度
の
事
業
計
画
で
は
、
年

開
四
回
の
例
会
を
関
き
、
講

横
や
研
修
、
先
進
研
究
機
関

の
視
泰
を
す
る
。
会
員
の
経

介
冊
手
を
つ
く
る
こ
と
も
決

ま
っ
た
。

総
会
後
、
第

一
画
の
例
会

が
関
か
れ
、
下
西
名
誉
教
授

の

「
パ
イ
オ
時
代
と
長
浜
パ

イ
オ
大
挙
の
設
置
計
画
」
な

ど
の
講
猿
が
あ
っ
た
。

聞
い
合
わ
せ
は
、
事
務
局

の
県
工
業
技
猫
総
合
セ
ン
タ

―
“
電
昭

（闘
）
１
５
０
０

１
へ
じ
他
の
役
長
は
次
の
皆

さ
ん
。

▽
副
会
長

大
薦
楼
典

緩
）
井
上
纂
明

（県
工
業
装

（東
レ
滞
務
理
事
）
谷
口
吉

術
総
合
セ
ン
タ
ー
所
長
）
▽

弘

（立
命
館
大
軽
工
学
部
教

歳
挙
　
中
川
醤

一
（商
機
金

属
等
務
取
締
役
）
伊
藤
盛
歳

（滋
要
銀
行
離
務
取
締
役
営

業
統
轄
部
長
）
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平成 13年 6月 22日  読売新聞

業慧
患
年
錢
鶴
ど
新
製
品

〓
一一三
三
三
三
濾
　

研
究
会
は
、
県
内
の
清
酒
業

滋
賀
独
自
の
新
し
い
潜
酒
の
開
発
や
酒
遺

技
術
の
向
上
を
目
指
し
て
、
県
内
の
製
造
業

者
ら
が
、
県
酒
造
技
術
研
究
会

（喜
多
建
遭

会
長
）
を
設
立
し
た
。
琵
霞
湖
と
穀
泡
地
稿

が
広
が
る
近
江
は
吉
ぐ
か
ら

「
酒
ど
こ
ろ
」

と
さ
れ
て
き
た
が
、
近
年
は
低
迷
。
約
三
年

後
を
め
ど
に
新
製
品
を
開
発
し
″
名
門
優
活
″

に
つ
な
げ
た
い
考
え
で

「
地
方
文
化
の
担
い

手
で
あ
る
清
酒
メ
ー
カ
ー
が
も
う

一
度
元
気

に
」

着
二
十
四
人
と
県
工
業
技
術
総

合
セ
ン
タ
ー
の
瞼
員
ら
で
構

成
。
年
四
回
の
会
合
を
開
き
、

低
ア
ル
コ
ー
ル
酒
や
麟
母
の
研

究
を
通
し
て
新
製
品
を
開
発
し

て
い
く
。
会
員
同
士
の
技
術
交

流
、
大
手
メ
ー
カ
ー
の
関
係
者

を
招
い
た
講
智
会
な
ど
も
行

う
。県

酒
進
組
合
連
合
会
に
よ
る

と
、
酒
造
に
必
要
な
コ
メ
と
水

に
意
ま
れ
た
近
江
で
は
、
東
海

遺
や
中
山
道
沿
い
に
造
り
酒
屋

が
逆
ぴ
、
近
江
薦
人
た
ち
が
醸

造
技
術
を
各
地
に
伝
え
た
と
さ

れ
る
。
し
か
し
、
最
近
で
は
、

伏
見

（
京
都
府
）
や
灘

（
兵
庫

県
）
の
清
酒
に
押
さ
れ
て
影
を

潜
め
て
し
ま

っ
た
。

現
在
は
六
十
三
軒
の
蔵
元
が

あ
る
が
、
独
自
の
銘
柄
で
出
荷

し
た
溝
酒
の
量
を
示
す
課
税
移

出
量
は
、
二
〇
〇
〇
年
度
で
三

千
六
百
八
十
三
肝

。
泌
。
前
年

度
比

（
８８
％
）
で
見
る
と
全
国

!“ I111111‖ 11'11111‖ 11111よ IIII II“ 11111‖ lH“ 1111‖ 111:ltll llll“ 111lti l111 lII'1■ 〕

で
も
最
下
位
ク
ラ
ス
。

同
セ
ン
タ
ー
で
開
か
れ
た
設

立
総
会
で
は
、
同
連
合
会
の
福

井
弥
平
会
長
が

「
清
酒
業
界
は

大
変
厳
し
い
状
況
。
高
品
質
で

低
ア
ル
コ
ー
ル
の
清
酒
の
開
発

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
楽
し
く

夢
を
持
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き

た
い
‘
∝呼
び
か
け
た
。ま
た
、

井
上
嘉
明

・
同
セ
ン
タ
ー
所
長

が

「
県
は
Ｐ
Ｒ
下
手
。
い
い
も

の
を
持
ち
な
が
ら
知
ら
れ
て
い

な
い
。

・酒
を
通
じ
て
滋
賀
の
イ

メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
を
目
指
し
て
ほ

し
い
」
と
あ
い
さ
つ
し
た
。
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平成 13年 6月 27日  日刊工業新聞

製
造
業
の
Ｉ
Ｔ
化
推
進

９
月
に
も
産
学
官
で
研
究
会
設
置

【滋
賀
】
滋
賀
県
工
業
技
術

総
合
セ
ン
タ
ー

（
滋
賀
県
栗
太

郡
粟
東
町
上
砥
山
２
３
２
、
井

上
嘉
明
所
長
、
０
７
７

・
５
５

に
な
っ
て
、
産
学
富
の
運
携
に

よ
る

「も
の
づ
く
り
正
Ｔ
研
究

会
」
の
設
立
準
備
を
進
め
て
い

る
。
製
造
分
野
へ
の
情
報
技
術

滋
賀
県
製
造
葉
の
レ
ベ
ル
ア
ッ

プ
を
図
る
の
が
狙
い
で
、
９
月

初
旬
に
も
設
立
総
会
を
開
催
、

ス
タ
ー
＋
す
る
予
定
。

滋
賀
県
の
県
内
総
生
産
に
占

８

・
１

５

０
０

（
Ｉ
Ｔ

卿ンタ．など
滋

セ

め
る
第
２
次
産
業
の
構
成
比
は

４９

，
３
％

（
９８
年
度
）
と
全
国

ト
ッ
プ
。
も
の
づ
く
り
の
分
野

で
も
Ｉ
Ｔ
化
に
よ
る
生
産
性
向

上
な
ど
の
取
り
組
み
が
進
ん
で

い
る
こ
と
か
ら
、
主
要
産
業
で

あ
る
製
造
業
の
競
争
力
を
向
上

さ
せ
る
た
め
産
学
官
が
協
力
し

て
同
研
究
会
を
設
立
す
る
。

計
画
で
は
設
計
か
ら
製
造
ま

で
の
Ｉ
Ｔ
化
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

化
な
ど
を
テ
ー
マ
に
活
動
。
事

例
紹
介
や
Ｉ
Ｔ
要
素
技
術
、
シ

ス
テ
ム
技
術
な
ど
の
情
報
交

換
、
技
術
交
流
、
講
習
な
ど
を

行
う
。
当
面
、
年
間
４
日
程
度

の
例
会
を
開
催
、
講
演
会
や
技

術
交
流
会
、
見
学
会
な
ど
を
予

定
し
て
い
る
。

設
立
発
起
人
は
再
橋
金
属

（
び
わ
町
）
、
草
津
電
機

（
章

津
市
）
、
ゴ
ー
シ
ュ
ー

（
石
部

４
）
、
新
生
化
学
工
素

（
大
津

市
）
、
鴻
北
精
工

（
長
浜
市
）

の
５
社
の
社
長
な
ど
乾
人
で
、

代
表
は
沖
野
教
郎
滋
賀
県
立
大

学
工
学
部
長
。
会
員
は
企
業
な

ど
の
法
人
会
員
と
大
学
、
国
公

ど
の
特
別
会
長
で
構
成
。
工
業

と
な

っ
て
、
会
員
を
募
集
し
て

お
り
、

「
９
月
の
総
会
ま
で
に

は
醐
人
程
度
は
集
め
た
い
」

（
事
務
局
）
と
い
う
。
会
費
は

法
人
会
員
が
年
間
３
万
円
。
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平成 13年 10月 11日  京都新聞

霧遇鱚システム聞魏

滋
賀
県
産
業
支
援
プ
ラ
ザ

は
十
日

「県
提
案
公
募
型
産

学
官
新
技
術
開
発
事
業
」
で
、

立
命
館
大
総
合
理
工
学
研
究

機
構
な
ど
が
開
発
し
た

「太

陽
電
池
を
電
源
と
す
る
独
立

分
散
型
通
信
シ
ス
テ
ム
」
の

試
作
品
を
公
表
し
た
。
実
用

化
さ
れ
れ
ば
、
無
人
で
山
間

部
や
湖
上
の
大
気
、
水
質
な

ど
の
デ
ー
タ
を
監
視
で
き
、

防
災
や
環
境
な
ど
の
調
査
に

役
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
。

同
事
業
は
産
学
官
が
連
携

し
て
新
産
業
を
創
出
す
る
た

め
、
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
始

ま
っ
た
。
県
内
の
産
学
か
ら

提
案
さ
れ
た
事
業
を
同
プ
ラ

ザ
が
審
査
、
決
定
し
、
研
究

費
金
額

（上
限
二
千
万
円
）

を
県
が
助
成
す
る
。

通
信
シ
ス
テ
ム
は

，
同
研

究
機
構
と
北
川
電
機

（栗
東

市
）
、
湖
南
精
機
（甲
賀
阿
）
、

県
工
業
技
術
総
合
セ
ン
タ
ト

の
共
同
開
発
で
、
同
事
業
の

第

一
号
。

‘
半
球
形
に
並
べ
た
太
陽
電

池
と
蓄
電
池
（
無
線
通
信
装

置
な
ど
を
一一
体
化
し
た
シ
ス

テ
ム
で
、
災
害
時
で
も
、
水

斌
騨
臨
警
麟
防
災
（
環
境
調
査
に
生
か
す

位
や
雨
遼
、
大
気
汚
染
な
ど

を
計
測
で
き
る
。
ま
た
持
ち

運
ぴ
で
き
る
た
め
、
河
川
の

上
流
か
ら
下
流
に
か
け
て
設

置
し
て
川
の
水
位
を
監
視
し

た
り
い
露
琶
湖
の
水
質
の
広

範
囲
の
観
測
な
ど
に
も
応
用

で
き
る
。

研
究
開
発
に
当
た

っ
た
高

倉
秀
行
立
命

館
大
教
授
は

「今
後
、
太
陽

電
池

の
効

率
化
や
小
型
化
な
ど
の
改
良

を
加
え
た
い
」
と
話
し
て
い

る
。

太陽電池と無線通信装置などを組み合わせたシス

テム (粟東南の県工業板術総合センター)
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平成 13年 10月 31日  読売新聞

暴五業技術センタ警「レ移安ルラボJ

審議議轟百新商品など開発

一
九
九
九
年
四
月
に
巽
菜
市

上
砥
出
の
県
工
業
技
術
総
合
セ

ン
タ
ー
に
併
設
さ
れ
た
技
術
開

発
察

（
レ
ン
タ
ル
ラ
ポ
）
を
利

用
し
た
企
業
が
着
実
に
実
績
を

上
げ
て
い
る
。
同
セ
ン
タ
ー
で

は

「
ラ
ポ
が
盛
況
だ
と
ベ
ン
チ

ャ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
の
活
気
を
測
る

バ
ロ
メ
ー
タ
ー
に
も
な
る
」
と

し
て
い
る
。

技
術
開
発
峯
な
企
業
化
支
援

続

（
鉄
筋
三
階
建
て
、
延
べ
約

八
百
四
十
平
方
篇
）
に
七
塞
設

置
◆
新
分
野
進
出
や
新
技
術
開

発
を
考
え
て
い
る
ベ
ン
チ
ャ
ー

趣
業
家
に

一
事
約
五
十
平
方
ｙ

の
ス
ペ
ー
ス
を
月
額
約
九
万
円

で
提
供
す
る
。
同
支
援
棟
に
は

不
要
電
磁
波
で
機
器
が
譲
作
動

し
な
い
か
試
験
す
る
電
渡
騰
察

も
併
設
さ
れ
て
い
る
一）

こ
れ
ま
で
十

一
社
が
利
用
。

九
八
年
即
月
に
創
業
し
た

一
モ

ー
ル
ド
リ
サ
ー
チ
ス
大
津
市
）

球
金
属
粉
を
射
出
し
て
圏
め
る

時
、
利
用
す
る
樹
脂
系
の
接
合

剤
を
製
造
。
従
来
よ
め
少
量
で
、

強
度
を
高
め
た
。
丸
五
年
に
設

立
さ
れ
た

「
新
世
代
」

（
草
津

市
）
は
独
自
の
高
速
プ
ロ
セ
ッ

サ
ー
を
開
発
。
テ
レ
ビ
に
つ
な

い
で
カ
ラ
オ
ケ
が
楽
し
め
る
マ

イ
ク
型
の
薦
晶

「
ｅ
ｌ
ｋ
ａ
ｒ

ａ
」
に
も
利
用
さ
れ
、
繋
綾
も

大
幅
盛
伸
び
た
。
霙
綾
を
上
げ

た
こ
の
三
社
は
今
藩
、
ラ
ボ
を

巣
】
っ
た
っ

セ
ン
タ
ー
で
は

一
強
度
測
定

や
成
分
分
析
な
ど
約
五
百
種
類

す
ぐ
に
評
価
で
茎
る
の
が
強

の
機
器
が
手
犠
に
利
用
で
き
る

み
」
と
メ
リ

ッ
ト
を
挙
げ
て

た
妙
、
開

発
し
た
試
作
品
を

い
る
．

県
五
業
綾
術
総
合
セ
ン
タ
ー
に
設
置
さ
れ
た
レ
ン
タ

ル
ラ
ポ

，
祟
肉
の
ベ
ン
テ
マ
ー
企
業
を
支
援
す
る
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平成 13年 12月 13日  日本経済新聞

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一十一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一十一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

光
通
信
で
技
術
情
報

滋
賀
県
企
業
向
け
研
修
・相
談

海
賀
県
は
光

フ

ァ
イ
バ
ー
縄

に
よ
る
通
信
回
線
を
使

っ
た
Ｉ

業
技
術
情
報

の
提
供
や
技
術
相

談
な
ど
を
す
る
地
域
産
業
情
報

支
援

シ
ス
テ
ム
を
整
備
、
十
二

日
か
ら
サ
ー
ビ

ス
を
始
め
た
。

県

内
の
試
験
研
究
機
関
を
ネ

ッ

ト

ワ
ー
ク
化
し
、
最
寄
り

の
場

会
議

シ
ス
テ
ム
な

ど
に
よ
り
研
修

・
セ
ミ
ナ
ー
を

受
講
し
た
り
、
資
料
を
閣
覧
で

き
る
な
ど
の
サ
ー
ピ

ス
を
提
供

す
る
。
将
来
は
各
企
業
か
ら
も

同
じ
サ
ー
ビ

ス
を
受
け
ら
れ
る

よ
う
に
す
る
。

県
が
Ｎ
Ｔ
Ｔ
な
ど
既
設
の
光

フ

ァ
イ

バ
ー
通
信
網
と
接
続
し

て
進
め
る
基
幹
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク

一
ぴ
わ
湖
情
報

ハ
イ
ウ

ェ
イ
」

を
活
用

。
大
津
市
の
県
新
産
業

振
興
謀
と
工
業
技
術
総
合
セ

ン

タ
ー

（栗
東
市
）
な
ど
県
内
六

カ
所
の
工
業
系
試
験
研
究
機
関

を
相
互
に
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク
で
締

ぶ
。
テ
レ
ビ
会
議

で
双
方
向

に

動
画
像
が
送
れ
る
ほ
か
各
種
デ

ー
タ
も
伝
送

で
き
る
。

提
供

す

る
サ
ー
ビ

ス
は
当
面

〓

つ
で
、
遠
隔
技
術

研
修
サ
ー

ビ
ス
は
各
試
験
研
究
機
関

で
開

く
技
術
研
修

・
科
学
技
術
セ
ミ

ナ
ー
、
発
表
会
な
ど
を
ネ

ッ
ト

で
結

ん
だ
他
の
研
究
機
関

で
も

受
講
で
き
る

。

企
業

の
技
術
者
が
製
品
開
発

な
ど
で
技
術
相
談
を
受
け
た
い

場
合
は
最
寄
り

の
試
験
研
究
機

関

に
行
け
ば
、
各
地
の
研
究
機

関

の
職
員
か

ら
適
切
な
専
門
家

を
選
び
画
面
を
通
じ

て
相
談

に

当
た
る
ほ
か
、
オ
ン
デ

マ
ン
ド

技
術
情
報
闘
覧

サ
ー
ビ

ス
で
は

研
修
会

な
ど
の
様

子
を
収
録
し

て
ビ
デ

オ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
化
し

情
報
を
ど

こ
で
も
検
紫
で
き
る

な
ど

一
カ
所
で
サ
ー
ビ

ス
が
受

け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
。
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平成 14年 4月 25日  中日新聞

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一中帯一一窪
一一一一一】一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一”一一一一一十一一一一十一一一一一一一一一い一一一一一一一一一一一一一

鱗
惑

申小盆黛絢
プ珍為

県
工
業
技
術
総
合
セ
ン
ν

ｌ

（蒙
交
市
）
は
、
中
小
企

業
の
Ｉ
Ｓ
０
１
４
０
０
と
駐

得
を
技
擬
し
た
際
に
見
い
だ

し
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
、
他
の
中

小
企
業
が
取
得
す
る
礫
の
参

考
本
と
し
て
出
版
し
た
。

一
九
九
九
年
末
か
ら

一
年

間
、
松
下
電
機
産
業
の
取
引

先
で
組
織
す
る
機
下
共
業
余

か
ら
依
頼
を
受
け
、
同
会
に

所
属
す
る
環
内
の
中
小
企
業

な
ど
十
社
の
Ｘ
Ｓ
Ｏ
取
得
荘

史
擁
し
た
。
各
社
と
も
共
踊

す
る
部
今

ヤヽェ
同
じ
マ
ニ
ュ
ア

ル
を
使
い
、
導
密
も
ま
と
ま

っ
て
受
け
、
手
間
と
費
用
を

通
常
よ
り
ほ
ぼ
半
滅
さ
せ

た
。
従
来
、
点
裁
式
だ
っ
た

環
践
影
鞍
評
価
を
◇
Ｘ
式
に

す
る
新
し
い
仕
組
み
を
作

り
、
報
り
組
み
や
す
く
ｂ

｛ん
ぅ支

援
の
中
で
開
発
し
た
マ

ニ
ュ
ア
ル
な
ど
の
文
轟
や
手

法
は
、
他
の
中
小
企
業
が
正

Ｓ
Ｏ
を
取
得
す
る
際
に
も
応

用
で
碁
る
。
技
術
図
書
の
専

門
出
服
社
が

，…士……
績
し
た
。

本
は

「
中
小
企
業
の
嬬
境

Ｉ
患
０
実
例
」

（
Ｂ
５
判
四

百
十
六
ガ
）
。
十
社
の
Ｘ
３

①
取
得
ま
で
の
取
り
組
み
も

含
め
て
編
集
し
た
。
価
格
は

四
千
１
言
円
。
聞
い
合
わ
せ

は
日
科
投
連
畠
腹
社
＝
竃
０３

（
５
３
７
９
）
１
２
３
８
“

へ
ｃ

綴鶴
譲
鮒
実
例
禽
鶴
編
集

ノウハウを浦載 した「44小
企業の簾壌 iSO寮例」

||;■ ||| ,
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困

韓

‐

判
浮

μ
∞
載

ω
れ

Ｐ
ｏ
ｍ
　
母
Ш
報
諷

県
内
の
中
小
企
業
、
県
の
工
業
技
術
セ
ン
タ
ー
、
成
安

造
形
大

（
大
津
市
）
が
連
携
し
て
滋
賀
ら
し
い
デ
ザ
イ
ン

の
商
品
を
開
発
し
、

一
部
商
品
の
販
売
が
、
今
月
か
ら
始

ま
っ
た
。

県
が
産
業
振
興
を
目
権

し
、
前
年
度
に
実
施
し
た
産

宮
学
デ
ザ
イ
ン
連
携
事
業

で
、
中
小
企
業
の
も
の
づ
く

り
を
大
学
が
デ
ザ
イ
ン
面
で

支
援
す
る
。
仏
壇
製
造
会
社

の
本
製
お
も
ち
ゃ
作
り
や
、

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
造
会
社
の

水
上
で
使
え
る
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品
な
ど
四
件
の
計
画

に
、
大
学
が
デ
ザ
イ
ン
を
提

案
し
、
う
ち
二
件
が
製
品
化

さ
れ
た
。

製
品
化
さ
れ
た
の
は
、
県

扇
子
工
業
協
同
組
合
青
年

部

ｅ
竹
伸
会
が
、
県
内
画
家

の
作
品
を
デ
ザ
イ
ン
し
た

扇
子
、
ア
ク
セ
サ
‐Ｊ
Ｉ
製
造

会
社

・
銀
工
房

（志
賀
町
）

が
琵
琶
湖
産
の
淡
水
真
疎

を
使
っ
た
銀
の
ア
ク
セ
サ
け

湘
西
地
域
は
扇
骨
の
産
地

だ
が
、
大
半
が
京
都
で
扇
子

に
仕
上
げ
ら
れ
て
京
扇
子
と

し
て
販
売
さ
れ
て
お
り
、
組

合
は
滋
賀
ら
し
い
新
し
い
扇

子
の
開
発
を
計
画
。
大
学

は
、
蒲
生
町
で
活
躍
し
た
洋

画
家
野
口
謙
蔵
の

「
五
月
の

風
景
」
を
デ
ザ
イ
ン
し
た
扇

子
を
提
案
し
た
。
六
月
か
ら

野
口
謙
蔵
展
が
開
か
れ
て
い

る
県
立
近
代
美
術
館
で
、
扇

子
が
販
売
さ
れ
て
い
る
。

銀
工
房
で
は
、
銀
細
工
を

生
か
し
た
独
自
の
デ
ザ
イ
ン

を
計
画
。
大
学
が
国
内
で
は

商
品
化
さ
れ
な
い
変
形
真
珠

を
活
用
し
、
ど
ん
な
形
の
真

珠
に
も
対
応
で
き
る
デ
ザ
イ

ン
を
提
案
し
た
。
指
輪
、
指

輪
と
ネ

ッ
ク
レ
ス
の
セ
ッ

ト
、
カ
フ
ス
の
三
種
類
あ

り
、
六
月
か
ら
長
浜
市
内
の

底
な
ど
で
売
り
出
し
た
。

デ
ザ
イ
ン
連
携
事
業
は
、

企
業
が
デ
ザ
イ
ン
開
発
の
ノ

ウ
ハ
ウ
を
雷
得
す
る
の
と
、

大
学
生
も
実
用
的
な
デ
ザ
イ

ン
を
学
ぶ
穫
会
に
し
、
滋
賀

の
産
物
や
文
化
を
発
信
す
る

の
が
狙
い
。
県
は
本
年
度
も

事
業
を
続
け
る
「

―

誤

―
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